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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

(1) 連結経営指標等

回次 第100期 第101期 第102期 第103期 第104期

決算年月 2020年３月 2021年３月 2022年３月 2023年３月 2024年３月

営業収益 (百万円) 16,493 19,188 18,670 14,931 18,608

純営業収益 (百万円) 16,371 19,078 18,602 14,872 18,556

経常利益 (百万円) 1,518 4,085 3,647 852 4,187

親会社株主に帰属する
当期純利益

(百万円) 792 4,156 2,827 778 2,925

包括利益 (百万円) 774 5,596 2,788 523 8,287

純資産額 (百万円) 42,220 46,401 47,133 46,086 52,524

総資産額 (百万円) 83,228 99,385 90,885 67,601 84,075

１株当たり純資産額 (円) 631.70 694.33 705.27 700.13 794.01

１株当たり当期純利益 (円) 11.92 62.50 42.51 11.86 44.56

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益

(円) 11.92 62.49 42.49 11.85 44.44

自己資本比率 (％) 50.48 46.46 51.62 67.86 62.29

自己資本利益率 (％) 1.87 9.43 6.08 1.68 5.96

株価収益率 (倍) 38.01 10.29 11.71 36.02 24.21

営業活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) 11,801 △2,738 △371 10,994 7,557

投資活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △136 1,566 △911 △4,603 △734

財務活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △1,329 △1,427 △2,050 △1,561 △1,886

現金及び現金同等物の
期末残高

(百万円) 30,924 28,693 25,873 30,978 36,368

従業員数 (名) 1,187 1,118 1,106 1,098 1,112

(注) １．上記の比率は以下の算式により算出しております。

連結ベースの自己資本比率 ＝
純資産－新株予約権

×100(％)
負債・純資産合計

連結ベースの
＝

親会社株主に帰属する当期純利益
×100(％)

自己資本利益率 {(当期首純資産－当期首新株予約権)＋(当期末純資産－当期末新株予約権)}÷２

２．従業員数には、執行役員、投信債券歩合外務員及び契約社員を含み、歩合外務員は含まれておりません。

３．「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年３月31日）等を第102期の期首から適用してお

り、第102期以降に係る主要な経営指標等については、当該会計基準等を適用した後の指標等となっており

ます。
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(2) 提出会社の経営指標等

回次 第100期 第101期 第102期 第103期 第104期

決算年月 2020年３月 2021年３月 2022年３月 2023年３月 2024年３月

営業収益
(百万円)

16,493 19,188 18,670 14,931 18,608
(うち受入手数料) (15,925) (18,646) (18,115) (14,660) (18,411)

純営業収益 (百万円) 16,364 19,071 18,595 14,865 18,549

経常利益 (百万円) 1,482 4,070 3,630 843 4,194

当期純利益 (百万円) 768 4,144 2,815 772 2,992

資本金 (百万円) 10,000 10,000 10,000 10,000 10,000

発行済株式総数 (千株) 67,398 67,398 67,398 67,398 67,398

純資産額 (百万円) 41,016 44,919 45,501 44,484 50,666

総資産額 (百万円) 82,925 98,728 90,080 66,841 82,704

１株当たり純資産額 (円) 613.60 672.05 680.74 675.68 765.83

１株当たり配当額
(１株当たり中間配当額)

(円)
16.00
(8.00)

33.50
(13.50)

22.00
(11.00)

12.00
(5.00)

60.00
(25.00)

１株当たり当期純利益 (円) 11.55 62.32 42.34 11.77 45.58

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益

(円) 11.55 62.32 42.31 11.77 45.46

自己資本比率 (％) 49.21 45.27 50.27 66.24 61.07

自己資本利益率 (％) 1.87 9.70 6.26 1.73 6.31

株価収益率 (倍) 39.21 10.32 11.76 36.27 23.67

配当性向 (％) 138.48 53.75 51.96 101.93 131.63

自己資本規制比率 (％) 624.2 627.8 631.7 681.1 616.9

従業員数 (名) 1,184 1,115 1,103 1,095 1,112

株主総利回り
(％)

71.7 105.9 87.1 78.1 186.9

(比較指標：配当込み
ＴＯＰＩＸ)

(90.5) (128.6) (131.2) (138.8) (196.2)

最高株価 （円） 679 745 698 513 1,185

最低株価 （円） 345 382 471 377 396

(注) １．上記の比率は以下の算式により算出しております。

自己資本比率 ＝
純資産－新株予約権

×100(％)
負債・純資産合計

自己資本利益率 ＝
当期純利益

×100(％)
{(当期首純資産－当期首新株予約権)＋(当期末純資産－当期末新株予約権)}÷２

２．2020年３月期の１株当たり配当額16円には特別配当10円、2024年３月期の１株当たり配当額60円には特別配

当30円を含んでおります。

３．最高株価及び最低株価は、2022年４月３日以前は東京証券取引所市場第一部におけるものであり、2022年４

月４日以降は東京証券取引所プライム市場におけるものであります。

４．従業員数には、執行役員、投信債券歩合外務員及び契約社員を含み、歩合外務員は含まれておりません。

５．「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年３月31日）等を第102期の期首から適用してお

り、第102期以降に係る主要な経営指標等については、当該会計基準等を適用した後の指標等となっており

ます。
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２ 【沿革】

1909年12月、川北商店川北徳三郎、金万商店難波礼吉及び山大商店高井治兵衛の三者が各１万円を出資し、出資金

３万円をもって丸三商店を設立し、翌1910年１月、多田岩吉が丸三商店の代表者となり、丸三多田岩吉商店として営

業を開始致しました。

その後1921年２月には、丸三吉田政四郎商店に、1925年８月には、丸三長尾秀一商店と改称しておりますが、1944

年３月入サ証券株式会社(1933年６月15日設立、資本金100万円)の全株式を買取り、商号を丸三証券株式会社と変更し

て現在に至っております。

設立以後の経過の概要は次のとおりであります。

年月 概要

1910年１月 丸三多田岩吉商店として営業開始

1925年８月 丸三長尾秀一商店と改称、東京株式取引所一般会員となる

1944年３月 入サ証券株式会社の株式を買取り、丸三証券株式会社に商号を変更

1948年９月 証券取引法に基づく証券業者として登録

1949年１月 調査誌「丸三レポート」を創刊

1949年４月 東京証券取引所の正会員となる

1968年４月 改正証券取引法による証券業の免許取得

1971年６月 丸三土地建物株式会社を設立

1983年３月 丸三ファイナンス株式会社(現連結子会社)を設立

1983年12月 資本金を30億5,000万円に増資し、総合証券会社となる

1986年２月 丸三エンジニアリング株式会社を設立

1986年５月 資本金を83億450万円に増資し、当社株式を東京・大阪両証券取引所市場第二部に上場

1986年６月 当社初の専用ファンド「CBポートフォリオ'86」発売

1987年10月 パソコンによる投資情報(マックス)サービス、ホームトレードサービス開始

1988年３月 当社株式が東京・大阪両証券取引所市場第一部に指定される

1990年６月 新パソコン投資情報システム(スーパーマックス)サービス開始

1995年８月 株式会社エムエスシーを設立

1996年３月 資本金を100億円に増資する

1997年７月 オンライントレードサービス開始

1998年７月 証券総合口座取扱開始

1998年８月 第１回ストックオプション実施

1998年12月 改正証券取引法に基づく証券会社として登録

1999年３月 第１回自己株式消却実施

2000年６月 オンライントレードサービスネームを「マルサントレード」に変更

ロゴマーク、キャラクター「まるさん」を採用

2002年11月 福生支店を新宿支店に、帯広支店を通信販売部コールセンターに統合し、店舗数は27か店となる

2005年５月 アドバイス付インターネット取引「ＭＡＲＵＳＡＮ－ＮＥＴ」サービス開始

2006年６月 単元株式数を1,000株から100株へ変更

2007年９月 金融商品取引法に基づく金融商品取引業者として登録

2013年２月 株式会社エムエスシーを清算

2013年９月 二子玉川支店を開設(高津支店より移転)

2013年10月 本店所在地を東京都中央区日本橋より東京都千代田区麹町に移転

2014年３月 大泉学園営業所を開設

2014年４月 日吉営業所を開設

2014年10月 丸三ファイナンス株式会社が丸三土地建物株式会社を吸収合併

2015年３月 高田支店を上越支店に、今市支店を日光支店に名称変更

2020年８月 日本橋支店を開設(三ノ輪支店より移転)

2022年４月 東京証券取引所の市場区分変更に伴いプライム市場へ移行

2022年７月 マルサントレードに係る事業等に関する権利義務を吸収分割により岡三証券株式会社へ承継

2023年６月 丸三エンジニアリング株式会社を吸収合併



― 5 ―

３ 【事業の内容】

当社グループ（当社及び当社の連結子会社１社）の主たる事業は、有価証券を中核商品とする投資・金融サービス

業であります。

投資・金融サービス業の具体的な業務として、有価証券の売買及び売買等の委託の媒介、有価証券の引受け及び売

出し、有価証券の募集及び売出しの取扱い、その他の金融商品取引業を営んでおります。

当社は丸三ファイナンス株式会社から当社の店舗の一部を賃借しております。

当連結会計年度末における事業の系統図は、次のとおりであります。

４ 【関係会社の状況】

名称 住所
資本金
(百万円)

主要な事業の内容
議決権の
所有割合
(％)

関係内容

(連結子会社)

丸三ファイナンス株式会社
東京都
千代田区

74 不動産業、投融資業 100.0
土地の賃貸、店舗の賃借
役員の兼任３名

（注）従来、連結子会社であった丸三エンジニアリング株式会社は、2023年６月１日付で当社を存続会社とする吸収

合併により消滅しています。
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５ 【従業員の状況】

(1) 連結会社の状況

2024年３月31日現在

従業員数(名)

連結会社合計 1,112

(注) １．当社グループの事業は投資・金融サービス業という単一セグメントに属しており、連結会社の従業員数の合

計を記載しております。

２．従業員数には、執行役員、投信債券歩合外務員及び契約社員を含み、歩合外務員は含まれておりません。

(2) 提出会社の状況

2024年３月31日現在

従業員数(名) 平均年齢 平均勤続年数 平均年間給与(千円)

1,112 35 歳 10 ヵ月 12 年 8 ヵ月 7,145

(注) １．当社の事業は投資・金融サービス業という単一セグメントに属しております。

２．従業員数には、執行役員、投信債券歩合外務員及び契約社員を含み、歩合外務員は含まれておりません。

３．平均年齢と平均勤続年数は、契約社員を除いて算出しております。

４．平均年間給与は、出向者、休職者、中途入社者及び契約社員を除く期末在籍者数を基に計算しております。

(3) 労働組合の状況

当社グループの労働組合は、丸三証券労働組合(組合員666名)があります。

なお、労使関係については良好であります。

(4) 管理職に占める女性労働者の割合、男性労働者の育児休業取得率及び労働者の男女の賃金の差異

提出会社

当事業年度

管理職に占める
女性労働者の割合(％)

(注)１

育児休業取得率(％) (注)２ 労働者の男女の賃金の差異(％)(注)１、３

男性労働者 女性労働者 全労働者
うち

正規雇用労働者
うちパート・
有期労働者

1.5 61.5 106.7 61.7 58.7 89.1

(注) １．「女性の職業生活における活躍の推進に関する法律」（2015年法律第64号）の規定に基づき算出したもので

あります。

２．「育児休業、介護休業等育児又は家族介護を行う労働者の福祉に関する法律」（1991年法律第76号）の規定

に基づき、「育児休業、介護休業等育児又は家族介護を行う労働者の福祉に関する法律施行規則」（1991年

労働省令第25号）第71条の４第２号における育児休業等の取得割合を算出し、配偶者の出産に伴う特別休暇

を含めております。

３．総賃金は「源泉徴収簿」の総支給金額、人員数は各月末人員を基に集計しており、正規雇用労働者には総合

職、エリア職、特定職を含み、パート・有期労働者には投信債券歩合外務員及び契約社員を含みます。
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第２ 【事業の状況】

１ 【経営方針、経営環境及び対処すべき課題等】

(1) 会社の経営の基本方針

当社は創業以来、どの系列にも属さず「自主独立」を貫いております。また、お客様本位の考え方に基づき、お

客様のニーズにあった情報やサービスの提供を推進することにより、お客様満足度の向上に努めております。

当社グループは、お客様へ質の高いサービスを提供するとともに、経営の効率化を進めて企業価値を高め、全て

のステークホルダーへの利益還元を充実させていくことが、経営の最重要課題であると考えております。

(2) 会社の対処すべき課題

当社は、経営理念において「いついかなる場合にもお客様に対して奉仕する心を失うことのないよう誓う」と宣

言し、お客様本位の業務運営に努めております。

また当社は、お客様のライフプランや投資目的、経験、リスクに対する考え方などを充分に把握した上で、資産

運用のご提案等を通じ、お客様の資産形成に貢献することが、当社の社会的使命であると考えております。

この実現のためには、「売買手数料依存の収益構造から脱し、残高連動報酬をベースにした収益構造を確立する

こと」が必要であると考え、2012年度以降、株式投信純増３ヵ年計画を４次にわたり実施してまいりました。この

結果株式投信残高は１兆円を超え、投資信託残高より得られる信託報酬の販管費カバー率は44.5%にまで達し、経営

の安定性は一段と高まっております。

2024年度からは、新たに「中期経営計画」を策定し、取り組んでまいります。まず、株式営業においては、有望

銘柄を発掘する目利き力や分かりやすい提案力を更に強化し、当社が推奨する個別銘柄の残高増加を図ります。ま

た、投資信託営業においては、良質なファンドの長期保有により投資信託の残高を着実に積み上げ、信託報酬によ

る販管費カバー率を更に高めることで、不安定な業界環境下においても安定した業績を目指してまいります。更に、

新たな注力分野として、「ゴールベースアプローチによるファンドラップ事業の開始」や、「引受主幹事案件の獲

得拡大」にも取り組んでまいります。

これらの施策を実践することで、中期的に、当社の資本コストを上回るＲＯＥを達成していく所存です。

文中の将来に関する事項は、有価証券報告書提出日現在において、当社グループが判断したものであります。
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２ 【サステナビリティに関する考え方及び取組】

当社グループのサステナビリティに関する考え方及び取組は、次のとおりであります。

なお、文中の将来に関する事項は、当連結会計年度末現在において当社グループが判断したものであります。

(1) サステナビリティ全般に関する事項

当社は気候変動をはじめとする様々なサステナビリティ課題への対応を、持続可能な社会の実現に寄与するための

重要な経営課題の一つであると認識しております。

① ガバナンス

当社ではサステナビリティへの取り組みについて、審議検討を行うワーキンググループとして、代表取締役社長

が委員長を務める危機管理委員会下にサステナビリティワーキンググループを設置しています。

サステナビリティワーキンググループでは、主に気候変動等によるリスク・機会の特定及び影響の評価を行うと

ともに、それらを踏まえた対応方針や事業計画を含めた企業戦略の企画立案・推進を行ってまいります。

また、サステナビリティワーキンググループにて審議検討された事項については危機管理委員会に報告がなされ、

危機管理委員会より年１回取締役会に付議・報告され、必要に応じて取締役会がその対応について意思決定をし、

進捗状況の監督を実施することとしております。

② リスク管理

当社はサステナビリティに係る様々なリスクに関して、当社だけでなく経済や市場へ多大な影響を及ぼす重要な

リスクであると考え、適切なリスク管理体制を整えております。

当社ではサステナビリティに係る様々な事象に対して、危機管理委員会下のサステナビリティワーキンググルー

プにて、各事象が当社ステークホルダーに及ぼすリスクの特定及び影響の評価を行ってまいります。

また、危機管理委員会ではサステナビリティワーキンググループで特定されたリスクや事象について、その他の

事業等のリスクを含めた相対的な評価を行い、突発事態発生時の対応も含めた持続可能性に関する諸問題への対応

管理を総合的に担ってまいります。
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(2) 気候変動に関する事項

当社は気候変動が及ぼす事業への影響について、ＴＣＦＤ(気候関連財務情報開示タスクフォース)提言に基づき、

気候変動に起因する事業等のリスク・機会の把握と適切な情報開示を行います。

① 戦略

シナリオ分析として、ＳＤＧｓ達成目標年度である2030年時点を想定し、現状を上回る気候変動対策が行われな

い４℃シナリオと、脱炭素化に向けて積極的な気候変動対策が行われる1.5℃シナリオを参考に、定性・定量の両面

から考察を行いました。

考察の結果、いずれのシナリオについても当社事業への影響は軽微であることを認識しております。

当社にて特定した主な気候関連リスク・機会に関する詳細な情報については、当社ウェブサイト（URL：

https://www.marusan-sec.co.jp/sustainability/tcfd/）の「想定される気候関連リスクの当社への影響」をご参

照ください。

② 指標及び目標

当社は、気候変動対応の進捗を管理するための指標として、自社企業活動によるＧＨＧ(温室効果ガス)排出量

(Scope1,2)を採用しております。

今後、再生可能エネルギーの導入や、省エネ活動等による自社のＧＨＧ排出量削減を推進し、パリ協定の目標を

参考に中長期的な削減目標の設定についても検討を行ってまいります。

ＧＨＧ(温室効果ガス)排出量(Scope1,2)

Scope1 Scope2 合計

2022年度 207.3t-co2 800.8t-co2 1,008.1t-co2

2023年度 225.9t-co2 787.4t-co2 1,013.3t-co2

前年比 ＋18.6t-co2 △13.4t-co2 ＋5.2t-co2

※ 対象：提出会社の全営業拠点(本社を含む)

算定範囲：2022年４月～2024年３月

Scope1：主に営業車のガソリン使用に伴う直接排出

Scope2：主にオフィス・店舗の電気使用に伴う間接排出

(3) 人的資本に関する事項

当社グループは、「顧客に対する奉仕の心」を経営理念に掲げ、お客様本位の業務運営に努めてまいりました。

2024年４月には中期経営計画を公表し、有望な銘柄やファンドを発掘する目利き力、お客様の長期的な資産形成に資

する提案力の強化により、対面証券会社としてお客様から信頼を得られる存在を目指しています。

また、社員の一人ひとりが経営に積極的に参加していくことによって企業の発展と社会的責任の遂行が可能になる

という考え方の下、「全員参加の経営」を目指してまいりました。

これらを実現するために、社員一人ひとりが「自ら考え、自ら行動する」自発的な発想と行動力を持った人材を育

成すべく、社員教育に積極的な投資を行っています。また、個々の社員が持てる力を最大限に発揮することができる

働きがいのある職場環境の整備に努めています。

① 研修制度の整備・拡充

対面営業の強みを活かした質の高いアドバイスを提供することに重点を置いて、キャリアに応じた階層別の研修

や、外部教育機関への派遣研修などを実施し、社員のスキル向上を図っています。

新入社員に対するＯＪＴでは、コーチャー制度を設けて先輩社員によるマンツーマンの実地指導を行っていま

す。先輩社員が自らの経験に基づくきめ細かな指導を行い、「先輩に教わり、後輩に教える」伝統を受け継いでい

ます。更に、株式カレッジや投信カレッジでは、個々の営業員の銘柄・ポートフォリオ提案力の強化を図り、中期

経営計画の実践に繋げていきます。

また、経営層の育成・発掘を目的として、社内ビジネススクール「丸三アカデミー」を実施しています。組織横

断的に人材を集め、当社の100年以上にわたる歴史を学ぶとともに、経営者視点でビジネスモデルを考える機会を設

け、経営理念の浸透や知識と意識の底上げを図っております。
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研修制度（総合職）

② 資格取得の促進

資格取得を通じて、自らの能力向上がお客様へのサービス向上に繋がることを体得し、自ら学びお客様のために

成長できる人材の育成を図るため、資格取得に対する奨励・支援を積極的に行っています。

まず、入社１～３年目を「ベーシック・プログラム期間」と位置付け、ＡＦＰ、テクニカルアナリストを取得す

る期間としています。その後の入社４年目以降を「アドバンスト・プログラム期間」とし、ＣＦＰ®、証券アナリス

トなどのより専門性の高い資格の取得を促進しています。

※１．AFPとCFP®の保有者は重複なし

※２．テクニカルアナリストは１次レベルから３次レベル保有者の合計

(１次レベル：CMTA®、２次レベル：CFTe®、３次レベル：MFTA®)

※３．証券アナリストは日本証券アナリスト協会認定アナリスト(CMA)保有者

指標 2023年度末実績 目標

ＡＦＰの取得者数 778名 ベーシック・プログラム期間中に対象者全員が取得

テクニカルアナリストの取得者数 222名 ベーシック・プログラム期間中に対象者全員が取得

ＣＦＰ®の取得者数 27名 2028年度までに75名以上

証券アナリストの取得者数 23名 2028年度までに50名以上
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③ 多様な人材の活躍

「全員参加の経営」の実現に向けて、多様な人材が活躍できる環境を整備することで、組織・人材の活性化を図

っています。

将来を担う若手の人材に対しては、「早期に活躍できる体制の構築」や「能力に見合った処遇」など、働きがい

を高める施策を実施してまいります。

また、当社は女性の活躍推進に積極的に取り組んでいます。女性の採用を積極的に行っているほか、女性の大半

が中核人材としての育成過程にある中で、多様な働き方に対応できる体制整備と、女性が活躍できる風土づくりに

取り組んでいます。2023年度においては、育児による短時間勤務制度の対象者を拡大する制度改正や、企業主導型

保育所紹介サービスや介護相談サービスの導入などで、育児や介護と仕事の両立支援を進めました。

さらに、シニア世代の社員が身に着けた高い技能・技術、豊富な経験・人脈などを次世代につなげていくことが

企業の継続的発展には必要不可欠です。当社のキャッチコピー“100年変わらぬ志 丁寧に、誠実に、あなたの未来

のために”は、先人の築き上げた信頼の軌跡であり後輩に託すべき思いであります。シニア世代がやりがいを持っ

て働き続けることができるよう、定年後の働き方を見直し、新たな制度の再構築に着手しています。

指標 2023年度実績 目標

新卒採用の女性比率 53.4% 50%水準を維持

管理職候補(課長代理)の女性比率 14.6% 2028年度までに40%以上

女性管理職比率 1.5% 2028年度までに5%以上

男性の育児休業等取得率※１ 61.5% 100%

※１．育児休業等取得率には、育児目的休暇を含みます。

④ エンゲージメントの向上

生産性、顧客満足度及び従業員満足度の向上を図る取り組みとして、ＭＳＴ(Marusan Small Teams)活動を推進し

ています。ＭＳＴ活動は、社員が部署横断的に小集団を結成し、各種課題を研究・討議し解決を目指す活動です。

ＭＳＴ活動を通じて社員の一人ひとりが経営に積極的に参加していくことでエンゲージメントと企業価値の向上を

目指しています。

また、2024年５月からは、エンゲージメントサーベイによる組織課題の可視化と改善に着手しています。社員の

エンゲージメントを定点観測し、人材育成及び社内環境整備の方向性と成果を都度モニタリングしていくことで、

社員が「働きがい」や「働きやすさ」を感じられる施策の整備などに活用していきます。

指標 2023年度実績 目標

エンゲージメントサーベイの回答率 ― 100%

⑤ 健康経営の推進

人材育成の仕組みを補完し組織を一層活性化させていくために、社員の安全衛生、職場環境の改善及び健康の保

持増進に継続的に取り組んでいます。2023年度より、東京証券業健康保険組合のサポートを受けて、企業全体で健

康づくりに取り組む「健康企業宣言®」へ参加しています。

指標 2023年度実績 目標

有給休暇取得率 60.8% 2028年度までに80%

一人当たり年間総労働時間 1,979時間 1,920時間
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３ 【事業等のリスク】

有価証券報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、経営者が当社グループの財政状態、経

営成績及びキャッシュ・フローの状況に重要な影響を与える可能性があると認識している主要なリスクには、以下の

ようなものがあります。なお、当該リスクが顕在化する可能性の程度や時期、当該リスクが顕在化した場合に当社グ

ループの経営成績等に与える影響につきましては、合理的に予見することは困難であるため記載しておりません。

文中の将来に関する事項は、有価証券報告書提出日現在において、当社グループが判断したものであります。

(1) 株式市場の変動から受ける影響について

当社グループの営業収益のうち株式委託手数料が占める割合は、当連結会計年度36.5％(前連結会計年度28.4

％)となっております。このため当社グループの業績は、株式市場の変動により大きな影響を受ける可能性があり

ます。

このような状況に対応するため、「１ 経営方針、経営環境及び対処すべき課題等」に記載のとおり、売買手数

料依存の収益構造から脱し、残高連動報酬をベースにした収益構造を確立することを目指しております。

(2) 市場リスクについて

市場リスクとは、株価、金利、為替、その他の変動により発生する潜在的なリスクであります。当社グループ

の営業収益のうちトレーディング損益が占める割合は、当連結会計年度0.2％（同0.4％）となっております。当

社グループのトレーディング業務には市場リスクが存在しており、急激な相場変動により損失を被る可能性があ

ります。

市場リスクの回避に努めるため、社内規程に基づき、市場リスクを毎営業日計測して、市場リスクが予め定め

た枠に収まっていることを確認し、内部管理統括責任者に報告する体制を整備しております。

(3) システムリスクについて

システムリスクとは、インターネット取引システムや業務上使用するコンピュータシステムの障害等の発生に

伴い、損失を被るリスクであります。障害の規模によっては、当社の経営成績等に大きな影響を及ぼす可能性が

あります。

システムリスクを低減するため、当社は外部ベンダーに委託する基幹システムのバックアップセンターを地域

的に離れた場所に設け、基幹システムのデータセンターに障害が生じても、バックアップセンターを使用して業

務を継続できるよう体制を整備しております。

(4) 情報漏洩に関するリスクについて

情報漏洩に関するリスクとは、役職員等の人為的ミスや事故、サイバー攻撃等外部からの不正アクセス等によ

り、会社保有情報のうち、公知を除くものが漏洩又は漏洩の疑いがあると判明した場合に被るリスクでありま

す。万一会社保有情報が漏洩又は漏洩の疑いがあると判明した場合には、当社の経営成績等に大きな影響を及ぼ

す可能性があります。

情報漏洩に関するリスクを低減するため、当社は「セキュリティポリシー」並びに社内規程を整備し、社内シ

ステムの技術的サイバーセキュリティ対策、外部委託先のセキュリティ対策の管理を行うことで、会社保有情報

における情報セキュリティの確保に努めております。また、当社は、社内教育・啓発を図り、情報セキュリティ

に関する高い意識を養っております。
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(5) 法務・コンプライアンスに関するリスクについて

法務・コンプライアンスに関するリスクとは、各種取引及び業務執行において、法令違反や契約違反に伴う罰

則適用や損害賠償等により損失を被るリスク、ステークホルダーの期待に反する行為等で社会的信用を失墜する

リスクであります。万一リスクが顕在化した場合には、当社の経営成績等に大きな影響を及ぼす可能性がありま

す。

法務・コンプライアンスに関するリスクを低減するため、当社は「コンプライアンス原則」をはじめとする社

内規程を整備し、法務・コンプライアンスについて社内教育・啓発を図るとともに、顧問弁護士と連携した法的

対応等の体制を整備しております。

(6) 事務リスクについて

事務リスクとは、役職員の過失又は事故等により事務処理が正確に執行されなかったことにより損失を被るリ

スクであります。万一重大な事務処理の誤りが発生した場合には、当社の経営成績等に大きな影響を及ぼす可能

性があります。

事務リスクを低減するため、社内規程等の整備、事務処理状況の点検、事務指導等によって、事務の正確な執

行に努めております。

(7) 気候変動リスクについて

気候変動リスクとは、異常気象によって引き起こされる自然災害等により物理的な損害を被るリスク(物理的リ

スク)や、気候変動に対処するための移行に伴う規制強化や市場変化等に起因するリスク(移行リスク)でありま

す。これらの変化に対応できない場合には、当社の経営成績等に大きな影響を及ぼす可能性があります。

気候変動等が事業に与える影響について審議検討を担うワーキンググループとして、代表取締役社長が委員長

を務める危機管理委員会下にサステナビリティワーキンググループを設置し、気候変動によるリスク・機会の特

定及び影響の評価、それを踏まえた方針や事業計画を含めた企業戦略の企画立案・推進を行います。

気候変動課題への対応の詳細は、「２ サステナビリティに関する考え方及び取組」に記載しております。

４ 【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

当連結会計年度における当社グループの財政状態、経営成績及びキャッシュ・フロー（以下「経営成績等」とい

う。）の状況の概要並びに経営者の視点による当社グループの経営成績等の状況に関する認識及び分析・検討内容

は次のとおりであります。

なお、文中の将来に関する事項は、当連結会計年度末現在において当社グループが判断したものであります。

(1) 経営成績の状況

当連結会計年度のわが国経済は、新型コロナウイルス感染症の位置づけが５類感染症となり経済活動の正常化が

進展したことを受け、雇用・所得環境の改善が続き、個人消費も回復基調となりました。また、企業の設備投資も

脱炭素化、デジタル化の推進などを背景に持ち直しの動きが続きました。一方、国内の生産活動は、部品不足の解

消が進んだ自動車産業などで局地的な回復があったものの、海外景気の下振れを背景に全体としては伸び悩む状況

が続きました。

このような環境の下、当社グループの業績は、株式委託手数料、投資信託の募集手数料及び信託報酬の増収によ

り、連結経常利益は41億87百万円（前連結会計年度比391.4％の増益）となりました。

当連結会計年度の経営成績の詳細は、「第５ 経理の状況 １ 連結財務諸表等 (１)連結財務諸表 ②連結損益計

算書及び連結包括利益計算書 連結損益計算書」に記載しております。
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（株式部門）

当連結会計年度の株式市場では、日本企業の資本効率改善などに対する期待の高まりから、日経平均株価は４月

から６月にかけて大幅に上昇しました。その後、７月から12月にかけては、米金融引き締めの長期化懸念や日銀の

政策修正観測が重荷となり保ち合い相場が継続しましたが、半導体関連などのハイテク銘柄を牽引役に１月以降は

再び上昇基調に転じました。また、為替が円安基調で推移したことも追い風となり、日経平均株価は２月に史上最

高値を34年ぶりに更新。３月に入り上値を切り上げ、４万円の大台で期末を迎えました。

このような環境の下、車載向けマイコンや顧客の要望に沿ったカスタム半導体といった特定領域に強みを持つ半

導体メーカーや、生成ＡＩの急速な普及で成長期待が高まっている半導体製造装置・材料メーカーなどの半導体関

連銘柄を中核に、メガバンクや総合商社、鉄鋼大手、自動車大手などの好配当利回り銘柄、サプライチェーン再構

築や省人化などを目的とした設備投資の回復・拡大を追い風とする工場自動化・ロボット関連銘柄、デジタル技術

やデータ活用を通じた事業変革を支援するＤＸ関連銘柄などの選別及び情報提供に注力しました。

引受業務につきましては、新規上場を目指す企業へのマーケティング、情報提供及び関係構築に注力するととも

に、当社の独自性や強みを訴求することにより、新規上場企業20社の株式引受けを行いました。

以上の結果、株式受入手数料は68億７百万円（前連結会計年度比59.4％の増収）となりました。

株式受入手数料の詳細は、「第４ 提出会社の状況 ５ 業務の状況 (１)受入手数料の内訳」に記載しておりま

す。

（債券部門）

当連結会計年度の債券市場におきましては、期初0.340％で始まった長期金利（新発10年物国債利回り）は、欧米

の中央銀行の金融引き締め長期化姿勢に加え、国内物価と賃金の上昇を受けて日銀が長期金利の許容変動幅を拡大

したことから、11月初旬に0.970％まで上昇しました。その後、欧米の中央銀行が景気減速やインフレ鎮静化により

利下げに転じる観測が強まり0.550％まで低下したものの、日銀が賃金と物価の好循環を確認したと判断しマイナス

金利政策とイールドカーブ・コントロール政策を終了したことから、当連結会計年度末は0.725％となりました。

このような環境の下、債券の募集・売出しの取扱高は277億円（前連結会計年度比3.3％の減少）となり、債券受

入手数料収入は80百万円（同14.1％の減収）となりました。また、債券価格の下落による売買の手控えなどを受け、

債券等トレーディング損益は８百万円（同5.4％の減益）となりました。

債券受入手数料及び債券等トレーディング損益の詳細は、「第４ 提出会社の状況 ５ 業務の状況 (１)受入手数

料の内訳、及び (２)トレーディング損益の内訳」に記載しております。

（投資信託部門）

投資信託部門は比較的高いインカムを獲得可能なバランス型ファンドのほか、国内株式に投資するファンドを中

心に販売し、残高の増加に努めました。

具体的には米ドル建ての多様な資産に分散投資するバランス型ファンド「ＮＷＱフレキシブル・インカムファン

ド」、中長期的な利益成長が期待される日本のオーナー企業に投資する「ジパング・オーナー企業株式ファンド」、

優れた経営効率と利益成長力を有し、株価の上昇が期待される銘柄に厳選して投資する「ニッセイＪＰＸ日経400ア

クティブファンド」などの販売に注力しました。

また、重要情報シートや「投信ＮＡＶＩ(投信分析・販売支援ツール)」、資産運用シミュレーションツールを積

極的に活用することで、分かり易い説明やお客様の保有ファンドのフォローに努めました。その他にもポートフォ

リオ分析、お客様のニーズに沿ったご提案などのサービス向上による販売促進に取り組みました。

そうしたなか、株式投資信託の募集取扱高は1,835億円(前連結会計年度比15.7％の増加)となり、募集手数料は47

億35百万円(同10.9％の増収)となりました。また、３月末の株式投資信託残高は１兆395億円(同26.8％の増加)とな

り、これに伴う株式投資信託の期中平均残高の増加により、信託報酬も66億30百万円(同12.6％の増収)となりまし

た。
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（損益の状況）

以上の結果、当連結会計年度の当社グループの連結業績は、営業収益が186億８百万円（前連結会計年度比24.6％

の増収）となりました。営業利益は36億94百万円（同872.5％の増益）、経常利益は41億87百万円（同391.4％の増

益）、親会社株主に帰属する当期純利益は29億25百万円（同275.9％の増益）となりました。

当社単体の業績は、営業収益が186億８百万円（前事業年度比24.6％の増収）、経常利益が41億94百万円（同

397.6％の増益）、当期純利益が29億92百万円（同287.2％の増益）となりました。

連結業績の詳細は「第５ 経理の状況 １ 連結財務諸表等 (１)連結財務諸表 ②連結損益計算書及び連結包括利

益計算書 連結損益計算書」に、単体業績の詳細は「第５ 経理の状況 ２ 財務諸表等 (１)財務諸表 ②損益計算

書」に、それぞれ記載しております。

(2) 財政状態の状況

当連結会計年度末の資産合計は、前連結会計年度末に比べ164億74百万円増加し840億75百万円となりました。主

な要因は、現金・預金が53億90百万円、保有する有価証券の値上がりなどにより投資有価証券が73億88百万円増加

したことなどによるものです。

負債合計は、前連結会計年度末に比べ100億35百万円増加し315億50百万円となりました。主な要因は、預り金が

63億10百万円、繰延税金負債が22億50百万円増加したことなどによるものです。

純資産合計は、前連結会計年度末に比べ64億38百万円増加し525億24百万円となりました。主な要因は、配当金21

億１百万円の支払いにより減少した一方で、親会社株主に帰属する当期純利益29億25百万円を計上したことや、そ

の他有価証券評価差額金が50億59百万円増加したことなどによるものです。

連結財政状態の詳細は、「第５ 経理の状況 １ 連結財務諸表等 (１)連結財務諸表 ①連結貸借対照表」に記載

しております。

(3) キャッシュ・フローの状況

営業活動によるキャッシュ・フローは、預り金の増加などによる資金の増加と信用取引資産の増加や顧客分別金

信託の増加などによる資金の減少との差し引きにより、75億57百万円の資金の増加（前連結会計年度は109億94百万

円の資金の増加）となりました。

投資活動によるキャッシュ・フローは、固定資産の取得による支出などにより、７億34百万円の資金の減少（同

46億３百万円の資金の減少）となりました。

財務活動によるキャッシュ・フローは、配当金の支払などにより、18億86百万円の資金の減少（同15億61百万円

の資金の減少）となりました。

その結果、当連結会計年度末における現金及び現金同等物は、前連結会計年度末比53億90百万円増加し、363億68

百万円となりました。

連結キャッシュ・フローの詳細は、「第５ 経理の状況 １ 連結財務諸表等 (１)連結財務諸表 ④連結キャッシ

ュ・フロー計算書」に記載しております。

当社グループの主たる事業は有価証券の売買等の金融商品取引業であり、資金需要の主なものには、信用取引貸

付金等の顧客の資金運用ニーズに対応するための資金などがあります。このような資金ニーズに対応するための経

常的な資金調達については、自己資金を中心に対応することとしております。金融商品取引業者として顧客の様々

な取引需要に対応するためには、常に一定程度の資金を保有しておくことが必要と考えております。当連結会計年

度末の現金・預金残高は363億68百万円であり、これらの資金需要に対応可能な水準を確保しております。
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(4) 重要な会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定

当社グループの連結財務諸表は、わが国において一般に公正妥当と認められる会計基準に基づき作成しておりま

す。この連結財務諸表を作成するに当たって、当連結会計年度の財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状

況に影響を及ぼす見積り及び仮定を用いておりますが、これらの見積り及び仮定に基づく数値は実際の結果と異な

る可能性があります。

当連結会計年度末の繰延税金資産の回収可能性及び固定資産の減損に関する会計上の見積りに用いた仮定は「第

５ 経理の状況 １ 連結財務諸表等 （１）連結財務諸表 注記事項 （重要な会計上の見積り）」に記載のとおり

であります。

(5) 経営上の目標の達成状況を判断するための客観的な指標等

当社グループは2024年４月26日に「中期経営計画」を公表し、2024年度より取り組んでおります。中期経営計画

における2028年度までに達成を目指す数値目標は、株式投資信託の預り資産純増額3,000億円、当社が推奨する日本

株の個別銘柄の預り資産純増額1,000億円、ROE８％以上、信託報酬による販売費・一般管理費カバー率55％です。

中期経営計画の概要

５ 【経営上の重要な契約等】

該当事項はありません。

６ 【研究開発活動】

該当事項はありません。
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第３ 【設備の状況】

１ 【設備投資等の概要】

当連結会計年度は、顧客情報管理システムの更新、システム障害などに備えた代替インターネット回線の新規敷

設などのシステム投資に加え、営業店舗の改装や設備更新に努め、471百万円の投資を行いました。なお、当該設備

投資額には、有形固定資産のほか、無形固定資産・長期前払費用への投資額を含めております。

２ 【主要な設備の状況】

(1) 提出会社

2024年３月31日現在

事業所名
(所在地)

設備の内容

帳簿価額(百万円)
従業員数
(名)

(注)１
建物 器具備品

土地
(面積㎡)

合計

本店
(東京都千代田区)

本社機能
営業店舗

57 293 ― 351 320 賃借

会津支店
(福島県会津若松市)

営業店舗 6 1 ― 8 30 賃借

新潟支店
(新潟市中央区)

営業店舗 6 0 ― 7 24 賃借

上越支店
(新潟県上越市)

営業店舗 92 7
48

(570)
148 30

日光支店
(栃木県日光市)

営業店舗 145 2
51

(847)
200 24

太田支店
(群馬県太田市)

営業店舗 7 0 ― 8 27 賃借

伊勢崎支店
(群馬県伊勢崎市) (注)２

営業店舗 5 2 ― 7 38 賃借

館林支店
(群馬県館林市) (注)２

営業店舗 5 1 ― 7 34 賃借

沼田支店
(群馬県沼田市)

営業店舗 13 1 ― 15 23 賃借

秩父支店
(埼玉県秩父市) (注)２

営業店舗 13 0 ― 14 30 賃借

千葉支店
(千葉市中央区)

営業店舗 2 1 ― 4 21 賃借

野田支店
(千葉県野田市)

営業店舗 108 0
24

(576)
133 21

新宿支店
(東京都渋谷区)

営業店舗 11 1 ― 12 31 賃借

池袋支店
(東京都豊島区)

営業店舗 26 10 ― 36 24 賃借

大泉学園営業所
(東京都練馬区)

営業店舗 ― ― ― ― 11 賃借

日本橋支店
(東京都中央区)

営業店舗 20 1 ― 21 19 賃借

二子玉川支店
(東京都世田谷区)

営業店舗 1 0 ― 2 29 賃借

日吉営業所
(横浜市港北区)

営業店舗 ― ― ― ― 11 賃借

横浜支店
(横浜市中区)

営業店舗 15 4 ― 19 31 賃借

名古屋支店
(名古屋市中区) (注)２

営業店舗 5 2
281
(343)

290 45 賃借

一宮支店
(愛知県一宮市)

営業店舗 10 2 ― 12 35 賃借

京都支店
(京都市下京区)

営業店舗 16 4 ― 21 20 賃借

大阪支店
(大阪市中央区)

営業店舗 2 1 ― 4 50 賃借

川西支店
(兵庫県川西市)

営業店舗 6 2 ― 8 29 賃借
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事業所名
(所在地)

設備の内容

帳簿価額(百万円)
従業員数
(名)

(注)１
建物 器具備品

土地
(面積㎡)

合計

岡山支店
(岡山市北区) (注)２

営業店舗 6 1 ― 7 32 賃借

広島支店
(広島市中区)

営業店舗 6 4 ― 11 29 賃借

呉支店
(広島県呉市)

営業店舗 3 1 ― 4 28 賃借

北九州支店
(北九州市小倉北区)

営業店舗 16 1 ― 17 28 賃借

福岡支店
(福岡市中央区)

営業店舗 21 2 ― 24 38 賃借

その他
(長野県上水内郡信濃町)

その他 ― ―
31

31 ―
(25,040)

(注) １．賃借物件の場合、建物の帳簿価額は造作費を計上しております。

２．丸三ファイナンス株式会社より店舗を賃借しております。

３．当社の報告セグメントは、「投資・金融サービス業」のみであります。

(2) 国内子会社

2024年３月31日現在

会社名
事業所名
(所在地)

設備の
内容

帳簿価額(百万円) 従業
員数
(名)建物 器具備品

土地
(面積㎡)

合計

丸三ファイナンス
株式会社 (注)１

伊勢崎ビル
(群馬県伊勢崎市)

賃貸物件 18 ―
28

(349)
47 ― 賃貸

丸三ファイナンス
株式会社 (注)１

館林ビル
(群馬県館林市)

賃貸物件 24 ―
49

(503)
74 ― 賃貸

丸三ファイナンス
株式会社 (注)１

秩父ビル
(埼玉県秩父市)

賃貸物件 7 ―
43

(413)
51 ― 賃貸

丸三ファイナンス
株式会社 (注)１、２

名古屋ビル
(名古屋市中区)

賃貸物件
179
＜63＞

0
＜0＞

―
179
＜63＞

― 賃貸

丸三ファイナンス
株式会社 (注)１

岡山ビル
(岡山市北区)

賃貸物件 16 ―
724
(359)

741 ― 賃貸

(注) １．丸三証券株式会社へ賃貸しております。

２．＜内書＞は、連結会社以外への賃貸設備であります。

３．当社グループの報告セグメントは、「投資・金融サービス業」のみであります。

３ 【設備の新設、除却等の計画】

(1) 重要な設備の新設等

該当事項はありません。

(2) 重要な設備の除却等

該当事項はありません。
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第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 300,000,000

計 300,000,000

② 【発行済株式】

種類
事業年度末現在
発行数(株)

(2024年３月31日)

提出日現在
発行数(株)

(2024年６月24日)

上場金融商品取引所名又は
登録認可金融商品取引業協会名

内容

普通株式 67,398,262 67,398,262
東京証券取引所
プライム市場

単元株式数は100株
であります。

計 67,398,262 67,398,262 ― ―

(2) 【新株予約権等の状況】

① 【ストックオプション制度の内容】

ストックオプション制度の内容は「第５ 経理の状況 １ 連結財務諸表等 （１）連結財務諸表 注記事項

（ストック・オプション等関係）」に記載しております。

② 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

③ 【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
(千株)

発行済株式
総数残高
(千株)

資本金増減額
(百万円)

資本金残高
(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高

(百万円)

2013年９月27日 (注) △2,000 67,398 ― 10,000 ― ―

(注) 自己株式の消却による減少であります。
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(5) 【所有者別状況】

2024年３月31日現在

区分

株式の状況(１単元の株式数100株)
単元未満
株式の状況

(株)
政府及び
地方公共
団体

金融機関
金融商品
取引業者

その他の
法人

外国法人等
個人
その他

計
個人以外 個人

株主数
(人)

― 19 27 320 70 74 61,737 62,247 ―

所有株式数
(単元)

― 183,697 9,287 75,407 46,888 252 357,563 673,094 88,862

所有株式数
の割合(％)

― 27.29 1.38 11.20 6.97 0.04 53.12 100.00 ―

(注) １．自己株式1,443,280株は「個人その他」に14,432単元、「単元未満株式の状況」に80株含まれております。

２．上記「その他の法人」及び「単元未満株式の状況」には、株式会社証券保管振替機構名義の株式が、それぞ

れ37単元及び25株含まれております。

(6) 【大株主の状況】

2024年３月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式(自己株
式を除く。)の

総数に対する所有
株式数の割合(％)

日本マスタートラスト信託銀行
株式会社（信託口）

東京都港区赤坂１丁目８番１号
赤坂インターシティＡＩＲ

7,291 11.06

日本生命保険相互会社
(常任代理人 日本マスタートラスト
信託銀行株式会社)

東京都千代田区丸の内１丁目６番６号
日本生命証券管理部内
(東京都港区赤坂１丁目８番１号
赤坂インターシティＡＩＲ)

5,230 7.93

公益財団法人長尾自然環境財団 東京都墨田区緑４丁目20番９号 4,746 7.20

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社
(常任代理人 日本マスタートラスト
信託銀行株式会社)

東京都千代田区丸の内１丁目４番５号
(東京都港区赤坂１丁目８番１号
赤坂インターシティＡＩＲ)

1,683 2.55

株式会社日本カストディ銀行（信託口） 東京都中央区晴海１丁目８番12号 1,589 2.41

株式会社日本カストディ銀行（信託口４） 東京都中央区晴海１丁目８番12号 1,001 1.52

株式会社みずほ銀行
(常任代理人 株式会社日本カストディ
銀行)

東京都千代田区大手町１丁目５番５号
(東京都中央区晴海１丁目８番12号)

940 1.43

長尾 愛一郎 東京都大田区 902 1.37

JP MORGAN CHASE BANK 385781
(常任代理人 株式会社みずほ銀行
決済営業部)

25 BANK STREET, CANARY WHARF,
LONDON, E14 5JP, UNITED KINGDOM
(東京都港区港南２丁目15番１号
品川インターシティＡ棟)

732 1.11

SSBTC CLIENT OMNIBUS ACCOUNT
(常任代理人 香港上海銀行東京支店
カストディ業務部)

ONE CONGRESS STREET, SUITE 1,
BOSTON, MASSACHUSETTS
(東京都中央区日本橋３丁目11番１号)

523 0.79

計 ― 24,640 37.36

(注)１．上記のほか当社所有の自己株式1,443,280株があります。
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２．2024年３月22日付で公衆の縦覧に供されている大量保有報告書の変更報告書において、三井住友トラスト・ア

セットマネジメント株式会社及びその共同保有者である日興アセットマネジメント株式会社が2024年３月15日

現在で以下の株式を所有している旨が記載されているものの、当社として2024年３月31日現在における実質所

有株式数の確認ができませんので、上記大株主の状況には含めておりません。なお、その変更報告書の内容は

以下のとおりであります。

氏名又は名称 住所
保有株券等の数

(千株)
株券等保有割合

(％)

三井住友トラスト・アセットマネジメ
ント株式会社

東京都港区芝公園一丁目１番１号 2,481 3.68

日興アセットマネジメント株式会社 東京都港区赤坂九丁目７番１号 941 1.40

(7) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

2024年３月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)
普通株式 1,443,200

― ―

完全議決権株式(その他) 普通株式 65,866,200 658,662 ―

単元未満株式 普通株式 88,862 ― ―

発行済株式総数 67,398,262 ― ―

総株主の議決権 ― 658,662 ―

(注) １．「単元未満株式」には、当社所有の自己株式80株が含まれております。

２．「完全議決権株式(その他)」及び「単元未満株式」の普通株式には、株式会社証券保管振替機構名義の株式

が、それぞれ3,700株(議決権37個)及び25株含まれております。

② 【自己株式等】

2024年３月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数

(株)

他人名義
所有株式数

(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

(自己保有株式)
丸三証券株式会社

東京都千代田区麹町三丁目３番６ 1,443,200 ― 1,443,200 2.14

計 ― 1,443,200 ― 1,443,200 2.14
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２ 【自己株式の取得等の状況】

【株式の種類等】 会社法第155条第７号による普通株式の取得

(1) 【株主総会決議による取得の状況】

該当事項はありません。

(2) 【取締役会決議による取得の状況】

該当事項はありません。

(3) 【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】

区分 株式数(株) 価額の総額(円)

当事業年度における取得自己株式 1,089 701,029

当期間における取得自己株式 244 252,936

(注) 当期間における取得自己株式には、2024年６月１日から有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買取りに

よる株式数は含めておりません。

(4) 【取得自己株式の処理状況及び保有状況】

区分

当事業年度 当期間

株式数(株) 処分価額の総額
(円)

株式数(株) 処分価額の総額
(円)

引き受ける者の募集を行った
取得自己株式

― ― ― ―

消却の処分を行った取得自己株式 ― ― ― ―

合併、株式交換、株式交付、会社分割
に係る移転を行った取得自己株式

― ― ― ―

その他
(単元未満株式の売渡請求)

(新株予約権の権利行使)

134

433,000

69,372

224,171,247

―

39,000

―

20,194,741

保有自己株式数 1,443,280 ― 1,404,524 ―

(注) 当期間における保有自己株式数には、2024年６月１日から有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買取り、

売渡し及び新株予約権の権利行使による株式数は含めておりません。
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３ 【配当政策】

当社は普通配当につきまして、内部留保を充実させることにより企業体質の強化を図りつつ、安定的な利益還元を

行うことを基本方針としております。また、好況期には安定的なものを意識しつつも、毎期の業績変化をより反映し

たものとする所存であります。配当性向につきましては、連結当期純利益（親会社株主に帰属する当期純利益）を基

準に、連結配当性向50％以上の配当を行う方針です。

また、2023年９月15日に公表しましたとおり、当社は2024年３月期中間配当以降2028年３月期期末配当まで、普通

配当に加えて、以下のとおり特別配当を継続実施致します。

１株当たり特別配当金

中間配当 期末配当 年間配当計

2024年３月期 15円00銭 15円00銭 30円00銭

2025年３月期 15円00銭 15円00銭 30円00銭

2026年３月期 15円00銭 15円00銭 30円00銭

2027年３月期 10円00銭 10円00銭 20円00銭

2028年３月期 5円00銭 5円00銭 10円00銭

（注）期末配当は、各期終了後に開催される定時株主総会での決議を条件と致します。

当連結会計年度は１株当たり25円の中間配当を実施しました。期末配当については、１株当たり35円の実施を、

2024年６月開催の当社第104期定時株主総会に付議し、可決・承認されました。

また、当社の剰余金の配当につきましては、中間配当及び期末配当の年２回を基本としております。なお、当社は

会社法第454条第５項の規定に基づき、取締役会の決議により中間配当を行うことができる旨を定款に定めておりま

す。配当の決定機関は、中間配当につきましては取締役会、期末配当につきましては株主総会であります。

(注) 基準日が当事業年度に属する剰余金の配当は、以下のとおりであります。

決議年月日
配当金の総額
(百万円)

１株当たり配当額
(円)

2023年10月30日 取締役会決議 1,642 25

2024年６月21日 定時株主総会決議 2,308 35
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４ 【コーポレート・ガバナンスの状況等】

(1) 【コーポレート・ガバナンスの概要】

① コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方

当社は、証券業を通じて社会に貢献することを念頭に、株主、お客様、従業員、社会という関連する当事者全

ての利益を尊重しつつ、公正、透明に利潤を上げ、企業価値の向上を図っていくことを最重要課題として位置付

けております。

そのため、持続的な成長を支える必要な環境の整備を行いつつ、経営の意思決定機関である取締役会の活性化

を図ってまいりました。

さらに経営の透明性を高めるべく、社外取締役、社外監査役を選任し、意思決定の透明性の確保と監視機能の

強化に努めております。

② 企業統治の体制の概要

当社は2003年６月より執行役員制度を導入し、全社的な意思決定に関与する者を取締役とし、担当部門の業務

執行に責任を負う者を執行役員とすることにより、取締役数を15名から７名に減少させ、意思決定の迅速化を図

りました。

同時に、証券業に精通した常勤の社外取締役１名を選任し、取締役会の意思決定の透明性の確保と監視機能の

強化を図りました。以後、社外取締役を段階的に増員し、提出日現在では、取締役７名のうち４名が社外取締役

となっており、取締役会議長を社外取締役が務めております。

また、取締役会の活性化を図るため、2016年６月からは取締役の任期を２年から１年に短縮しております。

当社は監査役会設置会社であり、社外監査役２名を含む４名の監査役が取締役の職務執行の監査を行っており

ます。また、当社は監査役の監査機能の強化のため、監査役と内部監査部との連携強化を図っております。さら

に2010年３月から、社外取締役、監査役、監理本部担当役員の連携を目的とした業務連絡会を設置しておりま

す。

会計監査につきましては、有限責任監査法人トーマツとの間で会社法監査及び金融商品取引法監査についての

監査契約を締結しております。

なお、提出日現在、当社は社外取締役４名と社外監査役２名を、株式会社東京証券取引所の定める一般株主と

利益相反の生ずるおそれのない「独立役員」として、株式会社東京証券取引所に届け出ております。

2019年６月には、代表取締役の選解任、及びその判断基準等に関し、より一層の透明性を確保するため、任意

の委員会として新たに指名委員会を設置しました。また、取締役の報酬と執行役員の報酬の決定プロセスに、よ

り一層の客観性と透明性を確保するため、2004年６月に設置した任意の報酬委員会を、任意の取締役報酬委員会

と執行役員報酬委員会に改組しました。

企業統治に関わる会議体等は下記のとおりであります。

（企業統治の体制）

イ 取締役会

取締役会は経営の意思決定機関として法令又は定款に定める事項を決議するとともに、経営の基本方針及び

経営上の重要な事項を決定し、経営全般の統括を行っております。取締役会の議長は社外取締役 正田郁夫が

務めており、構成員は次表の７名です。

ロ 経営会議

経営会議(月１回開催)は、経営の意思決定のための協議機関であり、経営の基本方針、経営管理の執行方針、

取締役会に付議すべき事項等を審議しております。経営会議の議長は代表取締役社長 菊地稔が務めており、

構成員は次表の19名です。

ハ 執行役員会

執行役員会(月１回開催)は、執行役員が担当する部門の業務執行状況を報告しております。なお、執行役員

(12名)は、会社の方針・戦略に基づき担当部門の責任者として、業務執行にあたっております。執行役員会の

議長は代表取締役社長 菊地稔が務めており、構成員は次表の22名です。
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ニ 監査役会

当社は監査役会設置会社であり、２名の社外監査役を含む４名の監査役で監査役会を構成しております。監

査役会は監査役会規程、監査役監査基準及び監査方針を定め、毎年、監査計画を策定するほか、法令諸規則に

定める必要な決議を行っております。

各監査役は監査計画に沿って業務を分担して監査手続きを実施しており、監査の結果は月次の監査役会で共

有しております。監査役会の議長は監査役 山崎昇が務めており、構成員は次表の４名です。

ホ 指名委員会

当社は任意の委員会として、指名委員会を設置しております。指名委員会は、取締役会の諮問に基づき、代

表取締役の選解任、及びその判断基準等に関し審議し、回答します。

指名委員会の委員及び委員長は、独立社外取締役が過半数を占める取締役会の決議により、社外取締役の中

から選任しております。委員長は社外取締役 正田郁夫が務めており、委員は次表の４名です。

ヘ 取締役報酬委員会

当社は任意の委員会として、取締役報酬委員会を設置しております。取締役報酬委員会は、取締役会の委任

に基づき、業務執行取締役の固定報酬と賞与の額及び社外取締役の固定報酬の額を決定します。ただし、全取

締役の報酬の総額は、株主総会で決議された金額の範囲内としております。また、取締役報酬委員会は、取締

役会の諮問に基づき、報酬の設計方針等に関し審議し、回答します。

取締役報酬委員会の委員及び委員長は、独立社外取締役が過半数を占める取締役会の決議により、社外取締

役の中から選任しております。委員長は社外取締役 正田郁夫が務めており、委員は次表の４名です。

ト 執行役員報酬委員会

当社は任意の委員会として、執行役員報酬委員会を設置しております。執行役員報酬委員会は、執行役員の

固定報酬及び賞与に係る考課を決定し、取締役会に報告します。

執行役員報酬委員会の委員及び委員長は、独立社外取締役が過半数を占める取締役会の決議により、社外取

締役と代表取締役の中から選任しております。ただし、委員長は原則として社外取締役から選任しておりま

す。委員長は社外取締役 正田郁夫が務めており、委員は次表の３名です。
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機関ごとの構成員は次のとおりであります（◎は議長又は委員長、□は出席者を表しております）。

役職名 氏名 取締役会 経営会議
執行
役員会

監査役会
指名
委員会

取締役
報 酬
委員会

執行役員
報 酬
委員会

代表取締役社長 菊地 稔 ○ ◎ ◎ ○

代表取締役
専務取締役

服部 誠 ○ ○ ○ ○

社外取締役 今里 栄作 ○ ○ ○ ○ ○

社外取締役 植原 惠子 ○ ○ ○ ○ ○

社外取締役
（常勤）

正田 郁夫 ◎ ○ ○ ◎ ◎ ◎

社外取締役 濵田 豊作 ○ ○ ○ ○ ○

取締役執行役員 建壁 德明 ○ ○ ○

監査役
（常勤）

山崎 昇 □ ○ ○ ◎

社外監査役
（常勤）

清水 昭男 □ ○ ○ ○

社外監査役
（常勤）

根岸 和弘 □ ○ ○ ○

監査役 太田 泰司 □ ○ ○ ○

常務執行役員 柏原 延行 ○ ○

常務執行役員 武田 浩 ○ ○

常務執行役員 山﨑 弘義 ○ ○

執行役員 片野 健児 ○

執行役員 戸谷 清隆 ○ ○

執行役員 松井 豊 ○ ○

執行役員 牧野 郁雄 ○ ○

執行役員 北山 信次 ○

執行役員 吉岡 一哉 ○ ○

執行役員 青木 真嗣 ○

執行役員 木村 淳一 ○ ○
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(業務執行・監督のしくみ)

③ 現状の体制を採用する理由

当社はコーポレート・ガバナンス体制強化の観点から、イ．2003年６月から、社外取締役１名の選任を行い、

その後段階的に増員し、提出日現在では、取締役７名のうち４名が社外取締役であります。ロ．社外取締役、監

査役が取締役会、経営会議、執行役員会をはじめ社内の重要な会議に出席し、社外取締役は経営のモニタリング

を、監査役は取締役の職務の執行を監査する、ハ．監査役と内部監査部との緊密な連携を図る等により、業務執

行の監視体制の実効性を高め、ガバナンス体制の強化に努めてまいりました。

また、社外取締役、監査役、監理本部担当役員の連携を目的とした業務連絡会を設置することにより、ガバナ

ンス体制の一層の強化を図っております。

④ 責任限定契約の内容の概要

当社と各社外取締役及び各監査役は、会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第423条第１項の損害賠償責

任を限定する契約を締結しております。なお、当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、法令が規定する額と

しております。

⑤ 役員等賠償責任保険契約の内容の概要

当社は、会社法第430条の３第１項に規定する役員等賠償責任保険契約を保険会社との間で締結しており、被保

険者が、業務の遂行に起因して損害賠償請求をなされた場合に、被保険者個人が被る損害（法律上の損害賠償金

及び争訟費用）及び会社に生じる一定の費用（事実関係調査のための費用、公告費用等）を填補することとして

おります。ただし、法令に違反することを被保険者が認識しながら行った行為に起因する損害等は補償対象外と

することにより、役員等の職務の執行の適正性が損なわれないように措置を講じております。

当該保険契約の被保険者は、当社のすべての取締役、監査役、執行役員及びその他会社法上の重要な使用人で

あり、保険期間中に新たに選任された役員等及び既に退任している役員等、並びに役員等が死亡した場合にはそ

の相続人等も含みます。

また、保険料は、約10％を被保険者が負担しており、残りの約90％を当社が負担しております。

（注）当事業年度中において、被保険者にその他会社法上の重要な使用人はおりませんでした。
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⑥ 企業統治に関するその他の事項

（株式会社の支配に関する基本方針）

イ 基本方針

当社は、創業以来「顧客本位」を経営理念として掲げ、お客様のニーズにあった情報サービス及び商品の提

供を基本とした経営により、「顧客満足」を追求し、お客様との信頼関係を築いてまいりました。

また、当社は、証券業を通じて社会に貢献し、何よりも証券市場における公正な価格形成を実現し維持する

ことを経営理念の一つの柱として掲げております。そのためには、証券市場の担い手である多くの証券会社と

共に、当社が企業の主体性を確立し、独自の相場観、銘柄観を投資家の皆様に提供することが、多様な価値観

の統合による公正な価格形成に資することであり、証券市場の健全な発展に寄与するものとの強い確信を持っ

ております。当社の株主の皆様の利益の基盤となるのは、公正かつ健全な証券市場であります。

当社は、証券業務に求められるこのような公共性、お客様満足及び経営の効率性のいずれをも実現し、かつ

継続していくことにより、当社の企業価値ないし株主共同の利益の最大化が実現され、当社の事業を構成する

全てのステークホルダー(株主、お客様、従業員、社会等)に利益をもたらすと考えております。

当社は、当社の支配権移転を伴う買収提案についての判断は、最終的には当社の株主全体の意思に基づき行

われるべきものと考えております。また、当社は、当社株式について大規模買付行為がなされる場合、これが

当社の企業価値ないし株主共同の利益に資するものであれば、これを否定するものではありません。

しかしながら、株式の大規模買付行為の中には、企業価値ないし株主共同の利益を侵害するもの、株主の皆

様に株式の売却を事実上強要するおそれのあるもの、あるいは対象会社の取締役会が代替案を提示するための

十分な時間や情報を提供しないもの等、対象会社の企業価値ないし株主共同の利益に資さないものも想定され

ます。

当社取締役会は、こうした事情に鑑み、大規模買付行為が行われた際に、当該大規模買付行為に応じるべき

か否かを株主の皆様が適切に判断するために必要な情報や時間を確保し、株主の皆様に代わって当社経営陣が

大規模買付行為者と交渉を行うこと等により、当社の企業価値ないし株主共同の利益の最大化に資する方針で

す。

ロ 基本方針に照らして不適切な者によって当社の財務及び事業の方針の決定が支配されることを防止するため

の取組み

基本方針に照らして不適切な者によって当社の財務及び事業の方針の決定が支配されることを防止する取組

みとして、当社は2023年６月22日開催の第103期定時株主総会の承認により「当社株券等の大規模買付行為に対

する対応方針(買収防衛策)」(以下、本対応方針といいます。)を更新しました。

本対応方針の具体的内容は、当社の2023年５月15日付プレスリリース「当社株券等の大規模買付行為に対す

る対応方針(買収防衛策)の更新について」にて公表しておりますが、概要は以下のとおりです。

当社は、本対応方針の目的に従い、まずは、大規模買付行為者から大規模買付行為に関する情報の提供を求

め、当該大規模買付行為その他関連する諸事情についての情報収集・検討等を行う期間を確保した上で、当社

株主の皆様に対する当社取締役会の計画や代替案等の提示や、大規模買付行為者との交渉を行います。

そして、当社取締役会は、当該大規模買付行為が、当社が定める手続に従わない場合等一定の要件に該当す

る可能性があると判断する場合に、新株予約権の無償割当てを決議します。

なお、本新株予約権には、原則として、大規模買付行為者及び一定の関係者による権利行使は認められない

との行使条件及び当社による新株予約権の取得条項を付すこととします。

当社取締役会は、本新株予約権の無償割当ての決議を行うに際しては、合理性・公正性を担保するため、必

ず社外有識者により構成されている特別委員会にその是非を諮問しなければならないものとし、特別委員会が

行う勧告を最大限尊重します。また、大規模買付行為者が当社の定める手続きに従わない場合を除き、必ず株

主総会において本新株予約権の無償割当てを実施するか否かについて株主の皆様のご意思の確認を行います。
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ハ 当社取締役会の判断及び理由

a 本対応方針が基本方針に沿うものであること

本対応方針は、当社株主の皆様に対し、大規模買付行為に応じるか否かについて適切な判断をするための

必要かつ十分な情報及び時間を提供するものであり、当社の企業価値ないし株主共同の利益の最大化を目的

としております。

また、本対応方針が遵守されない場合、又は本対応方針が遵守された場合であっても、本対応方針に規定

される一定の場合には、当社は新株予約権の無償割当てを決議することがありますが、かかる決議は、当社

の企業価値ないし株主共同の利益を最大化させることを目的として行われるものです。

以上から本対応方針は基本方針に沿うものです。

b 本対応方針が株主共同の利益を損なうものではないこと

本対応方針は、上記aに記載のとおり、当社の企業価値ないし株主共同の利益の最大化を目的としたもので

あり、2023年６月22日に開催された当社第103期定時株主総会で承認されて更新したものです。

また、本対応方針では、大規模買付行為者が本対応方針を遵守している場合には、必ず株主総会において

新株予約権の無償割当てを実施するか否かについて株主の皆様のご意思の確認を行うこととしました。

さらに、本対応方針に重要な改廃がある場合には、株主総会において当社株主の皆様のご意思を確認させ

ていただくことを予定しています。

以上から、本対応方針は株主共同の利益を損なうものではないだけでなく、株主の皆様のご意思を重視し

ております。

c 本対応方針が当社役員の地位の維持を目的としたものではないこと

本対応方針は、その合理性・公正性を担保するために、取締役会から独立した機関として、特別委員会を

設置することとしています。そして、当社取締役会は特別委員会への諮問を経なければ新株予約権の無償割

当てを決定することができないものとされています。このように、特別委員会は、当社取締役会がその自己

保身のために大規模買付行為に対して不当に対応策を講じることがないよう機能することから、本対応方針

は当社役員の地位の維持を目的としたものではありません。

（内部統制システムに関する基本的な考え方及びその整備状況）

当社は、会社法第362条第４項第６号及び同施行規則第100条に基づいて実施すべき内部統制システムの構築に

ついて、下記の如く基本方針を定め、その実現、整備に努めることにより、適法かつ効率的な業務体制を確保す

るものとしております。

イ 当社及び子会社の取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保する体制（会社法第362

条第４項第６号、同施行規則第100条第１項第４号、第５号ニ）

ａ 当社及び子会社の役職員の職務の執行が金融商品取引法その他法令諸規則及び社内規程に適合し、かつ企業と

しての社会的責任を果たすため、「コンプライアンス原則」を定め、コンプライアンスの重要性を全役職員に周

知徹底する。

ｂ 監理本部をコンプライアンス担当部門とし、社内研修を実施し、役職員の意識を高め、コンプライアンスを尊

重する社風を醸成する。

ｃ 内部監査部は、当社及び子会社の内部統制全般の有効性・妥当性について監査を実施し、その結果を代表取締

役、取締役及び監査役へ報告する。

ｄ 社外取締役、監査役、監理本部担当役員の連携を目的とした「業務連絡会」を、原則として毎月１回実施す

る。

ｅ 当社の社外取締役、社外窓口に直接通報できる内部通報制度を設け、公益通報者保護法及び「内部通報に関す

る規程」に基づく運用と通報者の保護を図るとともに、従業員には「就業規則」により、法令や社内規則に反す

る行為を知り得た者は、その事実を報告する義務を課し、社内の不正を早期発見、是正することにより公正な企

業風土を構築する。

ｆ 当社は、市民社会に脅威を与える反社会的勢力及び団体との一切の取引を行わないことを「コンプライアンス

原則」において宣言し、反社会的勢力との関係を遮断するための体制を整備する。

ｇ 当社は、マネー・ローンダリング及びテロ資金供与を防止するため内部管理態勢を整備する。
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ｈ 財務報告の適正性を確保するため、「財務報告に係る内部統制の基本方針」を定め、当社及び子会社の全役職

員に周知徹底し、財務報告に係る内部統制の構築を継続的に推進してその向上を図る。

ロ 当社及び子会社の取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制（会社法施行規則第100条第１項

第１号）

株主総会、取締役会、執行役員会及び経営会議の各議事録、稟議書、重要な契約書等については、法令諸規則、

社内規程に基づき適切に管理保存する。

ハ 当社及び子会社の損失の危険の管理に関する規定その他の体制（会社法施行規則第100条第１項第２号、第５号

ロ）

ａ 監理本部は、当社及び子会社の各部門のリスク管理の推進とそのリスク管理状況のチェックを行い、代表取締

役へ報告する。

ｂ 株式市場の変動をはじめとする市場リスクについては、「リスク管理規程」に従い、財務部においてリスク管

理を行い、内部管理統括責任者に管理状況を報告する。

ｃ 情報漏洩リスクについては、「セキュリティポリシー」を宣言し、「情報管理基本規程」を定め、会社保有情

報における情報セキュリティを確保する。社内各部署に情報セキュリティ管理者を配置し、情報セキュリティ責

任者が統括する。個人情報については、「プライバシーポリシー」を宣言し、「個人情報保護に関する基本規

程」等を定め、情報漏洩の未然防止に努める。

ｄ システム障害、サイバーセキュリティ事案については、「セキュリティポリシー」を宣言し、システム企画部

において「コンピュータシステム基本規程」、監理本部において「サイバーセキュリティ基本規程」を定め、障

害等の未然防止、発生時の影響の極小化、迅速な復旧に努める。

ｅ 自然災害、テロ、感染症等に代表される事業継続リスクについては、事業継続計画（ＢＣＰ）を定め、事業の

継続を確保するための体制を整備する。

ｆ 株式等の誤発注に係るリスクについては、「金融商品等の注文管理体制規程」及びシステムチェックにより、

それぞれの発注部署において防止に努める。

ｇ 当社及び子会社の各部門は、それぞれの業務に関する潜在的なリスクの把握とその未然防止に努める。

ニ 当社及び子会社の取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制（会社法施行規則第100条

第１項第３号、第５号ハ）

ａ 当社は、取締役による経営の意思決定、監督の役割を明確にするとともに、執行役員制度を採用し、業務執行

の責任の明確化を図る。

ｂ 当社及び子会社の取締役は、業務執行状況の報告を行う執行役員会及び重要な案件の審議を行う経営会議にお

いて、取締役間及び執行役員との情報の共有化・議論の深化を図り、意思決定の迅速化に努める。

ｃ 当社は、任意の取締役報酬委員会、任意の執行役員報酬委員会を設置し、取締役及び執行役員の報酬決定プロ

セスに関する客観性、透明性を確保する。

ｄ 当社は、任意の指名委員会を設置し、代表取締役の選解任及びその判断基準等に関する透明性を確保する。

ホ 当社及び子会社からなる企業集団における業務の適正を確保するための体制（会社法施行規則第100条第１項第

５号）

当社及び子会社からなる企業集団の業務の適正を確保するため、「関係会社管理規則」に基づき、関係会社毎

に担当部署を定め、適切に管理する。

ヘ 当社の子会社の取締役等の職務の執行に係る事項の当社への報告に関する体制（会社法施行規則第100条第１項

第５号イ）

当社の子会社の取締役は、営業成績や事業報告書などの重要な情報を、「関係会社管理規則」に基づき、当社

へ報告する。

ト 当社の監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関する事項（会社

法施行規則第100条第３項第１号）

監査役が設置を求めた場合は、監査役の職務を補助すべき使用人を配置する。
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チ 前号の使用人の当社の取締役からの独立性及び当該使用人に対する指示の実効性の確保に関する事項（会社法

施行規則第100条第３項第２号、第３号）

ａ 監査役が設置を求めた場合に、設置した当該使用人についての人事異動、人事評価、懲戒に関しては、監査役

会の事前の同意を得るものとする。

ｂ 当該使用人は、監査役の命を受け当社及び子会社の業務の調査等を行う。

リ 次に掲げる体制その他の当社の監査役への報告に関する体制

ａ 当社の取締役及び使用人が当社の監査役に報告をするための体制（会社法施行規則第100条第３項第４号イ）

(ⅰ) 当社の取締役及び使用人は、会社に著しい損害を及ぼすおそれのある事実を発見したときは、直ちにその

事実を当社の監査役に報告する。

(ⅱ) 内部監査の結果については、当社の監査役へ報告し、監査役から依頼があるときは、その依頼に基づき内

部監査を実施する。

(ⅲ) 取締役会、執行役員会、経営会議、部店長会議、内部監査報告会をはじめ重要な会議に、当社の監査役が

出席できる体制を確保する。

ｂ 当社の子会社の取締役及び使用人又はこれらの者から報告を受けた者が当社の監査役に報告をするための体制

（会社法施行規則第100条第３項第４号ロ）

当社の子会社の取締役及び使用人又はこれらの者から報告を受けた当社の取締役及び使用人は、子会社に著し

い損害を及ぼすおそれのある事実を発見したときは、直ちにその事実を当社の監査役に報告する。

ヌ 前項の報告をした者が当該報告をしたことを理由として不利な取扱いを受けないことを確保するための体制

（会社法施行規則第100条第３項第５号）

当社は、前項ａ(ⅰ)、ｂの報告をした者に対して不利益な取扱いを行わない。

ル 当社の監査役の職務の執行について生ずる費用の前払又は償還の手続その他の当該職務の執行について生ずる

費用又は債務の処理に係る方針に関する事項（会社法施行規則第100条第３項第６号）

当社は、監査役の職務の執行について必要な費用等を支払う。

ヲ その他当社の監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制（会社法施行規則第100条第３項第７

号）

ａ 代表取締役は、全役職員の監査役監査に対する理解を深め、監査役監査の環境整備に努めるものとする。

ｂ 代表取締役は、監査役との定期的な会合を持ち、経営方針を説明し、会社が対処すべき課題・監査上の重要課

題などについての意見交換に努めるものとする。

ｃ 内部監査部は、監査役との緊密な連携を図り、監査役の職務遂行を補助する体制の確保に努める。

（反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方及びその整備状況）

当社は、「反社会的勢力に対する基本方針」を策定し、反社会的勢力との関係遮断を宣言しております。この

基本方針に則り、組織的な対応を推進するための統括部署を定め、反社会的勢力関連情報の収集・管理の一元化

を行うとともに、警察や弁護士など外部専門機関との連携も図っております。

また、規程やマニュアルの整備や研修実施等の態勢整備に努め、反社会的勢力との関係遮断に取り組んでおり

ます。
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⑦ 取締役の定数

当社の取締役は７名以内とする旨を定款で定めております。

⑧ 株主総会決議事項を取締役会で決議することができることとした場合、その事項及びその理由

イ 自己株式取得の取締役会への授権

機動的な資本政策を実現するため、会社法第165条第２項の規定により、取締役会の決議をもって自己株式を

取得できる旨を定款で定めております。

ロ 取締役会決議による剰余金の配当(中間配当制度)

株主への利益配分の機会を充実させるため、会社法第454条第５項に定める剰余金の配当(中間配当制度)を導

入し、中間配当基準日を毎年９月30日と定めております。

⑨ 取締役の選任の決議要件

当社は、取締役の選任については、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する株主

が出席し、その議決権の過半数でこれを行う旨、及び取締役の選任については累積投票によらないものとする旨

を定款で定めております。

⑩ 株主総会の特別決議要件を変更した場合、その内容及びその理由

当社は、株主総会の特別決議の要件を、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する

株主が出席し、その議決権の３分の２以上でこれを行う旨を定款で定めております。これは株主総会を円滑に運

営することを目的とするものであります。

⑪ 取締役会の活動状況

当事業年度（2023年４月１日～2024年３月31日）において取締役会を17回開催しております。

個々の役員の出席状況については次のとおりであります。

役職名 氏名 開催回数 出席回数

取締役社長（代表取締役） 菊地 稔 17回 17回

専務取締役（代表取締役） 服部 誠 17回 17回

取締役（社外取締役） 今里 栄作 17回 17回

取締役（執行役員） 建壁 德明 17回 17回

取締役（社外取締役） 植原 惠子 17回 17回

取締役（社外取締役） 正田 郁夫 17回 17回

取締役（社外取締役） 濵田 豊作 （※）13回 13回

常勤監査役 山崎 昇 17回 17回

常勤監査役（社外監査役） 清水 昭男 17回 17回

常勤監査役（社外監査役） 根岸 和弘 17回 17回

監査役 太田 泰司 （※）13回 13回

（※）就任後の開催回数

当事業年度の取締役会における主な検討事項は、当社の半期毎における営業方針、2017年６月以降継続して取

り組んでいる「お客様本位の業務運営」及びその成果指標(ＫＰＩ)の内容の見直し、コーポレートガバナンス・

コードの原則に基づく政策保有株式の縮減、サステナビリティへの取り組み及びＴＣＦＤ(気候関連財務情報開示

タスクフォース)提言に基づく情報開示の内容、ＢＣＰ対策としてバックアップ拠点の整備、アンケート結果に基

づく取締役会の実効性についての評価等です。
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⑫ 任意に設置する委員会の活動状況

当事業年度（2023年４月１日～2024年３月31日）における各委員会の開催状況及び出席状況は次のとおりであ

ります。

氏名 指名委員会 取締役報酬委員会 執行役員報酬委員会

菊地 稔 ― ― ４回中 ４回

服部 誠 ― ― ４回中 ４回

今里 栄作 ― ２回中 ２回 ―

植原 惠子 ― ２回中 ２回 ―

正田 郁夫 ― ２回中 ２回 ４回中 ４回

濵田 豊作 ― ２回中 ２回 ―

各委員会における具体的な検討内容は以下のとおりです。

イ 指名委員会

当事業年度は指名委員会を開催しておりません。

ロ 取締役報酬委員会

当事業年度は取締役報酬委員会を２回開催し、2023年６月開催の当社第103期定時株主総会で承認可決され

就任した取締役７名の固定報酬、当事業年度における業績連動報酬としての業務執行取締役に対する賞与に

ついて審議・決定し、取締役会へ報告しました。

ハ 執行役員報酬委員会

当事業年度は執行役員報酬委員会を４回開催し、執行役員の月額報酬及び賞与に係る考課について審議・

決定し、取締役会へ報告しました。
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(2) 【役員の状況】

① 役員一覧

男性10名 女性1名 （役員のうち女性の比率9.1％）

役職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数

(千株)

代表取締役社長 菊 地 稔 1963年12月19日生

1986年４月 当社入社

2003年４月 当社人事部長

2010年２月 当社投資信託部長

2013年６月 当社執行役員投資信託部長

2015年４月 当社常務執行役員投資信託部長

2017年６月 当社代表取締役副社長

2017年８月 当社代表取締役副社長 営業本部長

2018年５月 当社代表取締役副社長

2018年６月 当社代表取締役社長(現)

(注)３ 10

代表取締役専務取締役 服 部 誠 1966年10月16日生

1990年４月 当社入社

2004年８月 当社沼田支店長

2006年２月 当社営業本部西部地区担当

2008年２月 当社池袋支店長

2012年２月 当社エクイティ部長

2014年５月 当社エクイティ本部長、エクイティ部長

2014年６月 当社執行役員エクイティ本部長、エクイ

ティ部長兼エクイティ業務部長

2018年２月 当社執行役員エクイティ本部長、エクイ

ティ部長兼エクイティ業務部長兼投資情

報部長

2018年４月 当社常務執行役員エクイティ本部長、エ

クイティ部長兼エクイティ業務部長兼投

資情報部長

2020年４月 当社専務執行役員営業本部担当、エクイ

ティ本部長、エクイティ部長兼エクイテ

ィ業務部長兼投資情報部長

2020年６月 当社代表取締役専務取締役 営業本部担

当、エクイティ本部長、エクイティ部長

兼エクイティ業務部長兼投資情報部長

2020年８月 当社代表取締役専務取締役 営業本部担

当、エクイティ本部長

2021年８月 当社代表取締役専務取締役 営業本部長

兼エクイティ本部長、営業企画部長兼投

資相談部長

2023年８月 当社代表取締役専務取締役 営業本部長

兼エクイティ本部長、営業企画部長兼証

券貯蓄部長兼投資相談部長(現)

(注)３ 30

取締役 今 里 栄 作 1956年３月２日生

1979年４月 日興證券株式会社入社

2002年３月 日興コーディアル証券株式会社第二事業

法人部長

2003年３月 同社執行役員東京第二事業法人本部長

2004年12月 同社取締役営業企画担当兼法人業務担当

2005年２月 同社常務取締役企画担当兼ホールセール

事業推進担当

2007年２月 同社専務取締役第一ホールセール営業部

門担当

2008年８月 日興シティグループ証券株式会社専務執

行役員法人本部長

2009年２月 三菱ＵＦＪ証券株式会社常務執行役員共

同法人本部長

2010年５月 三菱ＵＦＪモルガン・スタンレー証券株

式会社常務執行役員法人本部長兼事業法

人グループ長、地区担当役員共同統括

兼三菱ＵＦＪ証券ホールディングス株式

会社常務執行役員

兼株式会社三菱ＵＦＪフィナンシャル・

グループ執行役員

2012年６月 三菱ＵＦＪモルガン・スタンレー証券株

式会社専務執行役員法人本部長

2014年６月 同社顧問

2016年６月 当社取締役(現)

2020年６月 株式会社ハーモニック・ドライブ・シス

テムズ社外監査役(現)

(注)３ ―
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役職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数

(千株)

取締役

内部管理統括責任者

監理本部長

建 壁 德 明 1962年５月12日生

1988年４月 日興證券株式会社（現ＳＭＢＣ日興証券

株式会社）入社

2008年12月 同社法人管理部長

2010年10月 同社商品・法人コンプライアンス部長

2012年10月 同社秘書室長

2015年３月 同社法人業務部長

2017年７月 当社入社 監理本部付参与

2017年10月 当社執行役員監理本部副本部長

2018年６月 当社取締役執行役員 内部管理統括責任

者、監理本部長

2023年10月 当社取締役執行役員 内部管理統括責任

者、監理本部長、売買審査部長

2024年２月 当社取締役執行役員 内部管理統括責任

者、監理本部長(現)

(注)３ 5

取締役 植 原 惠 子 1960年１月７日生

1982年４月 大和證券株式会社入社

2005年10月 同社ダイレクト管理部長

2007年10月 同社教育研修部長

2009年４月 株式会社大和証券グループ本社執行役広

報担当

2011年４月 株式会社大和証券ビジネスセンター専務

取締役

2018年６月 当社取締役(現)

2022年６月 東北電力株式会社社外取締役(現)

(注)３ ―

取締役 正 田 郁 夫 1955年８月12日生

1979年４月 大和證券株式会社入社

1997年７月 同社所沢支店長

2000年７月 同社徳島支店長

2002年２月 同社投資信託部長

2004年２月 同社新宿センタービル支店長

2005年10月 同社北関東グループマネージャー兼宇都

宮支店長

2007年４月 同社執行役員 営業担当

2009年４月 同社常務執行役員 営業担当

2011年４月 大和証券投資信託委託株式会社

取締役兼専務執行役員(商品本部長)

2016年４月 同社顧問

2018年５月 日本賃貸住宅投資法人執行役員

2020年４月 大和証券リビング投資法人執行役員

2021年６月 当社取締役(現)

(注)３ ―

取締役 濵 田 豊 作 1951年７月５日生

1974年４月 住友商事株式会社入社

1999年７月 同社業務企画部長

2000年４月 同社経営企画部長

2002年４月 同社コーポレートファイナンス部長

2003年４月 同社執行役員コーポレートファイナンス

部長

2004年４月 同社執行役員フィナンシャル・リソーシ

ズグループ長

2006年４月 同社常務執行役員フィナンシャル・リソ

ーシズグループ長

2009年４月 同社専務執行役員ＣＦＯフィナンシャ

ル・リソーシズグループ長

2009年６月 同社取締役専務執行役員ＣＦＯフィナン

シャル・リソーシズグループ長

2012年４月 同社取締役副社長執行役員ＣＦＯフィナ

ンシャル・リソーシズグループ長

2013年４月 同社取締役副社長執行役員 欧阿中東Ｃ

ＩＳ総支配人(ロンドン駐在)

2013年６月 同社副社長執行役員 欧阿中東ＣＩＳ総

支配人

欧州住友商事ホールディング会社会長

(ロンドン駐在)

2015年４月 同社特別顧問(2018年６月退任)

2015年６月 大和証券投資信託委託株式会社（現大和

アセットマネジメント株式会社）社外取

締役

2023年６月 当社取締役(現)

(注)３ ―
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役職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数

(千株)

常勤監査役 山 崎 昇 1954年７月14日生

1977年４月 株式会社協和銀行入社

1981年10月 プロミス株式会社入社

2002年６月 同社財務部長

2004年４月 当社入社 参与

2004年６月 当社執行役員企画部長兼財務部長兼証券

管理部長

2008年２月 当社執行役員財務部長兼証券管理部長

2011年４月 当社常務執行役員財務部長兼証券管理部

長

2012年３月 当社常務執行役員財務部長兼証券管理部

長兼企画部長

2012年６月 当社常務執行役員財務部長兼証券管理部

長

2019年６月 当社常勤監査役(現)

(注)４ 3

常勤監査役 清 水 昭 男 1964年12月８日生

1987年４月 三菱信託銀行株式会社（現三菱ＵＦＪ信

託銀行株式会社）入社

2001年３月 同社シンガポール支店資金課長

2005年４月 同社証券投資部債券株式運用グループグ

ループマネージャー

2006年２月 同社資金為替部戦略トレーディンググル

ープグループマネージャー

2007年７月 同社資金為替部為替第１グループグルー

プマネージャー

2009年４月 同社シンガポール支店次長

2014年４月 同社国際事務管理部長

2016年２月 同社監査部部付部長

2016年４月 同社監査部副部長

2020年４月 同社監査部部付部長

2022年６月 当社常勤監査役(現)

(注)５ ―

常勤監査役 根 岸 和 弘 1966年１月15日生

1990年４月 日本生命保険相互会社入社

2000年３月 ニッセイアセットマネジメント株式会社

出向

2003年３月 同社システム開発部システム企画室課長

2004年３月 同社投資管理部投資信託運用リスク管理

室室長

2008年３月 日本生命保険相互会社融資総務部融資管

理グループ専門課長

2010年３月 同社融資総務部専門課長

2014年４月 星光ビル管理株式会社出向 情報システ

ム部部次長

2016年４月 同社事務統括管理部部次長

2017年３月 日本生命保険相互会社財務審査部財務審

査役

2022年６月 当社常勤監査役(現)

(注)５ ―

監査役 太 田 泰 司 1958年10月21日生

1981年４月 株式会社住友銀行入社

1989年10月 太田昭和監査法人入社

1991年２月 三菱信託銀行株式会社入社

2006年８月 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社経営企画部

副部長

2009年６月 同社市場国際部長

2011年12月 東亜バルブエンジニアリング株式会社常

勤監査役

2014年12月 同社内部監査室長

2015年６月 日本マスタートラスト信託銀行株式会社

常勤監査役

2016年11月 エム・ユー投資顧問株式会社非常勤監査

役

2018年６月 当社常勤監査役

2022年６月 当社財務部参与

2023年６月 当社監査役(現)

(注)４ ―

計 48

(注) １．取締役今里栄作、植原惠子、正田郁夫及び濵田豊作は、会社法第２条第15号に定める社外取締役であります。

２．監査役清水昭男及び根岸和弘は、会社法第２条第16号に定める社外監査役であります。

３．当該取締役の任期は、2024年３月期に係る定時株主総会終結の時から、2025年３月期に係る定時株主総会終結

の時までであります。
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４．当該監査役の任期は、2023年３月期に係る定時株主総会終結の時から、2027年３月期に係る定時株主総会終結

の時までであります。

５．当該監査役の任期は、2022年３月期に係る定時株主総会終結の時から、2026年３月期に係る定時株主総会終結

の時までであります。

６．取締役建壁德明は執行役員を兼務しております。

７．当社は、法令に定める監査役の員数を欠くこととなる場合に備え、会社法第329条第３項に定める補欠監査役

１名を選任しております。補欠監査役の略歴は次のとおりであります。

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数

(千株)

補欠監査役 ― 森 勇 1948年２月23日生

1979年３月 日本大学大学院法学研究科博士後期
課程修了

(注) ―

1989年４月 獨協大学法学部教授

1999年２月 弁護士登録(東京弁護士会・コモン
ズ綜合法律事務所所属)(現)

2004年４月 中央大学大学院法務研究科(法科大
学院)教授(2018年３月退任)

2006年６月 東洋水産株式会社社外監査役(2023
年６月退任)

2011年５月 株式会社さいか屋社外監査役

2022年５月 同社社外取締役(監査等委員)(2022
年11月退任)

(注) 補欠監査役の任期は、就任した時から退任した監査役の任期の満了の時までであります。

当社では、コーポレート・ガバナンスを強化する観点から、また、取締役数を少数化することにより、取締役会

は経営戦略についての十分な議論と迅速かつ的確な意思決定を行うとともに、取締役及び執行役員の業務執行の監

督を行い、執行役員は各担当部門における業務遂行に専念することで、業務執行機能を強化し、経営効率の向上を

図るため、執行役員制度を採用しております。

提出日現在の執行役員は、次の12名であります。

役名 氏名 職名

常務執行役員 柏 原 延 行 投資信託部長 チーフ・グローバル・ストラテジスト

常務執行役員 武 田 浩 システム企画部長

常務執行役員 山 﨑 弘 義 法人本部長、債券部長

執行役員 片 野 健 児 大阪支店長、営業二部長

執行役員 建 壁 德 明 内部管理統括責任者、監理本部長

執行役員 戸 谷 清 隆 財務部長・証券管理部長

執行役員 松 井 豊 引受本部長、引受部長・企業部長

執行役員 牧 野 郁 雄 総務部長

執行役員 北 山 信 次 調査部長

執行役員 吉 岡 一 哉 企画部長

執行役員 青 木 真 嗣 名古屋支店長

執行役員 木 村 淳 一 投資顧問部長

(注) 執行役員建壁德明は、取締役を兼務しております。
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② 社外役員の状況

当社の社外取締役は４名、社外監査役は２名であります。

社外取締役及び社外監査役と当社との間に特別な人的関係、資本的関係又は取引関係その他の利害関係はあり

ません。また、当社は次の社外取締役４名及び社外監査役２名を独立役員として、株式会社東京証券取引所へ届

出しております。当該独立役員届出書に記載した独立性に関する事項は、次のとおりであります。

社外取締役／
社外監査役

氏名
社外取締役又は社外監査役が取引先等の業務執行者であった場合の

当該取引先等と当社との人的関係、資本的関係又は取引関係その他の利害関係

社外取締役 今里 栄作

同氏は、当社の株主かつ取引先である三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社及び取引先であ
る株式会社三菱ＵＦＪ銀行を傘下に持つ株式会社三菱ＵＦＪフィナンシャル・グルー
プの業務執行に携わっておりました。
三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社は当社株式を1,683,000株保有しています（議決権保有

比率：2.56％）。
当社は、株式会社三菱ＵＦＪフィナンシャル・グループから株式及び債券の売買取

引を受注しており、それらの手数料額が当社営業収益に占める比率は１％未満です。
また、当社は三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社と株式事務代行委託契約等を締結しており、
同契約に伴う支払額が当社販売費・一般管理費に占める比率は１％未満です。当社は、
株式会社三菱ＵＦＪ銀行に900百万円の借入金残高があり、当社の総資産に占める比率
は1.5％未満です。
（取引比率：2024年３月期、議決権保有比率・借入金残高：2024年３月末現在）

社外取締役 植原 惠子

同氏は、当社の株主かつ取引先である大和証券投資信託委託株式会社（現大和アセ
ットマネジメント株式会社）の100％持株会社である株式会社大和証券グループ本社の
業務執行に携わっておりました。
大和アセットマネジメント株式会社は、当社株式を保有していますが、議決権保有

比率は１％未満です。
当社は、同社から株式の売買取引を受注しており、その手数料額が当社営業収益に

占める比率は１％未満です。また、当社は同社が運用する投資信託を販売しています
が、同社が運用する投資信託の残高（MRFを除く残高）に占める当社の比率は１％未満
です。
（取引比率：2024年３月期、議決権保有比率・投資信託残高比率：2024年３月末現
在）

社外取締役 正田 郁夫

同氏は、当社の株主かつ取引先である大和証券投資信託委託株式会社（現大和アセ
ットマネジメント株式会社）の業務執行に携わっておりました。
同社は、当社株式を保有していますが、議決権保有比率は１％未満です。
当社は、同社から株式の売買取引を受注しており、その手数料額が当社営業収益に

占める比率は１％未満です。また、当社は同社が運用する投資信託を販売しています
が、同社が運用する投資信託の残高（MRFを除く残高）に占める当社の比率は１％未満
です。
（取引比率：2024年３月期、議決権保有比率・投資信託残高比率：2024年３月末現
在）

社外取締役 濵田 豊作 該当事項はありません。

社外監査役 清水 昭男

同氏は、当社の株主かつ取引先である三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社の業務執行に携
わっておりました。
同社は当社株式を1,683,000株保有しています（議決権保有比率：2.56％）。
当社は、同社から株式及び債券の売買取引を受注しており、それらの手数料額が当

社営業収益に占める比率は１％未満です。また、当社は同社と株式事務代行委託契約
等を締結しており、同契約に伴う支払額が当社販売費・一般管理費に占める比率は１
％未満です。
（取引比率：2024年３月期、議決権保有比率：2024年３月末現在）

社外監査役 根岸 和弘

同氏は、当社の株主かつ取引先である日本生命保険相互会社の業務執行に携わって
おりました。
同社は、当社株式を5,230,585株保有しています（議決権保有比率：7.94％）。
当社は、同社から株式の売買取引を受注しており、その手数料額が当社営業収益に

占める比率は１％未満です。また、同社と当社との間には団体定期保険の契約があり、
その保険料額が当社販売費・一般管理費に占める比率は１％未満です。当社は同社に
500百万円の借入金残高がございますが、当社の総資産に占める比率は１％未満です。
（取引比率：2024年３月期、議決権保有比率・借入金残高：2024年３月末現在）
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当社は、現在７名の取締役を選任しておりますが、このうち４名は会社法に定める社外取締役であります。ま

た、監査役４名のうち、２名は会社法に定める社外監査役であります。

会社法に定める社外取締役の要件、及び会社法に定める社外監査役の要件、並びに株式会社東京証券取引所が

定める独立性基準に従い、独立役員である社外取締役候補者、及び社外監査役候補者を選定しています。

社外取締役は、証券業務や企業経営者としての豊富な経験と幅広い見識を活かし、取締役会の意思決定及び経

営のモニタリングを行っております。また、社外監査役は、大手金融機関での豊富な経験と幅広い見識を活かし、

監査を行っております。

社外取締役及び社外監査役は、取締役会以外にも経営会議、執行役員会、内部監査報告会をはじめ社内の重要

な会議に出席し、適宜発言を行っています。

なお、社外取締役 正田郁夫氏は、当社取締役会の議長に加え、当社株券等の大規模買付行為に対する対応方

針（買収防衛策）に係る特別委員会の委員、任意の委員会である指名委員会委員長、取締役報酬委員会委員長及

び執行役員報酬委員会委員長を兼務しております。

③ 社外取締役又は社外監査役による監督又は監査と内部監査、監査役監査及び会計監査との相互連携並びに内部

統制部門との関係

社外取締役及び社外監査役は、内部監査部が月次開催する内部監査報告会に出席し、社内各部門の内部監査結

果について報告を受けております。この会議において、社外取締役及び社外監査役は、必要に応じて内部監査部

をはじめ関連各部に対し指導及び助言を行っております。

そのほか、社外取締役、社外監査役及び監理本部担当役員の連携を目的として開催する業務連絡会で、内部監

査部をはじめ監理本部の各部から報告を受けております。

常勤の社外取締役は各種の社内会議に出席し、社内の状況を把握した上で必要に応じて各部門へ指導及び助言

をしております。

社外監査役は、取締役会、経営会議、執行役員会をはじめ社内の重要な会議に出席しております。また、各本

部・部・営業部店への往査等で発見した事実、並びに想定されるリスクを各部門に伝達し、内部統制の有効性の

向上を図っています。さらに、会計監査人から会計監査の年度計画の説明を受け、その実施状況を適宜確認する

ほか、会計監査の立会いを交え、検証しております。また、会計上重要と認められる事項については、社外監査

役は会計監査人から直接説明を受け、綿密に意見交換するなど連携を図っております。
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(3) 【監査の状況】

① 監査役監査の状況

毎期、監査役会が策定した監査計画に基づいて、常勤監査役３名（うち社外監査役２名）、非常勤監査役１名

が、業務を適宜分担して取締役の職務の執行を監査しております。具体的には、常勤監査役は重要な会議への出

席、代表取締役との定期的な会合、重要な決裁書類の閲覧、各本部・部・営業部店への往査、内部監査部との連

携、会計監査人との面談等を通じて監査を実施しております。また、非常勤監査役は重要な会議への出席、代表

取締役との定期的な会合、会計監査人との面談を実施するとともに常勤監査役から監査の実施状況・結果につい

て報告を受けて監査を実施しております。

企業統治のうえで内部統制システムは重要な役割を果たしていると認識しており、その整備・運用状況の適正

性に留意しながら監査手続きを実施しております。

監査役は、内部監査部が月次開催する内部監査報告会に出席し、社内各部門の内部監査結果について報告を受

けるとともに、各本部・部・営業部店往査等の機会に適宜ヒアリングを行っております。

なお、社外監査役２名は大手金融機関で長年にわたる業務経験を有しており、うち１名は監査業務に従事し、

もう１名は融資・財務審査業務に従事しておりました。また、他の監査役２名のうち１名は当社の財務部長を長

年にわたり経験し、もう１名は公認会計士の資格を有しており、それぞれが財務及び会計に関する相当程度の知

見を有しております。

当事業年度は、次の５つを重点監査項目として監査を行い、適宜、必要な指導、助言を行っております。

重点監査項目 具体的な検討内容

コーポレートガバナンス態勢の強
化及び内部統制システムの整備・
運用状況

・取締役会において決議・報告された内部統制システム構築の基本
方針及び運用状況

・財務報告に係る内部統制に関する内部監査部、監査法人による評
価・監査報告

・コンプライアンス意識の浸透状況

お客様本位の業務運営
・金融商品・サービスに関わる重要な情報の分かりやすい提供
・適合性の原則に則った誠実公正な投資勧誘
・営業部店に対する内部監査報告

システム管理態勢
・サイバーセキュリティに係る態勢整備の取組
・法令・制度変更への対応
・内部監査部によるシステムリスク管理態勢の監査報告

生産性向上施策

・モバイルＰＣやスマートフォン、ワークフローシステム等の活用
による業務運営態勢

・MARUSAN-NET、資産運用シミュレーション等、顧客サービス提供
への取組状況、及びシステム化計画の進捗状況

マネー・ローンダリング及び
テロ資金供与対策

・適切なチェック体制の構築と運営
・お客様情報の更新に係る社内態勢の整備・運用状況

当事業年度（2023年４月１日～2024年３月31日）は監査役会を15回開催しており、平均所要時間は約１時間で

あります。

各監査役の監査役会への出席状況は次のとおりです。

氏 名 開 催 回 数 出 席 回 数

山 崎 昇 （常勤） 15回 15回

清 水 昭 男 （常勤／社外） 15回 15回

根 岸 和 弘 （常勤／社外） 15回 15回

太 田 泰 司 （非常勤） （※）11回 11回

（※）監査役就任後の開催回数
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② 内部監査の状況

当社では、役職員一人ひとりが法令諸規則等を遵守し、適切な判断と行動ができるように、社内規程等の整備

を図り、適法・適切な業務執行のための体制を整備するとともに、業務運営が法令諸規則や社内規程を遵守して

適切に行われているか、業務を運営する上での様々なリスクに対するコントロールが適正に機能する体制となっ

ているかを評価、報告するため、内部監査を実施しております。

内部監査部は、毎月１回実施している内部監査報告会で内部監査の結果を代表取締役、取締役及び監査役へ報

告しております。さらに、社外取締役、監査役との業務連絡会を、原則として毎月１回実施しております。また、

会計監査人との間でも、内部統制に関わる年度の評価計画の打ち合わせを行い、その後も意見交換をすることで、

緊密な連携を保ちながら監査を進めております。

内部監査に関わる人員は12名であります。

また、内部統制推進室は、これら監査とは別に、財務報告に関係する部署が自らの業務を点検する「自己点

検」を年１回以上実施することを推進し、財務報告に関する業務において内部統制の向上を図っております。

③ 会計監査の状況

イ 監査法人の名称

有限責任監査法人トーマツ

ロ 継続監査期間

1982年９月期（第62期）以降

ハ 業務を執行した公認会計士

白田英生氏

畑中建二氏

ニ 監査業務に係る補助者の構成

業務に係る補助者は、公認会計士２名、公認会計士試験合格者４名、その他の監査従事者12名であります。

ホ 監査法人の選定方針と理由

監査役会は、有限責任監査法人トーマツの品質管理体制、独立性、専門性並びに監査報酬等を総合的に判断

した結果、同監査法人を適任と判断し、会計監査人に選定しております。

（会計監査人の解任又は不再任の決定の方針）

監査役会は会計監査人が会社法第340条第１項各号のいずれかに該当すると判断する場合、会計監査人を解任

致します。

その他監査役会が、会計監査人に適正性の面で問題があると判断する場合、又はより適切な監査体制の整備

が必要であると判断する場合は、監査役会の決定に基づき会計監査人の解任又は不再任の議案を株主総会に提

出致します。

へ 監査役及び監査役会による監査法人の評価

監査役及び監査役会は、会計監査の適正性及び信頼性を確保するため、会計監査人が品質管理体制、独立性、

専門性を保持し、職業的専門家として適切な監査を実施しているかを監視し、検証しております。

監査役会は、有限責任監査法人トーマツが、これらの要素をいずれも満たし、職業的専門家として独立の立

場から、適切に会計監査を実施していると判断しております。
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④ 監査報酬の内容等

イ 監査公認会計士等に対する報酬

区分

前連結会計年度 当連結会計年度

監査証明業務に
基づく報酬(百万円)

非監査業務に
基づく報酬(百万円)

監査証明業務に
基づく報酬(百万円)

非監査業務に
基づく報酬(百万円)

提出会社 38 2 38 2

連結子会社 ― ― ― ―

合計 38 2 38 2

（注）非監査業務の内容は、顧客資産の分別管理の法令遵守に関する保証業務であります。

ロ 監査公認会計士等と同一のネットワークに対する報酬（イを除く)

区分

前連結会計年度 当連結会計年度

監査証明業務に
基づく報酬(百万円)

非監査業務に
基づく報酬(百万円)

監査証明業務に
基づく報酬(百万円)

非監査業務に
基づく報酬(百万円)

提出会社 ― 1 ― 1

連結子会社 ― ― ― ―

合計 ― 1 ― 1

（注）非監査業務の内容は、デロイトトーマツ税理士法人と締結するＦＡＴＣＡ（外国口座税務コンプライアン

ス法）、及びＱＩ（適格仲介人制度）の外国税務に関するアドバイザリー契約であります。

ハ その他の重要な監査証明業務に基づく報酬の内容

該当事項はありません。

ニ 監査報酬の決定方針

当社は、監査報酬について、会計監査人の適正性及び信頼性を確保するため会計監査人が品質管理体制、独

立性、専門性を保持し、職業的専門家として適切な監査を実施しているか、また、会計監査人のこれまでの監

査項目別監査時間及び監査報酬の推移等を考慮し、適切な報酬額を決定しております。

ホ 監査役会が会計監査人の報酬等に同意した理由

当社監査役会は、会計監査人のこれまでの監査項目別監査時間及び監査報酬の推移を確認し、当事業年度の

報酬見積書と当社関係部署の意見を踏まえ、会計監査人より聴取した監査計画との整合性について検証した結

果、報酬額は適切に算定されたものと判断し、同意しております。
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(4) 【役員の報酬等】

① 役員の報酬等の額又はその算定方法の決定に関する方針に係る事項

役員の報酬は、株主総会において承認された総額の範囲内で支給しております。取締役の報酬は、固定報酬と、

業績連動報酬である賞与、非金銭報酬であるストックオプションで構成され、個人別の固定報酬、賞与の総額及

び個別支給額・支給時期については、取締役会の委任を受けた、社外取締役のみで構成する取締役報酬委員会に

おいて決定します。なお、社外取締役の報酬は、業務執行から離れた立場で業務執行を監督するという観点から、

固定報酬のみで構成しております。固定報酬は、企業価値の維持・向上や人材確保の観点から、適切なインセン

ティブの設定を踏まえたうえで、同規模他企業の報酬等、世間一般の水準も勘案し、役位ごとに基準を定め、職

務遂行の対価として在任中に毎月支給しております。ただし、社外取締役の固定報酬については、期待される役

割を適切に遂行できるよう、職務価値に見合った報酬水準としております。

賞与は、業績に対する貢献に報いるため、年一回、株主総会の承認を得て、株主総会終了後の一定の時期に支

給しております。ただし、社外取締役に対して賞与は支給しておりません。ストックオプションは、株価変動を

株主の皆様と共有し、中長期的な業績向上や企業価値向上への動機が高まることを期待し、年一回、取締役の就

任・昇格時に、役位に応じて算出して、株主総会の承認を得て付与しております。ただし、社外取締役に対して

は、ストックオプションは付与しておりません。

監査役の固定報酬の決定に際しても、企業価値の維持・向上の観点や、人材確保の観点を踏まえ、株主総会に

おいて承認された総額の範囲内で、監査役の協議により決定しております。監査役に対しては、賞与並びにスト

ックオプションは支給又は付与しておりません。

イ 業績連動報酬と業績連動報酬以外の報酬等の支給割合の決定に関する方針

取締役の報酬は、中長期的視点で経営に取り組むことが重要との観点から固定報酬を基本としつつ、単年度

業績の向上や企業価値向上へのインセンティブが有効に機能するよう、固定報酬と業績連動報酬等のバランス

を考慮しております。

ロ 業績連動報酬に係る指標、当該指標を選択した理由及び当該業績連動報酬の額の決定方法

当社は、業績連動報酬として業務執行取締役に対して賞与を支給しております。賞与の総額は、「経常利

益」及び「当期純利益」を指標としつつ、総合的に判断しております。当該指標を選択した理由は、業績を評

価するうえで客観性及び透明性を担保でき、業績連動報酬の指標として適切と判断したためです。賞与の個別

支給額は、原則、役位に応じて支給しております。また、業務執行取締役のストックオプション付与の決定に

際し、業績連動報酬の指標として特に定めるものはありません。

ハ 当事業年度における業績連動報酬に係る指標の目標及び実績

業務執行取締役に支給する業績連動報酬に係る指標の目標は定めておりません。なお、指標の実績は、連結

経常利益が41億87百万円、連結当期純利益（親会社株主に帰属する当期純利益）が29億25百万円、単体の経常

利益は41億94百万円、当期純利益は29億92百万円でした。

ニ 役員の報酬等の額又はその算定方法の決定に関する役職ごとの方針

取締役の固定報酬の決定に際しては、企業価値の維持・向上や人材確保の観点から、適切なインセンティブ

の設定を踏まえたうえで、同規模他企業の報酬等、世間一般の水準も勘案し、役位ごとに基準を定め、職務遂

行の対価として在任中に毎月支給しております。ただし、社外取締役の固定報酬については、期待される役割

を適切に遂行できるよう、職務価値に見合った報酬水準としております。

また、業務執行取締役に支給する賞与及びストックオプションにつきましても役位に応じて算出しておりま

す。

監査役の固定報酬の決定に関する役職ごとの方針は定めておりません。
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ホ 取締役の個人別の報酬等の決定方針に関する事項

（決定方針の決定の方法）

取締役会の意思決定の透明性を高めるため、取締役の個人別の報酬等の決定方針につきまして、社外取締役

のみで構成する取締役報酬委員会に諮問し、その回答内容を尊重して、2021年２月15日開催の取締役会におい

て決議しております。

（決定方針の内容の概要）

当社の取締役の報酬は、株主総会で承認された総額の範囲内で支給しております。取締役の報酬は、固定報

酬と、業績連動報酬である賞与、非金銭報酬であるストックオプションで構成され、個人別の固定報酬、賞与

の総額及び個別支給額・支給時期については、取締役会の委任を受けた、社外取締役のみで構成する取締役報

酬委員会において決定します。なお、社外取締役の報酬は、業務執行から離れた立場で業務執行を監督すると

いう観点から、固定報酬のみで構成しております。

固定報酬は、企業価値の維持・向上や人材確保の観点から、適切なインセンティブの設定を踏まえたうえで、

同規模他企業の報酬等、世間一般の水準も勘案し、役位ごとに基準を定め、職務遂行の対価として在任中に毎

月支給しております。ただし、社外取締役の固定報酬については、期待される役割を適切に遂行できるよう、

職務価値に見合った報酬水準としております。

賞与は、業績に対する貢献に報いるため、年一回、株主総会の承認を得て、株主総会終了後の一定の時期に

支給しております。ただし、社外取締役に対して賞与は支給しておりません。

ストックオプションは、株価変動を株主の皆様と共有し、中長期的な業績向上や企業価値向上への動機が高

まることを期待し、年一回、取締役の就任・昇格時に、役位に応じて算出して、株主総会の承認を得て付与し

ております。ただし、社外取締役に対しては、ストックオプションは付与しておりません。

取締役の報酬は、中長期的視点で経営に取り組むことが重要との観点から固定報酬を基本としつつ、単年度

業績の向上や企業価値向上へのインセンティブが有効に機能するよう、固定報酬と業績連動報酬等のバランス

を考慮しております。

（当事業年度に係る取締役の個人別の報酬等の内容が決定方針に沿うと取締役会が判断した理由）

取締役の個人別の報酬等の内容は、社外取締役のみで構成する取締役報酬委員会において決定しておりま

す。取締役報酬委員会は、取締役の個人別の報酬等の内容の決定に関する方針と報酬等の内容を決定する具体

的方法の内容(算定方法)の整合性、当該算定方法と報酬等の内容の整合性について、多角的な観点から審議を

行ったうえで報酬等の内容を決定しております。前記方針の決議後に決定された個人別の報酬等につきまして

は、取締役報酬委員会で決定された算定方法及び報酬の内容は適切に取締役会に報告されており、取締役会も

前記方針に沿うものであると判断しております。

ヘ 役員の報酬等に関する株主総会の決議年月日及び決議の内容

2005年６月28日開催の第85期定時株主総会において、取締役報酬の総額について年額２億円以内、監査役報

酬の総額について年額40百万円以内とする旨のご承認をいただいております。当該決議をご承認いただいた時

点の取締役の員数は５名、監査役の員数は４名です。

また、取締役報酬の年額２億円以内とは別枠で、2024年６月21日開催の第104期定時株主総会において、社

外取締役を除く第104期に在任していた取締役３名に対し、取締役賞与総額30百万円を上限に支給する旨のご承

認をいただいております。

ト 役員の報酬等の額又はその算定方法の決定に関する方針の決定権限を有する者の名称、その権限の内容及び

裁量の範囲

（決定権限を有する者の名称と権限の内容及び裁量の範囲）

a 業務執行取締役の報酬額を決定する権限を有する者：取締役報酬委員会

取締役報酬委員会は、取締役会の委任に基づき業務執行取締役の月例報酬（固定報酬）と賞与を決定する

とともに、取締役会の諮問に基づき、報酬の設計方針等について審議し回答する機関として活動し、取締役

会の意思決定の透明性を高めております。さらに、2021年２月15日より、取締役報酬委員会の活動に社外取

締役の月例報酬（固定報酬）の決定を追加しております。
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b 社外取締役の報酬額を決定する権限を有する者：取締役報酬委員会

社外取締役の固定報酬は、経営陣からの独立性が確保されていないと監督機能を実効的に果たせないおそ

れがあるため、代表取締役と協議のうえ、取締役報酬委員会で決定することとしております。

c 監査役の報酬額を決定する権限を有する者：監査役

各監査役の報酬等に関する事項は、監査役の協議によって行うこととしております。ただし、監査役の固

定報酬の総額は、株主総会で決議された金額の範囲内としております。

チ 取締役の個人別の報酬等の決定の委任に関する事項並びに役員の報酬等の額又はその算定方法の決定に関す

る方針の決定に関与する委員会の手続きの概要

2021年２月15日開催の取締役会の決議により、取締役報酬委員会を構成する社外取締役に、取締役の個人別

の報酬等の決定を委任しております。当事業年度(第104期)に係る取締役の報酬におきましては、社外取締役

正田郁夫、同 今里栄作、同 植原惠子、同 濵田豊作の４名に委任しております。委任する権限の内容は、業務

執行取締役の個人別の固定報酬、社外取締役の個人別の固定報酬、業務執行取締役の賞与の総額及び個別支給

額・支給時期です。これらの権限を委任した理由は、取締役会の意思決定の透明性や取締役の個人別報酬の透

明性を確保するためです。なお、社外取締役の固定報酬は、経営陣からの独立性が確保されていないと監督機

能を実効的に果たせないおそれがあるため、代表取締役と協議のうえ、取締役報酬委員会で決定することとし

ております。当該権限が適切に行使されるよう、取締役報酬委員会は社外取締役のみで構成し、委任を受けた

事項について、取締役報酬委員会から取締役会へ報告することとしております。

リ 当事業年度の役員の報酬等の額の決定過程における、取締役会及び委員会等の活動内容

業務執行取締役の固定報酬並びに賞与の総額につきまして、取締役報酬委員会を開催し、決定しました。

社外取締役の固定報酬につきまして、取締役報酬委員会を開催し、決定しました。

監査役の固定報酬につきまして、監査役の協議により決定しました。

② 役員区分ごとの報酬等の総額、報酬等の種類別の総額及び対象となる役員の員数

役員区分
報酬等の総額
(百万円)

報酬等の種類別の総額(百万円) 対象となる
役員の員数

(名)固定報酬 業績連動報酬
ストック
オプション

左記のうち、
非金銭報酬等

取締役
(社外取締役を除く)

98 68 30 ― ― 3

監査役
(社外監査役を除く)

13 13 ― ― ― 3

社外役員 59 59 ― ― ― 7

(注) １．取締役の報酬等の総額には、使用人兼務取締役１名に支払った使用人分給与17百万円は含まれておりませ

ん。

２．取締役の固定報酬には、医療コンサルタント費用が含まれております。

３．監査役の報酬等の総額には、2023年６月22日付で退任した監査役１名の報酬（2023年４月１日～2023年６月

22日に係る金額）が含まれております。

４．社外役員の報酬等の総額には、2023年６月22日付で退任した社外取締役１名の報酬（2023年４月１日～2023

年６月22日に係る金額）が含まれております。

③ 役員ごとの連結報酬等の総額等

連結報酬等の総額が１億円以上である者が存在しないため、記載しておりません。
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(5) 【株式の保有状況】

① 投資株式の区分の基準及び考え方

値上がりや配当金の受け取りによる利益確保を目的とする純投資株式と異なり、保有目的が純投資以外の目的

である投資株式は、取引先との中長期的・安定的な関係の構築や、取引の維持・強化等、事業活動上の必要性か

ら、当社の中長期的な企業価値の向上に資することを目的に、保有しているものです。

また、換金性の高い有価証券としての特性に鑑み、資金調達時の担保として備えている面もあります。

② 保有目的が純投資目的以外の目的である投資株式

イ 保有方針及び保有の合理性を検証する方法

保有目的が純投資目的以外の目的である投資株式については、定期的に、保有全銘柄について配当を含めた中

長期的な収益貢献額、含み損益等を取締役会に報告し、その保有意義を検証しております。

ロ 個別銘柄の保有の適否に関する取締役会等における検証の内容

2023年11月15日開催の取締役会において、上記の方法による保有継続の適否に関する検証結果の報告を行いま

した。保有意義が希薄化したと判断した銘柄につきましては、適時、売却を進めてまいります。

ハ 銘柄数及び貸借対照表計上額

銘柄数
(銘柄)

貸借対照表計上額の
合計額(百万円)

非上場株式 13 280

非上場株式以外の株式 60 7,397

ニ 当事業年度において株式数が増加した銘柄

該当事項はありません。

ホ 当事業年度において株式数が減少した銘柄

銘柄数
（銘柄）

株式数の減少に係る売却
価額の合計額(百万円)

非上場株式 ― ―

非上場株式以外の株式 1 1
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ヘ 特定投資株式及びみなし保有株式の銘柄ごとの株式数、貸借対照表計上額等に関する情報

（特定投資株式）

銘柄

当事業年度 前事業年度
保有目的、業務提携等の概要、

定量的な保有効果
及び株式数が増加した理由

(注)１

当社の
株式の保有
の有無

株式数(株) 株式数(株)

貸借対照表
計上額
(百万円)

貸借対照表
計上額
(百万円)

東京応化工業株式会社 (注)２

614,400 204,800 株式等の引受をはじめとする証券
関連ビジネスの取引先として、取
引関係の維持・強化を目的として
株式を保有しております。

有
2,813 1,574

株式会社三菱ＵＦＪ
フィナンシャル・グループ

509,000 509,000 資金借入等を行っている主要な取
引金融機関であり、資金調達等の
取引を安定的かつ円滑に行うため
に株式を保有しております。

無
(注)３792 431

都築電気株式会社

177,000 177,000 株式等の引受をはじめとする証券
関連ビジネスの取引先として、取
引関係の維持・強化を目的として
株式を保有しております。

有
413 276

サンワテクノス株式会社

153,960 153,960 株式等の引受をはじめとする証券
関連ビジネスの取引先として、取
引関係の維持・強化を目的として
株式を保有しております。

有
367 299

株式会社東陽テクニカ

226,800 226,800 株式等の引受をはじめとする証券
関連ビジネスの取引先として、取
引関係の維持・強化を目的として
株式を保有しております。

有
350 309

日本電波工業株式会社

230,000 230,000 株式等の引受をはじめとする証券
関連ビジネスの取引先として、取
引関係の維持・強化を目的として
株式を保有しております。

有
319 296

日清食品ホールディングス株式会社
(注)４

72,000 24,000 株式等の引受をはじめとする証券
関連ビジネスの取引先として、取
引関係の維持・強化を目的として
株式を保有しております。

有
302 291

日本証券金融株式会社

178,360 178,360 貸借取引等を行っている主要な取
引金融機関であり、資金調達等の
取引を安定的かつ円滑に行うため
に株式を保有しております。

有
298 181

朝日印刷株式会社

173,000 173,000 株式等の引受をはじめとする証券
関連ビジネスの取引先として、取
引関係の維持・強化を目的として
株式を保有しております。

有
156 151

株式会社ミツバ

88,000 88,000 株式等の引受をはじめとする証券
関連ビジネスの取引先として、取
引関係の維持・強化を目的として
株式を保有しております。

無
143 45

ジーエルサイエンス株式会社

44,000 44,000 株式等の引受をはじめとする証券
関連ビジネスの取引先として、取
引関係の維持・強化を目的として
株式を保有しております。

有
121 101

平和不動産株式会社

29,100 29,100 株式等の引受をはじめとする証券
関連ビジネスの取引先として、取
引関係の維持・強化を目的として
株式を保有しております。

有
118 110

株式会社日本製鋼所

34,800 34,800 株式等の引受をはじめとする証券
関連ビジネスの取引先として、取
引関係の維持・強化を目的として
株式を保有しております。

無
117 86

丸全昭和運輸株式会社

22,000 22,000 債券等の引受をはじめとする証券
関連ビジネスの取引先として、取
引関係の維持・強化を目的として
株式を保有しております。

有
102 70

理想科学工業株式会社

25,200 25,200 株式等の引受をはじめとする証券
関連ビジネスの取引先として、取
引関係の拡大を目的として株式を
保有しております。

無
78 58

株式会社有沢製作所
60,231 60,231 証券関連ビジネスの取引先として、

取引関係の維持・強化を目的とし
て株式を保有しております。

無
68 75
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銘柄

当事業年度 前事業年度
保有目的、業務提携等の概要、

定量的な保有効果
及び株式数が増加した理由

(注)１

当社の
株式の保有
の有無

株式数(株) 株式数(株)

貸借対照表
計上額
(百万円)

貸借対照表
計上額
(百万円)

株式会社ヤマタネ

22,000 22,000 株式等の引受をはじめとする証券
関連ビジネスの取引先として、取
引関係の拡大を目的として株式を
保有しております。

有
64 37

ヤマトインターナショナル株式会社

204,000 204,000 株式等の引受をはじめとする証券
関連ビジネスの取引先として、取
引関係の維持・強化を目的として
株式を保有しております。

有
63 54

株式会社栗本鐵工所
15,300 15,300 証券関連ビジネスの取引先として、

取引関係の維持・強化を目的とし
て株式を保有しております。

無
62 31

ヨネックス株式会社

52,000 52,000 株式等の引受をはじめとする証券
関連ビジネスの取引先として、取
引関係の維持・強化を目的として
株式を保有しております。

無
58 74

株式会社両毛システムズ

19,000 19,000 株式等の引受をはじめとする証券
関連ビジネスの取引先として、取
引関係の維持・強化を目的として
株式を保有しております。

有
55 38

ニチモウ株式会社 (注)５

21,600 10,800 株式等の引受をはじめとする証券
関連ビジネスの取引先として、取
引関係の維持・強化を目的として
株式を保有しております。

無
52 34

株式会社リョーサン (注)６

10,000 10,000 株式等の引受をはじめとする証券
関連ビジネスの取引先として、取
引関係の維持・強化を目的として
株式を保有しております。

有
49 32

高砂香料工業株式会社

14,000 14,000 株式等の引受をはじめとする証券
関連ビジネスの取引先として、取
引関係の維持・強化を目的として
株式を保有しております。

有
48 36

第一生命ホールディングス株式会社

12,000 12,000 債券等の引受をはじめとする証券
関連ビジネスの取引先として、取
引関係の維持・強化を目的として
株式を保有しております。

無
46 29

名古屋鉄道株式会社

21,200 21,200 債券等の引受をはじめとする証券
関連ビジネスの取引先として、取
引関係の維持・強化を目的として
株式を保有しております。

有
45 43

飯野海運株式会社
35,000 35,000 証券関連ビジネスの取引先として、

取引関係の維持・強化を目的とし
て株式を保有しております。

無
42 35

株式会社みずほフィナンシャル
グループ

9,310 9,310 資金借入等を行っている主要な取
引金融機関であり、資金調達等の
取引を安定的かつ円滑に行うため
に株式を保有しております。

無
(注)７28 17

株式会社イトーキ

15,860 15,860 株式等の引受をはじめとする証券
関連ビジネスの取引先として、取
引関係の維持・強化を目的として
株式を保有しております。

有
28 11

古林紙工株式会社

10,700 10,700 株式等の引受をはじめとする証券
関連ビジネスの取引先として、取
引関係の維持・強化を目的として
株式を保有しております。

有
22 21

技研ホールディングス株式会社

98,000 98,000 株式等の引受をはじめとする証券
関連ビジネスの取引先として、取
引関係の維持・強化を目的として
株式を保有しております。

無
(注)８21 22

株式会社ハリマビステム (注)９

24,200 4,840 株式等の引受をはじめとする証券
関連ビジネスの取引先として、取
引関係の維持・強化を目的として
株式を保有しております。

有
18 9

コンバム株式会社

9,000 9,000 株式等の引受をはじめとする証券
関連ビジネスの取引先として、取
引関係の維持・強化を目的として
株式を保有しております。

無
17 18
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銘柄

当事業年度 前事業年度
保有目的、業務提携等の概要、

定量的な保有効果
及び株式数が増加した理由

(注)１

当社の
株式の保有
の有無

株式数(株) 株式数(株)

貸借対照表
計上額
(百万円)

貸借対照表
計上額
(百万円)

株式会社ベルク

2,000 2,000 株式等の引受をはじめとする証券
関連ビジネスの取引先として、取
引関係の維持・強化を目的として
株式を保有しております。

無
14 11

ソーダニッカ株式会社

12,000 12,000 株式等の引受をはじめとする証券
関連ビジネスの取引先として、取
引関係の維持・強化を目的として
株式を保有しております。

無
13 9

株式会社ユニバンス
11,800 11,800 証券関連ビジネスの取引先として、

取引関係の拡大を目的として株式
を保有しております。

無
8 4

株式会社オリジン

7,000 7,000 株式等の引受をはじめとする証券
関連ビジネスの取引先として、取
引関係の維持・強化を目的として
株式を保有しております。

有
8 9

株式会社ＳＲＡホールディングス

2,000 2,000 株式等の引受をはじめとする証券
関連ビジネスの取引先として、取
引関係の維持・強化を目的として
株式を保有しております。

無
7 5

三精テクノロジーズ株式会社

6,000 6,000 株式等の引受をはじめとする証券
関連ビジネスの取引先として、取
引関係の維持・強化を目的として
株式を保有しております。

有
7 4

株式会社デンソー (注)10
2,420 605 証券関連ビジネスの取引先として、

取引関係の維持・強化を目的とし
て株式を保有しております。

無
6 4

株式会社マースグループ
ホールディングス

2,000 2,000 株式等の引受をはじめとする証券
関連ビジネスの取引先として、取
引関係の維持・強化を目的として
株式を保有しております。

無
6 6

ソレキア株式会社

880 880 株式等の引受をはじめとする証券
関連ビジネスの取引先として、取
引関係の維持・強化を目的として
株式を保有しております。

有
5 4

株式会社日本色材工業研究所

2,400 2,400 株式等の引受をはじめとする証券
関連ビジネスの取引先として、取
引関係の維持・強化を目的として
株式を保有しております。

無
3 3

株式会社小野測器

5,000 5,000 株式等の引受をはじめとする証券
関連ビジネスの取引先として、取
引関係の維持・強化を目的として
株式を保有しております。

無
3 2

千代田インテグレ株式会社

1,200 1,200 株式等の引受をはじめとする証券
関連ビジネスの取引先として、取
引関係の維持・強化を目的として
株式を保有しております。

無
3 2

株式会社ミスミグループ本社

1,086 1,086 株式等の引受をはじめとする証券
関連ビジネスの取引先として、取
引関係の拡大を目的として株式を
保有しております。

無
2 3

アルフレッサホールディングス
株式会社

960 960 証券関連ビジネスの取引先として、
取引関係の維持・強化を目的とし
て株式を保有しております。

無
2 1

双葉電子工業株式会社

3,000 3,000 株式等の引受をはじめとする証券
関連ビジネスの取引先として、取
引関係の維持・強化を目的として
株式を保有しております。

無
1 1

株式会社銀座山形屋

1,200 1,200 株式等の引受をはじめとする証券
関連ビジネスの取引先として、取
引関係の維持・強化を目的として
株式を保有しております。

無
1 1

株式会社ＲＹＯＤＥＮ

500 500 株式等の引受をはじめとする証券
関連ビジネスの取引先として、取
引関係の維持・強化を目的として
株式を保有しております。

無
1 0
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銘柄

当事業年度 前事業年度
保有目的、業務提携等の概要、

定量的な保有効果
及び株式数が増加した理由

(注)１

当社の
株式の保有
の有無

株式数(株) 株式数(株)

貸借対照表
計上額
(百万円)

貸借対照表
計上額
(百万円)

株式会社カーメイト

1,100 1,100 株式等の引受をはじめとする証券
関連ビジネスの取引先として、取
引関係の維持・強化を目的として
株式を保有しております。

有
1 0

大木ヘルスケアホールディングス
株式会社

1,000 1,000 株式等の引受をはじめとする証券
関連ビジネスの取引先として、取
引関係の維持・強化を目的として
株式を保有しております。

無
(注)110 0

ＮＣＳ＆Ａ株式会社

1,200 1,200 株式等の引受をはじめとする証券
関連ビジネスの取引先として、取
引関係の維持・強化を目的として
株式を保有しております。

有
0 0

光ビジネスフォーム株式会社

1,000 1,000 株式等の引受をはじめとする証券
関連ビジネスの取引先として、取
引関係の維持・強化を目的として
株式を保有しております。

無
0 0

株式会社ソノコム

1,000 1,000 株式等の引受をはじめとする証券
関連ビジネスの取引先として、取
引関係の維持・強化を目的として
株式を保有しております。

無
0 0

セントラル硝子株式会社

200 200 株式等の引受をはじめとする証券
関連ビジネスの取引先として、取
引関係の維持・強化を目的として
株式を保有しております。

無
0 0

ユニオンツール株式会社

110 110 株式等の引受をはじめとする証券
関連ビジネスの取引先として、取
引関係の維持・強化を目的として
株式を保有しております。

無
0 0

イノテック株式会社

200 200 株式等の引受をはじめとする証券
関連ビジネスの取引先として、取
引関係の維持・強化を目的として
株式を保有しております。

無
0 0

千代田化工建設株式会社

1,000 1,000 株式等の引受をはじめとする証券
関連ビジネスの取引先として、取
引関係の維持・強化を目的として
株式を保有しております。

無
0 0

中国工業株式会社

100 * 株式等の引受をはじめとする証券
関連ビジネスの取引先として、取
引関係の維持・強化を目的として
株式を保有しております。

有
0 *

株式会社グローセル
― 2,000 当事業年度において保有株式を売

却しております。
無

― 0

(注)１．定量的な保有効果については記載が困難であります。保有の合理性は、定期的に、保有全銘柄について配当を

含めた中長期的な収益貢献額、含み損益等を取締役会に報告し、その保有意義を検証しております。

２．東京応化工業株式会社は2024年１月１日付けで１株につき３株の割合で株式分割しております。

３．株式会社三菱ＵＦＪフィナンシャル・グループは当社株式を保有しておりませんが、同社グループの三菱ＵＦ

Ｊ信託銀行株式会社と三菱ＵＦＪモルガン・スタンレー証券株式会社が当社株式を保有しております。

４．日清食品ホールディングス株式会社は2024年１月１日付けで１株につき３株の割合で株式分割しております。

５．ニチモウ株式会社は2024年１月１日付けで１株につき２株の割合で株式分割しております。

６．株式会社リョーサンは2024年４月１日付けで菱洋エレクトロ株式会社と経営統合し、リョーサン菱洋ホールデ

ィングス株式会社を設立しております。

７．株式会社みずほフィナンシャルグループは当社株式を保有しておりませんが、同社グループの株式会社みずほ

銀行とみずほ証券株式会社が当社株式を保有しております。

８．技研ホールディングス株式会社は当社株式を保有しておりませんが、同社グループの技研興業株式会社が当社

株式を保有しております。

９．株式会社ハリマビステムは2024年４月１日付けで１株につき５株の割合で株式分割しております。

10．株式会社デンソーは2023年10月１日付けで１株につき４株の割合で株式分割しております。

11．大木ヘルスケアホールディングス株式会社は当社株式を保有しておりませんが、同社グループの株式会社大木

が当社株式を保有しております。

12．「－」は、当該銘柄を保有していないことを示しております。「*」は、当該銘柄の貸借対照表計上額が当社の

資本金額の100分の１以下であり、かつ貸借対照表計上額の大きい順の60銘柄に該当しないために記載を省略し

ていることを示しております。
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（みなし保有株式）

該当事項はありません。

③ 保有目的が純投資目的である投資株式

区分

当事業年度 前事業年度

銘柄数
(銘柄)

貸借対照表
計上額の合計額

(百万円)

銘柄数
(銘柄)

貸借対照表
計上額の合計額

(百万円)

非上場株式 1 49 1 49

非上場株式以外の株式 7 10,450 6 5,502

区分

当事業年度

受取配当金の
合計額(百万円)

売却損益の
合計額(百万円)

評価損益の
合計額(百万円)

非上場株式 ― ― ―

非上場株式以外の株式 167 ― 9,668

④ 当事業年度中に投資株式の保有目的を純投資目的から純投資目的以外の目的に変更したもの

該当事項はありません。

⑤ 当事業年度中に投資株式の保有目的を純投資目的以外の目的から純投資目的に変更したもの

該当事項はありません。
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５ 【業務の状況】

(1) 受入手数料の内訳

（単位：百万円）

期別 区分 株式 債券 受益証券 その他 合計

前事業年度
(自 2022年４月１日
至 2023年３月31日)

委託手数料 4,244 ― 105 ― 4,349

引受け・売出し・特定投資家
向け売付け勧誘等の手数料

14 88 ― ― 102

募集・売出し・特定投資家向
け売付け勧誘等の取扱手数料

0 0 4,270 ― 4,271

その他の受入手数料 10 4 5,888 33 5,937

合計 4,269 93 10,263 33 14,660

当事業年度
(自 2023年４月１日
至 2024年３月31日)

委託手数料 6,783 ― 103 ― 6,886

引受け・売出し・特定投資家
向け売付け勧誘等の手数料

19 77 ― ― 96

募集・売出し・特定投資家向
け売付け勧誘等の取扱手数料

0 0 4,737 ― 4,738

その他の受入手数料 4 1 6,631 52 6,689

合計 6,807 80 11,471 52 18,411

(2) トレーディング損益の内訳

（単位：百万円）

区分

前事業年度
(自 2022年４月１日
至 2023年３月31日)

当事業年度
(自 2023年４月１日
至 2024年３月31日)

実現損益 評価損益 合計 実現損益 評価損益 合計

株式等トレーディング損益 △0 ― △0 △0 ― △0

債券等・その他のトレーディング損益 60 △4 56 34 3 38

債券等トレーディング損益 13 △4 8 4 3 8

その他のトレーディング損益 47 △0 47 30 0 30

合計 60 △4 56 34 3 38

(3) 自己資本規制比率

前事業年度末
(2023年３月31日)

当事業年度末
(2024年３月31日)

金額(百万円) 金額(百万円)

基本的項目 (A) 37,818 37,167

補完的項目

その他有価証券評価差額金(評価益)等 6,207 11,190

金融商品取引責任準備金 165 143

合計 (B) 6,373 11,333

控除資産 (C) 4,328 4,236

固定化されていない自己資本の額 (A)＋(B)－(C) (D) 39,863 44,264

リスク相当額

市場リスク相当額 1,707 2,891

取引先リスク相当額 572 730

基礎的リスク相当額 3,572 3,551

合計 (E) 5,852 7,174

自己資本規制比率 (D)／(E)×100 681.1％ 616.9％

(注) 上記は金融商品取引法第46条の６第１項の規定に基づき、「金融商品取引業等に関する内閣府令」の定めによ

り算出したものであります。
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(4) 有価証券の売買等業務の状況

① 有価証券の売買の状況(先物取引及びオプション取引を除く)

イ 株式

（単位：百万円）

期別 受託 自己 合計

前事業年度
(自 2022年４月１日
至 2023年３月31日)

892,608 810 893,419

当事業年度
(自 2023年４月１日
至 2024年３月31日)

1,093,719 113 1,093,833

ロ 債券

（単位：百万円）

期別 受託 自己 合計

前事業年度
(自 2022年４月１日
至 2023年３月31日)

― 152,922 152,922

当事業年度
(自 2023年４月１日
至 2024年３月31日)

― 83,399 83,399

ハ 受益証券

（単位：百万円）

期別 受託 自己 合計

前事業年度
(自 2022年４月１日
至 2023年３月31日)

177,131 1,046 178,177

当事業年度
(自 2023年４月１日
至 2024年３月31日)

121,632 571 122,203

ニ その他

（単位：百万円）

期別 受託 自己 合計

前事業年度
(自 2022年４月１日
至 2023年３月31日)

27 ― 27

当事業年度
(自 2023年４月１日
至 2024年３月31日)

39 ― 39

② 先物取引及びオプション取引の状況

該当事項はありません。
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(5) 有価証券の引受け及び売出し並びに特定投資家向け売付け勧誘等並びに有価証券の募集、売出し及び私募の取扱

い並びに特定投資家向け売付け勧誘等の取扱いの状況

イ 株式

（単位：百万円）

期別 引受高 売出高

特定投資家
向け売付け
勧誘等の
総額

募集の
取扱高

売出しの
取扱高

私募の
取扱高

特定投資家
向け売付け
勧誘等の
取扱高

前事業年度
(自 2022年４月１日
至 2023年３月31日)

243 261 ― ― 4 ― ―

当事業年度
(自 2023年４月１日
至 2024年３月31日)

258 280 ― ― 5 ― ―

ロ 債券

（単位：百万円）

期別 種類 引受高 売出高

特定投資家
向け売付け
勧誘等の
総額

募集の
取扱高

売出しの
取扱高

私募の
取扱高

特定投資家
向け売付け
勧誘等の
取扱高

前事業年度
(自 2022年４月１日
至 2023年３月31日)

国 債 ― ― ― 242 ― ― ―

地方債 19,590 ― ― 19,706 ― ― ―

特殊債 ― ― ― ― ― ― ―

社 債 8,800 ― ― 8,800 ― ― ―

合 計 28,390 ― ― 28,748 ― ― ―

当事業年度
(自 2023年４月１日
至 2024年３月31日)

国 債 ― ― ― 460 ― ― ―

地方債 22,945 ― ― 23,061 ― ― ―

特殊債 ― ― ― ― ― ― ―

社 債 4,275 ― ― 4,275 ― ― ―

合 計 27,220 ― ― 27,796 ― ― ―

ハ 受益証券

（単位：百万円）

期別 引受高 売出高

特定投資家
向け売付け
勧誘等の
総額

募集の
取扱高

売出しの
取扱高

私募の
取扱高

特定投資家
向け売付け
勧誘等の
取扱高

前事業年度
(自 2022年４月１日
至 2023年３月31日)

― ― ― 510,638 ― ― ―

当事業年度
(自 2023年４月１日
至 2024年３月31日)

― ― ― 586,258 ― ― ―

ニ その他

該当事項はありません。
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(6) その他の業務の状況

① 有価証券の保護預り業務

区分

前事業年度
(2023年３月31日)

当事業年度
(2024年３月31日)

国内有価証券 外国有価証券 国内有価証券 外国有価証券

株式(千株) 493,488 7,757 657,947 7,144

債券(百万円) 37,993 1,320 41,215 1,487

受
益
証
券

単位型(百万口) ― ―

追
加
型

株式(百万口) 806,602 2,137 832,233 1,687

債券(百万口) 86,856 106,482

② 有価証券の貸借の媒介、取次又は代理業務

期別

顧客に斡旋した融資額とこれに
より顧客が買付けている株数

顧客に斡旋した貸株とこれに
より顧客が売付けている代金

金額(百万円) 株数(千株) 株数(千株) 金額(百万円)

前事業年度(2023年３月31日) 5,265 2,071 112 387

当事業年度(2024年３月31日) 6,781 2,315 46 167

③ 公社債元利金支払の代理業務

期別 取扱額(百万円)

前事業年度(自 2022年４月１日 至 2023年３月31日) 6,003

当事業年度(自 2023年４月１日 至 2024年３月31日) 2,133

④ 証券投資信託受益証券の収益金・償還金及び一部解約金支払の代理業務

期別 取扱額(百万円)

前事業年度(自 2022年４月１日 至 2023年３月31日) 520,297

当事業年度(自 2023年４月１日 至 2024年３月31日) 568,720

(注) 外国証券投資信託の取扱額は上記の取扱額には含まれておりません。
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第５ 【経理の状況】

１．連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について

(1) 当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」 (1976年大蔵省令第28号)並び

に同規則第46条及び第68条の規定に基づき、「金融商品取引業等に関する内閣府令」 (2007年内閣府令第52号)及び

「有価証券関連業経理の統一に関する規則」 (1974年11月14日日本証券業協会自主規制規則)に準拠して作成してお

ります。

(2) 当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」 (1963年大蔵省令第59号)並びに同規

則第２条の規定に基づき、「金融商品取引業等に関する内閣府令」 (2007年内閣府令第52号)及び「有価証券関連業

経理の統一に関する規則」(1974年11月14日日本証券業協会自主規制規則)に準拠して作成しております。

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、連結会計年度(2023年４月１日から2024年３月31日

まで)の連結財務諸表及び事業年度(2023年４月１日から2024年３月31日まで)の財務諸表について、有限責任監査法

人トーマツにより監査を受けております。

３．連結財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組みについて

当社は、連結財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組みとして、会計基準等の内容を適切に把握できる

体制を整備するため、公益財団法人財務会計基準機構へ加入し、同団体の発行する会計専門書の定期購読を行って

いるほか、監査法人等が主催する研修会へも積極的に参加しております。
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１ 【連結財務諸表等】

(1)【連結財務諸表】

①【連結貸借対照表】

(単位：百万円)

前連結会計年度
(2023年３月31日)

当連結会計年度
(2024年３月31日)

資産の部

流動資産

現金・預金 30,978 36,368

預託金 10,602 11,659

顧客分別金信託 10,582 11,639

その他の預託金 20 20

トレーディング商品 627 549

商品有価証券等 ※5 627 ※5 549

デリバティブ取引 0 0

約定見返勘定 - 0

信用取引資産 5,507 6,860

信用取引貸付金 5,265 6,781

信用取引借証券担保金 242 78

立替金 4 9

募集等払込金 2,316 3,023

未収収益 1,352 1,689

その他の有価証券 49 49

その他の流動資産 442 278

流動資産合計 51,880 60,489

固定資産

有形固定資産 ※1,2 2,660 ※1,2 2,666

建物 870 875

器具備品 488 348

土地 1,299 1,283

建設仮勘定 1 158

無形固定資産 304 279

ソフトウエア 297 278

その他 7 0

投資その他の資産 12,756 20,640

投資有価証券 ※2 10,935 ※2 18,323

長期貸付金 1 0

長期差入保証金 720 708

長期前払費用 24 18

退職給付に係る資産 966 1,473

その他 108 115

固定資産合計 15,721 23,586

資産合計 67,601 84,075
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(2023年３月31日)

当連結会計年度
(2024年３月31日)

負債の部

流動負債

約定見返勘定 4 -

信用取引負債 596 593

信用取引借入金 ※2 209 ※2 426

信用取引貸証券受入金 387 167

有価証券担保借入金 49 10

有価証券貸借取引受入金 49 10

預り金 11,099 17,409

受入保証金 1,371 1,437

短期借入金 ※2 2,750 ※2 2,700

未払法人税等 42 1,299

賞与引当金 824 1,004

役員賞与引当金 - 30

その他の流動負債 853 969

流動負債合計 17,591 25,455

固定負債

繰延税金負債 2,790 5,041

退職給付に係る負債 854 815

長期未払金 14 -

その他の固定負債 99 95

固定負債合計 3,757 5,952

特別法上の準備金

金融商品取引責任準備金 ※6 165 ※6 143

特別法上の準備金合計 165 143

負債合計 21,515 31,550

純資産の部

株主資本

資本金 10,000 10,000

資本剰余金 331 415

利益剰余金 30,245 31,069

自己株式 △970 △747

株主資本合計 39,605 40,737

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 6,040 11,100

退職給付に係る調整累計額 228 531

その他の包括利益累計額合計 6,269 11,631

新株予約権 211 156

純資産合計 46,086 52,524

負債・純資産合計 67,601 84,075
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②【連結損益計算書及び連結包括利益計算書】

【連結損益計算書】

(単位：百万円)
前連結会計年度

(自 2022年４月１日
至 2023年３月31日)

当連結会計年度
(自 2023年４月１日
至 2024年３月31日)

営業収益

受入手数料 14,660 18,411

委託手数料 4,349 6,886

引受け・売出し・特定投資家向け売付け勧誘
等の手数料

102 96

募集・売出し・特定投資家向け売付け勧誘等
の取扱手数料

4,271 4,738

その他の受入手数料 5,937 6,689

トレーディング損益 56 38

金融収益 214 158

営業収益合計 ※1 14,931 ※1 18,608

金融費用 59 52

純営業収益 14,872 18,556

販売費・一般管理費

取引関係費 1,273 1,270

人件費 ※2 8,692 ※2 9,218

不動産関係費 1,459 1,455

事務費 1,741 1,578

減価償却費 518 453

租税公課 205 246

その他 601 638

販売費・一般管理費合計 14,492 14,861

営業利益 379 3,694

営業外収益 ※3 480 ※3 498

営業外費用 ※4 7 ※4 5

経常利益 852 4,187

特別利益

金融商品取引責任準備金戻入 - 21

自己新株予約権消却益 20 18

投資有価証券売却益 229 1

受取補償金 37 -

固定資産売却益 ※5 27 -

特別利益合計 314 41

特別損失

固定資産除売却損 ※6 5 ※6 39

減損損失 ※7 27 ※7 10

投資有価証券売却損 3 -

有価証券評価減 1 -

特別損失合計 38 50

税金等調整前当期純利益 1,128 4,179

法人税、住民税及び事業税 301 1,362

法人税等調整額 49 △108

法人税等合計 350 1,253

当期純利益 778 2,925

非支配株主に帰属する当期純利益 - -

親会社株主に帰属する当期純利益 778 2,925
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【連結包括利益計算書】

(単位：百万円)
前連結会計年度

(自 2022年４月１日
至 2023年３月31日)

当連結会計年度
(自 2023年４月１日
至 2024年３月31日)

当期純利益 778 2,925

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 △213 5,059

退職給付に係る調整額 △41 302

その他の包括利益合計 ※1 △255 ※1 5,361

包括利益 523 8,287

（内訳）

親会社株主に係る包括利益 523 8,287

非支配株主に係る包括利益 - -



― 61 ―

③【連結株主資本等変動計算書】

前連結会計年度(自 2022年４月１日 至 2023年３月31日)

(単位：百万円)

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当期首残高 10,000 331 30,526 △469 40,388

当期変動額

剰余金の配当 △1,059 △1,059

親会社株主に帰属する

当期純利益
778 778

自己株式の取得 △504 △504

自己株式の処分 △0 3 2

株主資本以外の項目の

当期変動額（純額）

当期変動額合計 - △0 △281 △500 △782

当期末残高 10,000 331 30,245 △970 39,605

その他の包括利益累計額

新株予約権 純資産合計その他有価証券

評価差額金

退職給付に係る

調整累計額

その他の包括利益

累計額合計

当期首残高 6,253 270 6,524 220 47,133

当期変動額

剰余金の配当 △1,059

親会社株主に帰属する

当期純利益
778

自己株式の取得 △504

自己株式の処分 2

株主資本以外の項目の

当期変動額（純額）
△213 △41 △255 △8 △263

当期変動額合計 △213 △41 △255 △8 △1,046

当期末残高 6,040 228 6,269 211 46,086
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当連結会計年度(自 2023年４月１日 至 2024年３月31日)

(単位：百万円)

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当期首残高 10,000 331 30,245 △970 39,605

当期変動額

剰余金の配当 △2,101 △2,101

親会社株主に帰属する

当期純利益
2,925 2,925

自己株式の取得 △0 △0

自己株式の処分 84 224 308

株主資本以外の項目の

当期変動額（純額）

当期変動額合計 - 84 824 223 1,132

当期末残高 10,000 415 31,069 △747 40,737

その他の包括利益累計額

新株予約権 純資産合計その他有価証券

評価差額金

退職給付に係る

調整累計額

その他の包括利益

累計額合計

当期首残高 6,040 228 6,269 211 46,086

当期変動額

剰余金の配当 △2,101

親会社株主に帰属する

当期純利益
2,925

自己株式の取得 △0

自己株式の処分 308

株主資本以外の項目の

当期変動額（純額）
5,059 302 5,361 △55 5,306

当期変動額合計 5,059 302 5,361 △55 6,438

当期末残高 11,100 531 11,631 156 52,524
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④【連結キャッシュ・フロー計算書】

(単位：百万円)
前連結会計年度

(自 2022年４月１日
至 2023年３月31日)

当連結会計年度
(自 2023年４月１日
至 2024年３月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前当期純利益 1,128 4,179

減価償却費 518 453

貸倒引当金の増減額（△は減少） △0 -

退職給付に係る資産の増減額（△は増加） △103 △83

退職給付に係る負債の増減額（△は減少） △28 △31

賞与引当金の増減額（△は減少） △59 180

役員賞与引当金の増減額（△は減少） △20 30

金融商品取引責任準備金の増減額（△は減少） - △21

減損損失 27 10

投資有価証券評価損益（△は益） 1 -

固定資産除売却損益（△は益） △21 39

投資有価証券売却損益（△は益） △226 △1

受取利息及び受取配当金 △603 △537

支払利息 59 52

顧客分別金信託の増減額（△は増加） 16,520 △1,057

立替金及び預り金の増減額 △3,736 6,305

トレーディング商品の増減額 42 73

信用取引資産及び信用取引負債の増減額 △488 △1,355

有価証券担保借入金の増減額（△は減少） △92 △39

受入保証金の増減額（△は減少） △2,476 65

募集等払込金の増減額（△は増加） 778 △707

その他 △215 △518

小計 11,005 7,036

利息及び配当金の受取額 609 539

利息の支払額 △59 △52

法人税等の支払額又は還付額（△は支払） △561 33

営業活動によるキャッシュ・フロー 10,994 7,557

投資活動によるキャッシュ・フロー

投資有価証券の取得による支出 - △99

投資有価証券の売却による収入 298 1

有形及び無形固定資産の取得による支出 △354 △571

有形固定資産の売却による収入 80 3

事業分離による支出 ※2 △4,624 -

その他 △3 △67

投資活動によるキャッシュ・フロー △4,603 △734

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） - △50

リース債務の返済による支出 △1 △1

自己株式の取得による支出 △504 △0

自己株式の売却による収入 1 257

配当金の支払額 △1,057 △2,092

財務活動によるキャッシュ・フロー △1,561 △1,886

現金及び現金同等物に係る換算差額 276 453

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 5,105 5,390

現金及び現金同等物の期首残高 25,873 30,978

現金及び現金同等物の期末残高 ※1 30,978 ※1 36,368
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【注記事項】

(連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項)

１．連結の範囲に関する事項

すべての子会社を連結しております。

連結子会社の数

1社

連結子会社の名称

丸三ファイナンス株式会社

連結子会社であった丸三エンジニアリング株式会社は、当社を存続会社とする吸収合併により消滅したため、

連結の範囲から除外しております。

２．持分法の適用に関する事項

該当事項はありません。

３．連結子会社の事業年度等に関する事項

連結子会社の決算日は、すべて連結決算日と一致しております。

４．会計方針に関する事項

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法

① トレーディング商品に属する有価証券等の評価基準及び評価方法

トレーディング商品に属する有価証券(売買目的有価証券)及びデリバティブ取引等については、時価法を採用

しております。

トレーディングは主に顧客との取引により顧客の資産運用等のニーズに対応することと、自己の計算に基づき

時価の変動により利益を確保することを目的としております。取り扱う商品は、有価証券の現物取引、株価指数

及び国債等に係る先物取引やオプション取引等の取引所取引の金融派生商品、先物外国為替取引等の取引所取引

以外の金融派生商品であります。

② トレーディング商品に属さない有価証券等の評価基準及び評価方法

その他有価証券

イ 市場価格のない株式等以外のもの

時価法をもって連結貸借対照表価額とし、取得原価との評価差額を全部純資産直入する方法によっており

ます(売却原価は移動平均法により算定しております)。

ロ 市場価格のない株式等

移動平均法による原価法によっております。

(2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法

① 有形固定資産

定率法を採用しております。ただし、1998年４月１日以降に取得した建物(建物附属設備を除く)並びに2016年

４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物については、定額法を採用しております。また、取得価額が10

万円以上20万円未満の有形固定資産については、連結会計年度ごとに一括して３年間で均等償却する方法を採用

しております。

なお、主な耐用年数は、建物８年～39年、器具備品３年～15年であります。

② 無形固定資産及び長期前払費用

定額法を採用しております。なお、ソフトウエア(自社利用分)については、社内における利用可能期間(５年)

に基づいております。
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(3) 重要な引当金及び準備金の計上基準

① 賞与引当金

従業員に対する賞与の支払いに備えるため、当期の業績を勘案して算出した支払見込額を計上しております。

② 役員賞与引当金

役員に対する賞与の支払いに備えるため、当期の業績を勘案して算出した支払見込額を計上しております。

③ 金融商品取引責任準備金

証券事故による損失に備えるため、「金融商品取引法」第46条の５第１項の規定により算出した額を計上して

おります。

(4) 退職給付に係る会計処理の方法

① 退職給付見込額の期間帰属方法

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間に帰属させる方法については、

給付算定式基準によっております。

② 数理計算上の差異の費用処理方法

数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（５年）

による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理することとしております。

(5) 重要な収益及び費用の計上基準

当社グループの顧客との契約から生じる主な収益は、株式委託手数料、投資信託の募集手数料及び投資信託の

信託報酬であります。

株式委託手数料は、顧客の株式売買注文を証券取引所に取り次ぐサービスを提供する対価として受領する手数

料であり、サービスの提供が完了する約定日時点において履行義務が充足され、収益を認識しております。現物

取引に係る委託手数料は原則として履行義務充足後２営業日以内に、信用取引に係る委託手数料は建玉が決済さ

れる半年以内に、それぞれ対価を受領しております。

投資信託の募集手数料は、顧客の投資信託の買付に係るサービスを提供する対価として受領する手数料であり、

サービスの提供が完了する約定日時点において履行義務が充足され、収益を認識しております。履行義務の対価

は約定日から数営業日以内に到来する受渡日に受領しております。

投資信託の信託報酬は、顧客が保有する投資信託の管理等のサービスを提供する対価として受領する手数料で

あり、サービスを提供する期間にわたって履行義務が充足し、投資信託の残高に契約に基づく料率を乗じて日々

算出した金額で収益を認識しております。履行義務の対価は概ね１年以内に到来する投資信託の決算日に受領し

ております。

なお、これらの収益には重大な変動対価の見積り及び金融要素は含まれておりません。

(6) 重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算の基準

外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理しており

ます。

(7) 連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

連結キャッシュ・フロー計算書における資金(現金及び現金同等物)は、手許現金及び当座預金、普通預金等の

預入れ期間が３ヵ月を超えない預金等からなっております。

(8) その他連結財務諸表作成のための重要な事項

① 控除対象外消費税等の会計処理方法

控除対象外消費税等は、当連結会計年度の費用として処理しております。

② 約定見返勘定の会計処理方法

約定見返勘定については、借方の金額と貸方の金額を相殺して計上しております。
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(重要な会計上の見積り)

１．繰延税金資産の回収可能性

(1) 当連結会計年度の連結財務諸表に計上した金額

前連結会計年度 当連結会計年度

繰延税金資産 342百万円 469百万円

(2) 識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報

当社グループは、繰延税金資産の回収可能性の判断について、将来の税金負担額を軽減する効果を有すると考え

られる範囲内で繰延税金資産を計上しております。

この判断は課税所得の発生見込を基礎としておりますが、当社グループの主たる事業である金融商品取引業は、

証券市場の変動の影響を大きく受ける市況産業であるため、市場環境の変動等外部要因の影響によって、実際の課

税所得は当社の想定と乖離する可能性があります。将来の市場環境等を客観的に予想することは困難であることか

ら、過去の実績と当連結会計年度末現在において当社が入手している情報(株価、金利、為替等)を勘案して見積り

を行っております。

翌連結会計年度の実績が見積りと異なった場合、繰延税金資産の取崩し又は追加計上により、利益が変動する可

能性があります。

２．固定資産の減損

(1) 当連結会計年度の連結財務諸表に計上した金額

前連結会計年度 当連結会計年度

固定資産の減損に係る
会計基準の対象資産

2,989百万円 2,963百万円

(2) 識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報

当社グループは、基本的に管理会計上キャッシュ・フローを生み出す最小単位として認識可能である部店単位で

グルーピングを行った上で、減損損失の計上要否判断を将来キャッシュ・フローの見積りに基づいて行っておりま

す。

この判断は将来キャッシュ・フローの発生見込を基礎としておりますが、当社グループの主たる事業である金融

商品取引業は、証券市場の変動の影響を大きく受ける市況産業であるため、市場環境の変動等外部要因の影響によ

って、実際のキャッシュ・フローは当社の想定と乖離する可能性があります。将来の市場環境等を客観的に予想す

ることは困難であることから、過去の実績と当連結会計年度末現在において当社が入手している情報(株価、金利、

為替等)を勘案して見積りを行っております。

翌連結会計年度の実績が見積りと異なった場合、減損損失の計上により、利益が変動する可能性があります。

(未適用の会計基準等)

・「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」（企業会計基準第27号 2022年10月28日）

・「包括利益の表示に関する会計基準」（企業会計基準第25号 2022年10月28日）

・「税効果会計に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第28号 2022年10月28日）

(1) 概要

その他の包括利益に対して課税される場合の法人税等の計上区分及びグループ法人税制が適用される場合の子

会社株式等の売却に係る税効果の取扱いを定めるものであります。

(2) 適用予定日

2025年３月期の期首より適用予定であります。

(3) 当該会計基準等の適用による影響

影響額は、当連結財務諸表の作成時において評価中であります。
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(表示方法の変更)

（連結貸借対照表関係）

前連結会計年度において、独立掲記しておりました「無形固定資産」の「電話加入権」は、金額的重要性が乏しく

なったため、当連結会計年度より「その他」に含めて表示しております。この表示方法の変更を反映させるため、前

連結会計年度の連結財務諸表の組替えを行っております。

この結果、前連結会計年度の連結貸借対照表において、「無形固定資産」に表示していた「電話加入権」７百万円

は、「その他」７百万円として組み替えております。

(連結貸借対照表関係)

※１ 有形固定資産の減価償却累計額の内訳は、次のとおりであります。

前連結会計年度
(2023年３月31日)

当連結会計年度
(2024年３月31日)

建物 1,996百万円 2,073百万円

器具備品 1,698 1,413

合計 3,695 3,487

※２ 担保に供している資産

前連結会計年度(2023年３月31日)

担保権によって担保されている債務 担保に供している資産

期末残高
(百万円)

有形固定資産
(百万円)

投資有価証券
(百万円)

合計
(百万円)

― 根抵当権 質権 ―

短期借入金 2,750 467 3,256 3,724

金融機関借入金 2,650 467 3,256 3,724

証券金融会社借入金 100 ― ― ―

信用取引借入金 209 ― ― ―

合計 2,959 467 3,256 3,724

(注) １．担保に供している資産は期末帳簿価額により記載しております。

２．上記のほか、信用取引借入金及び信用取引借証券の担保として、受入保証金の代用有価証券677百万

円を差し入れております。また、信用取引の自己融資見返り株券を証券金融会社借入金の担保とし

て153百万円、取引所の会員信認金の代用として10百万円、取引参加者保証金の代用として22百万

円、株式会社日本証券クリアリング機構への当初証拠金の代用として236百万円、清算基金の代用と

して117百万円を差し入れております。

当連結会計年度(2024年３月31日)

担保権によって担保されている債務 担保に供している資産

期末残高
(百万円)

有形固定資産
(百万円)

投資有価証券
(百万円)

合計
(百万円)

― 根抵当権 質権 ―

短期借入金 2,700 451 3,366 3,818

金融機関借入金 2,650 451 3,366 3,818

証券金融会社借入金 50 ― ― ―

信用取引借入金 426 ― ― ―

合計 3,126 451 3,366 3,818

(注) １．担保に供している資産は期末帳簿価額により記載しております。

２．上記のほか、信用取引借入金及び信用取引借証券の担保として、受入保証金の代用有価証券1,199百

万円を差し入れております。また、信用取引の自己融資見返り株券を証券金融会社借入金の担保と

して187百万円、取引所の会員信認金の代用として11百万円、取引参加者保証金の代用として11百万

円、株式会社日本証券クリアリング機構への当初証拠金の代用として709百万円、清算基金の代用と

して182百万円を差し入れております。
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３ 有価証券等を差し入れた場合等の時価額は次のとおりであります。

前連結会計年度
(2023年３月31日)

当連結会計年度
(2024年３月31日)

信用取引貸証券 434百万円 198百万円

信用取引借入金の本担保証券 210 466

消費貸借契約により貸し付けた有価証券 48 9

（注）担保に供している資産に属するものは除いております。

４ 有価証券等の差入れを受けた場合等の時価額は次のとおりであります。

前連結会計年度
(2023年３月31日)

当連結会計年度
(2024年３月31日)

信用取引貸付金の本担保証券 5,169百万円 7,050百万円

信用取引借証券 247 78

受入保証金代用有価証券 7,404 9,498

（注）受入保証金代用有価証券は再担保に供する旨の同意を得たものに限ります。

※５ 資産に属する商品有価証券等の内訳は、次のとおりであります。

前連結会計年度
(2023年３月31日)

当連結会計年度
(2024年３月31日)

(資産)

債券 627百万円 549百万円

合計 627 549

※６ 特別法上の準備金の計上を規定した法令の条項は次のとおりであります。

金融商品取引責任準備金

金融商品取引法第46条の５第１項

(連結損益計算書関係)

※１ 顧客との契約から生じる収益

営業収益については、顧客との契約から生じる収益及びそれ以外の収益を区分して記載しておりません。顧客と

の契約から生じる収益の金額は、連結財務諸表「注記事項（収益認識関係） １．顧客との契約から生じる収益を分

解した情報」に記載しております。

※２ 人件費の中に含まれている賞与引当金繰入額及び役員賞与引当金繰入額は、次のとおりであります。

前連結会計年度
(自 2022年４月１日
至 2023年３月31日)

当連結会計年度
(自 2023年４月１日
至 2024年３月31日)

賞与引当金繰入額 824百万円 1,004百万円

役員賞与引当金繰入額 ― 30

※３ 営業外収益のうち主なものは、次のとおりであります。

前連結会計年度
(自 2022年４月１日
至 2023年３月31日)

当連結会計年度
(自 2023年４月１日
至 2024年３月31日)

投資有価証券配当金 388百万円 379百万円

団体保険配当金等 34 63
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※４ 営業外費用のうち主なものは、次のとおりであります。

前連結会計年度
(自 2022年４月１日
至 2023年３月31日)

当連結会計年度
(自 2023年４月１日
至 2024年３月31日)

会員権評価損 ―百万円 2百万円

ストック・オプション権利行使費用 0 1

過年度配当金支払い 2 0

リース解約金 ― 0

※５ 固定資産売却益の内訳は、次のとおりであります。

前連結会計年度
(自 2022年４月１日
至 2023年３月31日)

当連結会計年度
(自 2023年４月１日
至 2024年３月31日)

土地 27百万円 ―百万円

合計 27 ―

※６ 固定資産除売却損の内訳は、次のとおりであります。

前連結会計年度
(自 2022年４月１日
至 2023年３月31日)

当連結会計年度
(自 2023年４月１日
至 2024年３月31日)

器具備品 0百万円 15百万円

解体撤去費用 0 10

電話加入権 0 6

建物 0 3

土地 ― 3

ソフトウェア 4 ―

合計 5 39

※７ 減損損失

当社グループは、以下の資産グループについて減損損失を計上しました。

前連結会計年度(自 2022年４月１日 至 2023年３月31日)

場所 用途 資産の種類 金額(百万円)

東京都練馬区

神奈川県横浜市港北区
営業店舗

建物 1

器具備品 1

その他 1

小 計 3

奈良県奈良市 遊休資産 土地 22

長野県上水内郡 遊休資産 土地 0

静岡県伊豆市 遊休資産 土地 0

合 計 27

当社グループは、基本的に管理会計上キャッシュ・フローを生み出す最小単位として認識可能である部店単位にグ

ルーピングを行っております。ただし、遊休資産については個別の資産ごとにグルーピングを行っております。

上記の営業店舗は、営業活動から生じる損益が継続してマイナスであることから、固定資産の帳簿価額を回収可能

価額まで減額し、当該減少額３百万円を減損損失として特別損失に計上しております。なお、当該資産グループの回

収可能価額は正味売却価額により算定し、他に転用できないため０円で評価しております。

また、遊休資産のうち時価が下落したものについて帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額23百万円を減

損損失として特別損失に計上しております。なお、当該遊休資産の回収可能価額は正味売却価額により測定してお

り、正味売却価額は売却予定価額又は路線価等による時価を適用しております。
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当連結会計年度(自 2023年４月１日 至 2024年３月31日)

場所 用途 資産の種類 金額(百万円)

東京都練馬区

神奈川県横浜市港北区
営業店舗

建物 0

器具備品 0

ソフトウェア 0

小 計 0

長野県上水内郡 遊休資産 土地 9

静岡県伊豆市 遊休資産 土地 0

合 計 10

当社グループは、基本的に管理会計上キャッシュ・フローを生み出す最小単位として認識可能である部店単位にグ

ルーピングを行っております。ただし、遊休資産については個別の資産ごとにグルーピングを行っております。

上記の営業店舗は、営業活動から生じる損益が継続してマイナスであることから、固定資産の帳簿価額を回収可能

価額まで減額し、当該減少額０百万円を減損損失として特別損失に計上しております。なお、当該資産グループの回

収可能価額は正味売却価額により算定し、他に転用できないため０円で評価しております。

また、遊休資産のうち時価が下落したものについて帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額９百万円を減

損損失として特別損失に計上しております。なお、当該遊休資産の回収可能価額は正味売却価額により測定してお

り、正味売却価額は路線価等による時価を適用しております。

(連結包括利益計算書関係)

※１ その他の包括利益に係る組替調整額及び税効果額

前連結会計年度
(自 2022年４月１日
至 2023年３月31日)

当連結会計年度
(自 2023年４月１日
至 2024年３月31日)

その他有価証券評価差額金

当期発生額 △73百万円 7,290百万円

組替調整額 △224 △1

税効果調整前 △298 7,289

税効果額 84 △2,229

その他有価証券評価差額金 △213 5,059

退職給付に係る調整額

当期発生額 △0 500

組替調整額 △62 △68

税効果調整前 △62 431

税効果額 20 △129

退職給付に係る調整額 △41 302

その他の包括利益合計 △255 5,361
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(連結株主資本等変動計算書関係)

前連結会計年度(自 2022年４月１日 至 2023年３月31日)

１．発行済株式に関する事項

株式の種類 当連結会計年度期首 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) 67,398,262 ― ― 67,398,262

２．自己株式に関する事項

株式の種類 当連結会計年度期首 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) 880,864 1,000,659 6,198 1,875,325

(変動事由の概要)

増加数の内訳は、次のとおりであります。

2022年４月27日の取締役会決議による自己株式の取得 1,000,000株

単元未満株式の買取りによる増加 659株

減少数の内訳は、次のとおりであります。

ストック・オプションの権利行使に対する割当による減少 6,000株

単元未満株式売渡請求に対する割当による減少 198株

３．新株予約権等に関する事項

会社名 内訳
当連結会計
年度末残高
(百万円)

提出会社

2013年ストック・オプションとしての新株予約権 10

2014年ストック・オプションとしての新株予約権 15

2015年ストック・オプションとしての新株予約権 16

2016年ストック・オプションとしての新株予約権 26

2017年ストック・オプションとしての新株予約権 46

2018年ストック・オプションとしての新株予約権 39

2019年ストック・オプションとしての新株予約権 20

2020年ストック・オプションとしての新株予約権 21

2021年ストック・オプションとしての新株予約権 9

2022年ストック・オプションとしての新株予約権 3

合 計 211

(注) 2021年新株予約権及び2022年新株予約権は、権利行使期間の初日が到来しておりません。

４．配当に関する事項

(1) 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり配当額
(円)

基準日 効力発生日

2022年６月22日
定時株主総会

普通株式 731 11 2022年３月31日 2022年６月23日

2022年10月28日
取締役会

普通株式 327 5 2022年９月30日 2022年12月１日

(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

2023年６月22日
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 458 7 2023年３月31日 2023年６月23日
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当連結会計年度(自 2023年４月１日 至 2024年３月31日)

１．発行済株式に関する事項

株式の種類 当連結会計年度期首 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) 67,398,262 ― ― 67,398,262

２．自己株式に関する事項

株式の種類 当連結会計年度期首 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) 1,875,325 1,089 433,134 1,443,280

(変動事由の概要)

増加数の内訳は、次のとおりであります。

単元未満株式の買取りによる増加 1,089株

減少数の内訳は、次のとおりであります。

ストック・オプションの権利行使に対する割当による減少 433,000株

単元未満株式売渡請求に対する割当による減少 134株

３．新株予約権等に関する事項

会社名 内訳
当連結会計
年度末残高
(百万円)

提出会社

2014年ストック・オプションとしての新株予約権 7

2015年ストック・オプションとしての新株予約権 15

2016年ストック・オプションとしての新株予約権 23

2017年ストック・オプションとしての新株予約権 42

2018年ストック・オプションとしての新株予約権 37

2019年ストック・オプションとしての新株予約権 5

2020年ストック・オプションとしての新株予約権 3

2021年ストック・オプションとしての新株予約権 5

2022年ストック・オプションとしての新株予約権 8

2023年ストック・オプションとしての新株予約権 6

合 計 156

(注) 2022年新株予約権及び2023年新株予約権は、権利行使期間の初日が到来しておりません。

４．配当に関する事項

(1) 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり配当額
(円)

基準日 効力発生日

2023年６月22日
定時株主総会

普通株式 458 7 2023年３月31日 2023年６月23日

2023年10月30日
取締役会

普通株式 1,642 25 2023年９月30日 2023年12月１日

(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

2024年６月21日
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 2,308 35 2024年３月31日 2024年６月24日
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(連結キャッシュ・フロー計算書関係)

※１ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は、次のとおりでありま

す。

前連結会計年度
(自 2022年４月１日
至 2023年３月31日)

当連結会計年度
(自 2023年４月１日
至 2024年３月31日)

現金・預金 30,978百万円 36,368百万円

現金及び現金同等物 30,978 36,368

※２ 現金及び現金同等物を対価とする事業の譲渡にかかる資産及び負債の主な内訳

前連結会計年度（自 2022年４月１日 至 2023年３月31日）

当社の通信販売部に係る事業（マルサントレード及びコールセンターに係る事業を含む。）を事業分離したこと

に伴う資産及び負債の内訳並びに事業分離による支出(純額)は次のとおりです。

流動資産 9,639百万円

固定資産 ―

流動負債 △14,263

固定負債 ―

差引：事業分離による支出 △4,624

(リース取引関係)

オペレーティング・リース取引

（借主側）

オペレーティング・リース取引のうち解約不能のものに係る未経過リース料

前連結会計年度

(2023年３月31日)

当連結会計年度

(2024年３月31日)

１年内 22百万円 20百万円

１年超 ―百万円 26百万円

合計 22百万円 46百万円

(金融商品関係)

１．金融商品の状況に関する事項

(1) 金融商品に対する取組方針

当社グループの主たる事業は、有価証券の売買及び売買等の委託の媒介、有価証券の引受け及び売出し、有価

証券の募集及び売出しの取扱い等の業務を中核とする第一種金融商品取引業であります。

これらの事業を行うため、当社グループでは主に自己資金によるほか、必要な資金調達については金融機関か

らの借入れによっております。

資金運用については、短期的な預金や貸付金のほか、顧客の資金運用ニーズに対応するためのトレーディング

業務等を行っております。

デリバティブ取引については、トレーディング業務におけるリスクヘッジ目的で利用しており、投機的な取引

は行っておりません。



― 74 ―

(2) 金融商品の内容及びそのリスク

当社グループが保有する金融商品は、主に事業資金に充てるための現金・預金、法令に基づき外部金融機関に

信託する顧客分別金信託、顧客の資金運用ニーズに対応するための短期の貸付金である信用取引貸付金、自己の

計算に基づき保有する商品有価証券や投資有価証券等のほか、顧客の資金運用に伴い受け入れた預り金や受入保

証金等があります。

預金や顧客分別金信託は預入先の信用リスクに晒されており、信用取引貸付金は顧客の信用リスクに晒されて

おります。また、自己の計算に基づき保有する商品有価証券及び投資有価証券は、主に株式、債券等であり、こ

れらはそれぞれ発行体の信用リスク、金利及び市場価格の変動リスクに晒されております。デリバティブ取引で

は、外貨取引における為替予約を行っており、取引先の信用リスクに晒されております。

(3) 金融商品に係るリスク管理体制

① 信用リスクの管理

当社グループが保有する預金は、日本銀行や大手銀行等信用力の高い金融機関を中心に預け入れることとし、

それ以外の場合は全額を預金保護の対象となる決済用預金に預け入れることを基本的な方針としております。

顧客分別金信託についても同様に、信用力の高い金融機関に信託を行っております。

信用取引貸付金については社内規程に基づき、当初貸付額及びその後のマーケットの変動に応じて相当額の

担保を顧客より受け入れることとし、日々与信管理を行う体制を整備しております。

② 市場リスクの管理

市場リスクとは、保有する有価証券等に、株価、金利、外国為替相場等の市場全体に共通する要素の変動に

よって発生し得る損失の危険や、その他の理由によって発生し得る損失の危険をいいます。

当社グループでは、市場リスクはあらかじめ定めた限度額の範囲内(市場リスク枠)に収めることで管理を行

っております。

市場リスク枠は、市場の変動や財務の健全性を勘案して半期ごとに設定し、必要に応じて見直しを行ってお

ります。

さらに市場リスク額を日々計測し、管理を適切に行うとともに、その結果を毎日内部管理統括責任者へ報告

しております。

(4) 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

金融商品の時価の算定においては一定の前提条件等を採用しているため、異なる前提条件等を採用することに

より、当該価額が変動することもあります。また、「デリバティブ取引関係」注記におけるデリバティブ取引に

関する契約額等については、その金額自体がデリバティブ取引に係る市場リスクを示すものではありません。

２．金融商品の時価等に関する事項

連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。現金は注記を省略しており、

預金、顧客分別金信託、信用取引貸付金、預り金は短期間で決済されるため時価が帳簿価額に近似することから、

注記を省略しております。なお、市場価格のない株式等は、次表の「その他有価証券」には含めておりません（(注

１)参照）。

前連結会計年度(2023年３月31日) (単位：百万円)

連結貸借対照表計上額 時 価 差 額

(1) 商品有価証券等

売買目的有価証券 627 627 ―

(2) 投資有価証券

その他有価証券 10,561 10,561 ―

資産合計 11,189 11,189 ―

デリバティブ取引(※)

ヘッジ会計が適用されていないもの 0 0 ―

デリバティブ取引合計 0 0 ―
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当連結会計年度(2024年３月31日) (単位：百万円)

連結貸借対照表計上額 時 価 差 額

(1) 商品有価証券等

売買目的有価証券 549 549 ―

(2) 投資有価証券

その他有価証券 17,948 17,948 ―

資産合計 18,497 18,497 ―

デリバティブ取引(※)

ヘッジ会計が適用されていないもの 0 0 ―

デリバティブ取引合計 0 0 ―

(※) デリバティブ取引によって生じた正味の債権、債務は純額で表示しております。

(注１) 市場価格のない株式等(非上場株式)及び投資事業組合出資金については、次のとおりであります。

(単位：百万円)

区分
前連結会計年度

(2023年３月31日)

当連結会計年度

(2024年３月31日)

① 非上場株式 (※１) 368 370

② 投資事業組合出資金 (※２) 54 54

合計 422 424

(※１) 非上場株式については、市場価格がないことから「金融商品の時価等の開示に関する適用指針」（企業

会計基準適用指針第19号 2020年３月31日）第５項に基づき、時価開示の対象とはしておりません。

(※２) 投資事業組合出資金については、「時価の算定に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針

第31号 2021年６月17日）第24-16項に基づき、時価開示の対象とはしておりません。

(注２) 金銭債権の連結決算日後の償還予定額

前連結会計年度(2023年３月31日)

１年以内(百万円)

現金・預金 30,978

顧客分別金信託 10,582

信用取引貸付金 5,265

当連結会計年度(2024年３月31日)

１年以内(百万円)

現金・預金 36,368

顧客分別金信託 11,639

信用取引貸付金 6,781

３．金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項

金融商品の時価を、時価の算定に係るインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の３つのレベルに分類

しております。

レベル１の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、活発な市場において形成される当該時価の算

定の対象となる資産又は負債に関する相場価格により算定した時価

レベル２の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、レベル１のインプット以外の時価の算定に係

るインプットを用いて算定した時価

レベル３の時価：観察できない時価の算定に係るインプットを使用して算定した時価

時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプットがそれぞれ属す

るレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分類しております。
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(1) 時価で連結貸借対照表に計上している金融商品

前連結会計年度（2023年３月31日）

区分
時価（百万円）

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

商品有価証券等

売買目的有価証券

国債 132 ― ― 132

地方債等 ― 39 ― 39

社債 ― 455 ― 455

投資有価証券

その他有価証券

株式 10,561 ― ― 10,561

デリバティブ取引

通貨関連 ― 0 ― 0

資産計 10,694 495 ― 11,189

当連結会計年度（2024年３月31日）

区分
時価（百万円）

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

商品有価証券等

売買目的有価証券

国債 191 ― ― 191

地方債等 ― 41 ― 41

社債 ― 316 ― 316

投資有価証券

その他有価証券

株式 17,948 ― ― 17,948

デリバティブ取引

通貨関連 ― 0 ― 0

資産計 18,139 358 ― 18,497

(2) 時価で連結貸借対照表に計上している金融商品以外の金融商品

該当事項はありません。

(注) 時価の算定に用いた評価技法及びインプットの説明

商品有価証券等及び投資有価証券

株式については、主たる取引所の最終価格又は最終気配値を時価としており、レベル１の時価に分類しており

ます。債券については、市場価格情報(公社債店頭売買参考統計値等)をもって時価としており、国債はレベル１

の時価に分類し、それ以外の債券はレベル２の時価に分類しております。

デリバティブ取引

為替予約の時価は、取引先金融機関から提示された期末日の先物為替相場価額に基づいて算定しており、レベ

ル２の時価に分類しております。
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(有価証券関係)

１．売買目的有価証券

前連結会計年度
(自 2022年４月１日
至 2023年３月31日)

当連結会計年度
(自 2023年４月１日
至 2024年３月31日)

連結会計年度の損益に含まれた評価差額 △4百万円 3百万円

２．満期保有目的の債券

該当事項はありません。

３．その他有価証券

前連結会計年度(2023年３月31日)

区分
連結貸借対照表計上額

(百万円)

取得原価（※）

(百万円)

差額

(百万円)

連結貸借対照表計上額が取得原価を超えるもの

株式 10,140 1,419 8,721

小計 10,140 1,419 8,721

連結貸借対照表計上額が取得原価を超えないもの

株式 421 552 △131

小計 421 552 △131

合計 10,561 1,971 8,589

（※）表中の「取得原価」は減損処理後の帳簿価額です。

当連結会計年度(2024年３月31日)

区分
連結貸借対照表計上額

(百万円)

取得原価（※）

(百万円)

差額

(百万円)

連結貸借対照表計上額が取得原価を超えるもの

株式 17,884 1,989 15,894

小計 17,884 1,989 15,894

連結貸借対照表計上額が取得原価を超えないもの

株式 63 82 △18

小計 63 82 △18

合計 17,948 2,071 15,876

（※）表中の「取得原価」は減損処理後の帳簿価額です。

４．連結会計年度中に売却したその他有価証券

前連結会計年度 (自 2022年４月１日 至 2023年３月31日)

区分
売却額

(百万円)

売却益の合計額

(百万円)

売却損の合計額

(百万円)

株式 298 229 3

当連結会計年度 (自 2023年４月１日 至 2024年３月31日)

区分
売却額

(百万円)

売却益の合計額

(百万円)

売却損の合計額

(百万円)

株式 1 1 ―

５．減損処理を行った有価証券

前連結会計年度において、有価証券について1百万円（その他有価証券の株式1百万円）減損処理を行っておりま

す。
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(デリバティブ取引関係)

１．ヘッジ会計が適用されていないデリバティブ取引

通貨関連

前連結会計年度 (2023年３月31日)

種類
契約額等

（百万円）

契約額等のうち

１年超（百万円）

時価

（百万円）

評価損益

（百万円）

市場取引以外

の取引

為替予約取引

売建

米ドル 16 ― △0 △0

豪ドル 1 ― △0 △0

メキシコペソ 0 ― △0 △0

買建

米ドル 16 ― 0 0

豪ドル 1 ― 0 0

メキシコペソ 0 ― 0 0

合計 38 ― 0 0

(注) みなし決済損益を時価として記載しております。

当連結会計年度 (2024年３月31日)

種類
契約額等

（百万円）

契約額等のうち

１年超（百万円）

時価

（百万円）

評価損益

（百万円）

市場取引以外

の取引

為替予約取引

売建

米ドル 103 ― 0 0

メキシコペソ 8 ― △0 △0

豪ドル 3 ― △0 △0

買建

米ドル 103 ― △0 △0

メキシコペソ 8 ― 0 0

豪ドル 3 ― 0 0

合計 231 ― 0 0

(注) みなし決済損益を時価として記載しております。

２．ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引

該当事項はありません。
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(退職給付関係)

１．採用している退職給付制度の概要

当社は、確定給付企業年金制度及び退職一時金制度を設けております。

確定給付企業年金制度（積立型制度）では、給与と勤務期間に基づいた一時金又は年金を支給しております。また、

退職一時金制度（非積立型制度）では、給与と勤務期間に基づいた一時金を支給しております。

２．確定給付制度

(1) 退職給付債務の期首残高と期末残高の調整表

前連結会計年度
(自 2022年４月１日
至 2023年３月31日)

当連結会計年度
(自 2023年４月１日
至 2024年３月31日)

退職給付債務の期首残高 5,270 百万円 4,904 百万円

勤務費用 366 361

利息費用 24 31

数理計算上の差異の発生額 △115 △196

退職給付の支払額 △640 △636

退職給付債務の期末残高 4,904 4,463

(2) 年金資産の期首残高と期末残高の調整表

前連結会計年度
(自 2022年４月１日
至 2023年３月31日)

当連結会計年度
(自 2023年４月１日
至 2024年３月31日)

年金資産の期首残高 5,312 百万円 5,016 百万円

数理計算上の差異の発生額 △115 303

事業主からの拠出額 371 350

退職給付の支払額 △552 △548

年金資産の期末残高 5,016 5,122

(3) 退職給付債務及び年金資産の期末残高と連結貸借対照表に計上された退職給付に係る負債及び退職給付に係る

資産の調整表

前連結会計年度
(2023年３月31日)

当連結会計年度
(2024年３月31日)

積立型制度の退職給付債務 4,050 百万円 3,648 百万円

年金資産 △5,016 △5,122

△966 △1,473

非積立型制度の退職給付債務 854 815

連結貸借対照表に計上された負債と資産の純額 △112 △658

退職給付に係る負債 854 百万円 815 百万円

退職給付に係る資産 △966 △1,473

連結貸借対照表に計上された負債と資産の純額 △112 △658

(4) 退職給付費用及びその内訳項目の金額

前連結会計年度
(自 2022年４月１日
至 2023年３月31日)

当連結会計年度
(自 2023年４月１日
至 2024年３月31日)

勤務費用 366 百万円 361 百万円

利息費用 24 31

数理計算上の差異の費用処理額 △62 △68

確定給付制度に係る退職給付費用 327 324
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(5) 退職給付に係る調整額

退職給付に係る調整額に計上した項目（税効果控除前）の内訳は次のとおりであります。

前連結会計年度
(自 2022年４月１日
至 2023年３月31日)

当連結会計年度
(自 2023年４月１日
至 2024年３月31日)

数理計算上の差異 △62 百万円 431 百万円

合計 △62 431

(6) 退職給付に係る調整累計額

退職給付に係る調整累計額に計上した項目（税効果控除前）の内訳は次のとおりであります。

前連結会計年度
(2023年３月31日)

当連結会計年度
(2024年３月31日)

未認識数理計算上の差異 317 百万円 749 百万円

合計 317 749

(7) 年金資産に関する事項

① 年金資産の主な内訳

年金資産合計に対する主な分類ごとの比率は、次のとおりであります。

前連結会計年度
(2023年３月31日)

当連結会計年度
(2024年３月31日)

債券 ―% 40%

短期資金 100% 38%

株式 ―% 22%

その他 0% 0%

合計 100% 100%

② 長期期待運用収益率の設定方法

年金資産の長期期待運用収益率を決定するため、現在及び予想される年金資産の配分と、年金資産を構成する

多様な資産からの現在及び将来期待される長期の収益率を考慮しております。

(8) 数理計算上の計算基礎に関する事項

① 主要な数理計算上の計算基礎

前連結会計年度
(自 2022年４月１日
至 2023年３月31日)

当連結会計年度
(自 2023年４月１日
至 2024年３月31日)

割引率 0.7% 1.1%

長期期待運用収益率 0.0% 0.0%

② その他

当社は数理計算上の計算基礎として、前連結会計年度は2022年４月１日を基準日として算定した年齢別昇給指

数を、当連結会計年度は2023年７月１日を基準日として算定した年齢別昇給指数をそれぞれ使用しております。

(ストック・オプション等関係)

１．ストック・オプションにかかる費用計上額及び科目名

前連結会計年度 当連結会計年度

販売費・一般管理費の人件費 12百万円 13百万円

２．権利不行使による失効により利益として計上した金額

前連結会計年度 当連結会計年度

特別利益の自己新株予約権消却益 20百万円 18百万円
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３．ストック・オプションの内容、規模及びその変動状況

(1) ストック・オプションの内容

株式の種類別のストック・オプションの数は、株式数に換算して記載しております。なお、「第４ 提出会社の状

況 １ 株式等の状況 (２)新株予約権等の状況 ①ストックオプション制度の内容」に記載すべき事項をストッ

ク・オプション等関係注記に集約して記載しております。

会社名 提出会社

決議年月日 2013年７月16日 2014年７月15日 2015年７月15日

付与日 2013年８月１日 2014年７月31日 2015年７月31日

付与対象者の区分及び人数
当社の取締役 １名

当社の従業員 139名

当社の取締役 ２名

当社の従業員 128名
当社の従業員 125名

株式の種類別のストック・
オプションの数

普通株式 268,000株 普通株式 297,000株 普通株式 93,000株

権利確定条件、新株予約権
の行使の条件及び新株予約
権の譲渡に関する事項 (注)

１

①新株予約権の割当を受けた者(以下、新株予約権者という)は、権利行使時においても
当社又は当社子会社の取締役、執行役員又は従業員であるか、当社と投信債券歩合外
務員契約又は歩合外務員契約を締結していることを要します。ただし、新株予約権者
が退職後に引き続き当社又は当社子会社の取締役、執行役員、監査役、相談役、顧
問、従業員の地位を継続的に保有する場合には、権利を行使できます。

②新株予約権者が死亡した場合は、相続人がこれを行使できます。
③その他の条件は、新株予約権の募集事項を決定する取締役会決議に基づき、当社と新
株予約権の割当を受ける者との間で締結する新株予約権割当契約書に定めるところに
よります。

④新株予約権の譲渡、質入その他の処分は認めません。

対象勤務期間
2013年８月１日

～2015年７月16日

2014年７月31日

～2016年７月15日

2015年７月31日

～2017年７月15日

権利行使期間 (注)１
2015年７月17日

～2023年７月16日

2016年７月16日

～2024年７月15日

2017年７月16日

～2025年７月15日

新株予約権の数 (注)１ ― 個［ 同左 ］(注)２ 540個［ 360個 ］(注)２ 405個［ 同左 ］(注)２

新株予約権の目的となる
株式の種類、内容及び数
(注)１

普通株式 ― 株

［ 同上 ］

普通株式 54,000株

［ 36,000株 ］

普通株式 40,500株

［ 同上 ］

新株予約権の行使時の
払込金額 (注)１

１株当たり 765円 (注)３ １株当たり 840円 (注)３ １株当たり 1,387円 (注)３

新株予約権の行使により株
式を発行する場合の株式の
発行価格及び資本組入額
(注)１

該当事項はありません。(注)４

新株予約権の取得の条件
(注)１

本件新株予約権は、新株予約権者が権利を行使する前に、当社又は当社子会社の取締
役、執行役員又は従業員の地位を喪失する等、上記①記載の条件に該当しなくなったと
きは、同時に、当該新株予約権は無償で当社に移転し、自己新株予約権となります。

組織再編成行為に伴う新株
予約権の交付に関する事項
(注)１

該当事項はありません。

(注)１．当連結会計年度の末日（2024年３月31日）における内容を記載しております。当連結会計年度の末日から提出
日の前月末現在（2024年５月31日）にかけて変更された事項については、提出日の前月末現在における内容を
[ ]内に記載しており、その他の事項については当連結会計年度の末日における内容から変更はありません。

２．新株予約権１個当たりの目的となる株式数は、100株であります。

３．株式の分割及び時価を下回る価額で新株を発行(新株予約権付社債による行使の場合を除く)するときには、次
の算式により払込金額を調整し、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げます。

既発行株式数＋
新規発行株式数×１株当たり払込金額

調整後払込金額＝調整前払込金額×
１株当たりの時価

既発行株式数＋分割・新規発行による増加株式数

４．新株予約権の行使に対しては、全て会社の有する自己株式を交付することにし、新株の発行を行わないためで
あります。
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会社名 提出会社

決議年月日 2016年７月15日 2017年７月18日 2018年７月17日

付与日 2016年８月３日 2017年８月３日 2018年８月２日

付与対象者の区分及び人数 当社の従業員 139名
当社の取締役 １名

当社の従業員 112名

当社の取締役 ２名

当社の従業員 152名

株式の種類別のストック・
オプションの数

普通株式 242,000株 普通株式 220,000株 普通株式 307,000株

権利確定条件、新株予約権
の行使の条件及び新株予約
権の譲渡に関する事項 (注)

１

①新株予約権の割当を受けた者(以下、新株予約権者という)は、権利行使時においても
当社又は当社子会社の取締役、執行役員又は従業員であるか、当社と投信債券歩合外
務員契約又は歩合外務員契約を締結していることを要します。ただし、新株予約権者
が退職後に引き続き当社又は当社子会社の取締役、執行役員、監査役、相談役、顧
問、従業員の地位を継続的に保有する場合には、権利を行使できます。

②新株予約権者が死亡した場合は、相続人がこれを行使できます。
③その他の条件は、新株予約権の募集事項を決定する取締役会決議に基づき、当社と新
株予約権の割当を受ける者との間で締結する新株予約権割当契約書に定めるところに
よります。

④新株予約権の譲渡、質入その他の処分は認めません。

対象勤務期間
2016年８月３日

～2018年７月15日

2017年８月３日

～2019年７月18日

2018年８月２日

～2020年７月17日

権利行使期間 (注)１
2018年７月16日

～2026年７月15日

2019年７月19日

～2027年７月18日

2020年７月18日

～2028年７月17日

新株予約権の数 (注)１ 1,230個［ 1,100個 ］(注)２ 1,350個［ 同左 ］(注)２ 1,820個［ 同左 ］(注)２

新株予約権の目的となる
株式の種類、内容及び数
(注)１

普通株式 123,000株

［ 110,000株 ］

普通株式 135,000株

［ 同上 ］

普通株式 182,000株

［ 同上 ］

新株予約権の行使時の
払込金額 (注)１

１株当たり 914円 (注)３ １株当たり 971円 (注)３ １株当たり 1,045円 (注)３

新株予約権の行使により株
式を発行する場合の株式の
発行価格及び資本組入額
(注)１

該当事項はありません。(注)４

新株予約権の取得の条件
(注)１

本件新株予約権は、新株予約権者が権利を行使する前に、当社又は当社子会社の取締
役、執行役員又は従業員の地位を喪失する等、上記①記載の条件に該当しなくなったと
きは、同時に、当該新株予約権は無償で当社に移転し、自己新株予約権となります。

組織再編成行為に伴う新株
予約権の交付に関する事項
(注)１

該当事項はありません。

(注)１．当連結会計年度の末日（2024年３月31日）における内容を記載しております。当連結会計年度の末日から提出
日の前月末現在（2024年５月31日）にかけて変更された事項については、提出日の前月末現在における内容を
[ ]内に記載しており、その他の事項については当連結会計年度の末日における内容から変更はありません。

２．新株予約権１個当たりの目的となる株式数は、100株であります。

３．株式の分割及び時価を下回る価額で新株を発行(新株予約権付社債による行使の場合を除く)するときには、次
の算式により払込金額を調整し、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げます。

既発行株式数＋
新規発行株式数×１株当たり払込金額

調整後払込金額＝調整前払込金額×
１株当たりの時価

既発行株式数＋分割・新規発行による増加株式数

４．新株予約権の行使に対しては、全て会社の有する自己株式を交付することにし、新株の発行を行わないためで
あります。
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会社名 提出会社

決議年月日 2019年７月16日 2020年７月15日 2021年７月15日

付与日 2019年８月１日 2020年７月31日 2021年８月２日

付与対象者の区分及び人数 当社の従業員 129名
当社の取締役 １名

当社の従業員 101名
当社の従業員 68名

株式の種類別のストック・
オプションの数

普通株式 242,000株 普通株式 268,000株 普通株式 144,000株

権利確定条件、新株予約権
の行使の条件及び新株予約
権の譲渡に関する事項 (注)

１

①新株予約権の割当を受けた者(以下、新株予約権者という)は、権利行使時においても
当社又は当社子会社の取締役、執行役員又は従業員であるか、当社と投信債券歩合外
務員契約又は歩合外務員契約を締結していることを要します。ただし、新株予約権者
が退職後に引き続き当社又は当社子会社の取締役、執行役員、監査役、相談役、顧
問、従業員の地位を継続的に保有する場合には、権利を行使できます。

②新株予約権者が死亡した場合は、相続人がこれを行使できます。
③その他の条件は、新株予約権の募集事項を決定する取締役会決議に基づき、当社と新
株予約権の割当を受ける者との間で締結する新株予約権割当契約書に定めるところに
よります。

④新株予約権の譲渡、質入その他の処分は認めません。

対象勤務期間
2019年８月１日

～2021年７月16日

2020年７月31日

～2022年７月15日

2021年８月２日

～2023年７月15日

権利行使期間 (注)１
2021年７月17日

～2029年７月16日

2022年７月16日

～2030年７月15日

2023年７月16日

～2031年７月15日

新株予約権の数 (注)１ 410個［ 370個 ］(注)２ 360個［ 330個 ］(注)２ 630個［ 620個 ］(注)２

新株予約権の目的となる
株式の種類、内容及び数
(注)１

普通株式 41,000株

［ 37,000株 ］

普通株式 36,000株

［ 33,000株 ］

普通株式 63,000株

［ 62,000株 ］

新株予約権の行使時の
払込金額 (注)１

１株当たり 594円 (注)３ １株当たり 465円 (注)３ １株当たり 640円 (注)３

新株予約権の行使により株
式を発行する場合の株式の
発行価格及び資本組入額
(注)１

該当事項はありません。(注)４

新株予約権の取得の条件
(注)１

本件新株予約権は、新株予約権者が権利を行使する前に、当社又は当社子会社の取締
役、執行役員又は従業員の地位を喪失する等、上記①記載の条件に該当しなくなったと
きは、同時に、当該新株予約権は無償で当社に移転し、自己新株予約権となります。

組織再編成行為に伴う新株
予約権の交付に関する事項
(注)１

該当事項はありません。

(注)１．当連結会計年度の末日（2024年３月31日）における内容を記載しております。当連結会計年度の末日から提出
日の前月末現在（2024年５月31日）にかけて変更された事項については、提出日の前月末現在における内容を
[ ]内に記載しており、その他の事項については当連結会計年度の末日における内容から変更はありません。

２．新株予約権１個当たりの目的となる株式数は、100株であります。

３．株式の分割及び時価を下回る価額で新株を発行(新株予約権付社債による行使の場合を除く)するときには、次
の算式により払込金額を調整し、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げます。

既発行株式数＋
新規発行株式数×１株当たり払込金額

調整後払込金額＝調整前払込金額×
１株当たりの時価

既発行株式数＋分割・新規発行による増加株式数

４．新株予約権の行使に対しては、全て会社の有する自己株式を交付することにし、新株の発行を行わないためで
あります。
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会社名 提出会社

決議年月日 2022年７月15日 2023年７月18日

付与日 2022年８月３日 2023年８月３日

付与対象者の区分及び人数 当社の従業員 112名 当社の従業員 122名

株式の種類別のストック・
オプションの数

普通株式 182,000株 普通株式 189,000株

権利確定条件、新株予約権
の行使の条件及び新株予約
権の譲渡に関する事項 (注)

１

①新株予約権の割当を受けた者(以下、新株予約権者という)は、権利行使時においても
当社又は当社子会社の取締役、執行役員又は従業員であるか、当社と投信債券歩合外
務員契約又は歩合外務員契約を締結していることを要します。ただし、新株予約権者
が退職後に引き続き当社又は当社子会社の取締役、執行役員、監査役、相談役、顧
問、従業員の地位を継続的に保有する場合には、権利を行使できます。

②新株予約権者が死亡した場合は、相続人がこれを行使できます。
③その他の条件は、新株予約権の募集事項を決定する取締役会決議に基づき、当社と新
株予約権の割当を受ける者との間で締結する新株予約権割当契約書に定めるところに
よります。

④新株予約権の譲渡、質入その他の処分は認めません。

対象勤務期間
2022年８月３日

～2024年７月15日

2023年８月３日

～2025年７月18日

権利行使期間 (注)１
2024年７月16日

～2032年７月15日

2025年７月19日

～2033年７月18日

新株予約権の数 (注)１ 1,600個［ 同左 ］(注)２ 1,770個［ 同左 ］(注)２

新株予約権の目的となる
株式の種類、内容及び数
(注)１

普通株式 160,000株

［ 同上 ］

普通株式 177,000株

［ 同上 ］

新株予約権の行使時の
払込金額 (注)１

１株当たり 510円 (注)３ １株当たり 494円(注)３

新株予約権の行使により株
式を発行する場合の株式の
発行価格及び資本組入額
(注)１

該当事項はありません。(注)４

新株予約権の取得の条件
(注)１

本件新株予約権は、新株予約権者が権利を行使する前に、当社又は当社子会社の取締
役、執行役員又は従業員の地位を喪失する等、上記①記載の条件に該当しなくなったと
きは、同時に、当該新株予約権は無償で当社に移転し、自己新株予約権となります。

組織再編成行為に伴う新株
予約権の交付に関する事項
(注)１

該当事項はありません。

(注)１．当連結会計年度の末日（2024年３月31日）における内容を記載しております。当連結会計年度の末日から提出
日の前月末現在（2024年５月31日）にかけて変更された事項については、提出日の前月末現在における内容を
[ ]内に記載しており、その他の事項については当連結会計年度の末日における内容から変更はありません。

２．新株予約権１個当たりの目的となる株式数は、100株であります。

３．株式の分割及び時価を下回る価額で新株を発行(新株予約権付社債による行使の場合を除く)するときには、次
の算式により払込金額を調整し、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げます。

既発行株式数＋
新規発行株式数×１株当たり払込金額

調整後払込金額＝調整前払込金額×
１株当たりの時価

既発行株式数＋分割・新規発行による増加株式数

４．新株予約権の行使に対しては、全て会社の有する自己株式を交付することにし、新株の発行を行わないためで
あります。
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(2) ストック・オプションの規模及びその変動状況

当連結会計年度(2024年３月期)において存在したストック・オプションを対象とし、ストック・オプションの

数については、株式数に換算して記載しております。

① ストック・オプションの数

会社名 提出会社

決議年月日 2013年７月16日 2014年７月15日 2015年７月15日 2016年７月15日

権利確定後(株)

前連結会計年度末 44,000 113,000 44,500 137,000

権利確定 ― ― ― ―

権利行使 ― 59,000 ― 13,000

失効 44,000 ― 4,000 1,000

未行使残 ― 54,000 40,500 123,000

会社名 提出会社

決議年月日 2017年７月18日 2018年７月17日 2019年７月16日 2020年７月15日

権利確定後(株)

前連結会計年度末 147,000 190,000 147,000 233,000

権利確定 ― ― ― ―

権利行使 9,000 1,000 95,000 192,000

失効 3,000 7,000 11,000 5,000

未行使残 135,000 182,000 41,000 36,000

会社名 提出会社

決議年月日 2021年７月15日 2022年７月15日 2023年７月18日

権利確定前(株)

前連結会計年度末 133,000 175,000 ―

付与 ― ― 189,000

失効 2,000 15,000 12,000

権利確定 131,000 ― ―

未確定残 ― 160,000 177,000

権利確定後(株)

前連結会計年度末 ― ― ―

権利確定 131,000 ― ―

権利行使 64,000 ― ―

失効 4,000 ― ―

未行使残 63,000 ― ―
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② 単価情報

会社名 提出会社

決議年月日 2013年７月16日 2014年７月15日 2015年７月15日

権利行使価格(円) 765 840 1,387

行使時平均株価(円) ― 1,030 ―

付与日における公正な評価単価(円) 249 141 382

会社名 提出会社

決議年月日 2016年７月15日 2017年７月18日 2018年７月17日

権利行使価格(円) 914 971 1,045

行使時平均株価(円) 1,141 1,155 1,141

付与日における公正な評価単価(円) 194 317 206

会社名 提出会社

決議年月日 2019年７月16日 2020年７月15日 2021年７月15日

権利行使価格(円) 594 465 640

行使時平均株価(円) 926 934 926

付与日における公正な評価単価(円) 141 93 87

会社名 提出会社

決議年月日 2022年７月15日 2023年７月18日

権利行使価格(円) 510 494

行使時平均株価(円) ― ―

付与日における公正な評価単価(円) 63 103

４．当連結会計年度に付与されたストック・オプションの公正な評価単価の見積方法

(1) 使用した評価技法 ブラック・ショールズ式

(2) 主な基礎数値及びその見積方法

株価変動性 (注)１ 29.883％

予想残存期間 (注)２ ６年

予想配当 (注)３ 12円/株

無リスク利子率 (注)４ 0.279％

（注）１．６年間（2017年８月４日から2023年８月３日まで）の株価実績に基づき算定しました。
２．十分なデータの蓄積がなく、合理的な見積りが困難であるため、権利行使期間の中間点において行使

されるものと推定して見積っております。
３．2023年３月期の配当実績によります。
４．予想残存期間に対する期間に対応する国債の利回りであります。

５．ストック・オプションの権利確定数の見積方法

十分なデータの蓄積がなく、合理的な見積が困難であるため、将来の失効は見込んでおりません。
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(税効果会計関係)

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

前連結会計年度
(2023年３月31日)

当連結会計年度
(2024年３月31日)

(繰延税金資産)

有価証券評価減 560百万円 560百万円

退職給付に係る負債 261 249

賞与引当金 252 307

固定資産評価減 151 137

未払費用 68 81

金融商品取引責任準備金 50 43

未払事業税 8 80

その他 113 100

繰延税金資産小計 1,466 1,560

評価性引当額 △1,124 △1,091

繰延税金資産合計 342 469

(繰延税金負債)

その他有価証券評価差額金 2,555百万円 4,784百万円

退職給付に係る資産 295 451

固定資産圧縮積立金 281 274

その他 0 0

繰延税金負債合計 3,132 5,510

繰延税金資産との相殺 △342 △469

繰延税金負債の純額 2,790 5,041

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因となった

主要な項目別の内訳

前連結会計年度
(2023年３月31日)

当連結会計年度
(2024年３月31日)

法定実効税率 30.62％ 30.62％

(調整)

交際費等永久に損金に算入されない項目 6.46％ 1.40％

住民税均等割 2.57％ 0.69％

賃上げ促進税制による税額控除 ―％ △1.37％

評価性引当額の増減 △6.92％ △0.79％

受取配当金等永久に益金に算入されない項目 △1.74％ △0.50％

その他 0.07％ △0.06％

税効果会計適用後の法人税等の負担率 31.06％ 30.00％
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(企業結合等関係)

共通支配下の取引等に関する事項

(1) 取引の概要

① 結合当事企業の名称及び当該事業の内容

企業の名称：丸三エンジニアリング株式会社

事業の内容：当社のコンピュータ利用に関する技術支援

② 企業結合日

2023年６月１日

③ 企業結合の法的形式

当社を存続会社、丸三エンジニアリング株式会社(当社の連結子会社)を消滅会社とする吸収合併

④ 結合後企業の名称

丸三証券株式会社

（本合併後の当社の名称、所在地、代表者の役職・氏名、事業内容及び決算期に変更はありません。）

⑤ その他取引の概要に関する事項

丸三エンジニアリング株式会社は、当社向けにコンピュータ利用に関する技術支援を行ってまいりました

が、経営資源を統合し、組織運営体制の効率化・最適化を図るため、本合併を行うことと致しました。

(2) 実施した会計処理の概要

「企業結合に関する会計基準」(企業会計基準第21号 2019年１月16日）及び「企業結合会計基準及び事業分離

等会計基準に関する適用指針」(企業会計基準適用指針第10号 2019年１月16日）に基づき、共通支配下の取引と

して処理しております。
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(収益認識関係)

１．顧客との契約から生じる収益を分解した情報

前連結会計年度
(自 2022年４月１日
至 2023年３月31日)

当連結会計年度
(自 2023年４月１日
至 2024年３月31日)

営業収益

受入手数料 14,660百万円 18,411百万円

委託手数料 4,349 6,886

株式委託手数料 4,244 6,783

引受け・売出し・特定投資家向け売付け勧誘等の手数料 102 96

募集・売出し・特定投資家向け売付け勧誘等の取扱手数料 4,271 4,738

投資信託の募集手数料 4,270 4,735

その他の受入手数料 5,937 6,689

投資信託の信託報酬 5,887 6,630

トレーディング損益 56 38

金融収益 214 158

営業収益合計 14,931 18,608

（注）１．収益の分解情報は連結損益計算書の収益を基礎としております。

２．トレーディング損益及び金融収益は、顧客との契約から生じる収益以外の収益であります。

２．顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報

収益を理解するための基礎となる情報は、「（連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項） ４．会計方針に

関する事項 （５）重要な収益及び費用の計上基準」に記載のとおりです。

３．顧客との契約に基づく履行義務の充足と当該契約から生じるキャッシュ・フローとの関係並びに当連結会計年度末

において存在する顧客との契約から翌連結会計年度以降に認識すると見込まれる収益の金額及び時期に関する情報

(1) 顧客との契約から生じた債権の残高等

(単位：百万円)

前連結会計年度
(自 2022年４月１日
至 2023年３月31日)

当連結会計年度
(自 2023年４月１日
至 2024年３月31日)

顧客との契約から生じた債権（期首残高）

投資信託の信託報酬に係る未収収益 1,289 1,163

その他の未収収益 300 185

1,589 1,348

顧客との契約から生じた債権（期末残高）

投資信託の信託報酬に係る未収収益 1,163 1,430

その他の未収収益 185 255

1,348 1,686

(2) 残存履行義務に配分した取引価格

当社グループでは、残存履行義務に配分した取引価格の注記にあたって実務上の便法を適用し、当初に予想され

る契約期間が１年以内の契約について注記の対象に含めておりません。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

当社グループの事業区分は、「投資・金融サービス業」のみであり、区分すべき事業セグメントは存在しませ

ん。従って報告セグメントも単一であるため、記載を省略しております。

【関連情報】

１．製品及びサービスごとの情報

単一のサービス区分の外部顧客への営業収益が連結損益計算書の営業収益の90％を超えるため、記載を省略して

おります。

２．地域ごとの情報

(1) 営業収益

海外営業収益の合計が連結営業収益の10％未満のため、海外営業収益の記載を省略しております。

(2) 有形固定資産

本邦以外に所在している有形固定資産がないため、該当事項はありません。

３．主要な顧客ごとの情報

外部顧客からの営業収益のうち、連結損益計算書の営業収益の10％以上を占める相手先がないため、記載を省略

しております。

【報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報】

当社グループの事業区分は、「投資・金融サービス業」のみであり、区分すべき事業セグメントは存在しませ

ん。従って報告セグメントも単一であるため、記載を省略しております。

【報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報】

該当事項はありません。

【報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報】

該当事項はありません。

【関連当事者情報】

該当事項はありません。
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(１株当たり情報)

前連結会計年度
(自 2022年４月１日
至 2023年３月31日)

当連結会計年度
(自 2023年４月１日
至 2024年３月31日)

１株当たり純資産額 700.13円 794.01円

１株当たり当期純利益 11.86円 44.56円

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益

11.85円 44.44円

(注１) １株当たり当期純利益及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益の算定上の基礎は、以下のとおりでありま

す。

前連結会計年度
(自 2022年４月１日
至 2023年３月31日)

当連結会計年度
(自 2023年４月１日
至 2024年３月31日)

１株当たり当期純利益

親会社株主に帰属する当期純利益(百万円) 778 2,925

普通株主に帰属しない金額(百万円) ― ―

普通株式に係る親会社株主に帰属する当期純利益
(百万円)

778 2,925

普通株式の期中平均株式数(株) 65,646,188 65,649,985

潜在株式調整後１株当たり当期純利益

親会社株主に帰属する当期純利益調整額(百万円) ― ―

普通株式増加数(株) 2,136 173,789

(うち新株予約権(株)) (2,136) (173,789)

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当たり
当期純利益の算定に含めなかった潜在株式の概要

新株予約権 10種類
(株式数 1,363,500株)
なお、その概要は「第５
経理の状況 １ 連結財務
諸表等 注記事項」の（ス
トック・オプション等関
係）に記載のとおりであり
ます。

新株予約権 ６種類
(株式数 534,500株)
なお、その概要は「第５
経理の状況 １ 連結財務
諸表等 注記事項」の（ス
トック・オプション等関
係）に記載のとおりであり
ます。

(注２) １株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

前連結会計年度末
(2023年３月31日)

当連結会計年度末
(2024年３月31日)

純資産の部の合計額(百万円) 46,086 52,524

純資産の部の合計額から控除する金額(百万円) 211 156

(うち新株予約権(百万円)) (211) (156)

普通株式に係る期末の純資産額(百万円) 45,874 52,368

１株当たり純資産額の算定に用いられた期末の普通株式
の数(株)

65,522,937 65,954,982
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⑤ 【連結附属明細表】

【社債明細表】

該当事項はありません。

【借入金等明細表】

区分
当期首残高
(百万円)

当期末残高
(百万円)

平均利率
(％)

返済期限

短期借入金 2,750 2,700 1.47 ―

その他有利子負債(１年内返済)

信用取引借入金 209 426 0.60 ―

有価証券貸借取引受入金 49 10 0.07 ―

受入保証金 776 478 0.60 ―

合 計 3,784 3,614 ― ―

(注)「平均利率」については、借入金等の期末残高に対する加重平均利率を記載しております。

【資産除去債務明細表】

該当事項はありません。
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(2) 【その他】

当連結会計年度における四半期情報等

(累計期間) 第１四半期 第２四半期 第３四半期 当連結会計年度

営業収益 (百万円) 4,588 9,058 13,250 18,608

税金等調整前
四半期(当期)純利益

(百万円) 1,036 1,917 2,585 4,179

親会社株主に帰属する
四半期(当期)純利益

(百万円) 724 1,335 1,771 2,925

１株当たり
四半期(当期)純利益

(円) 11.06 20.38 27.01 44.56

(会計期間) 第１四半期 第２四半期 第３四半期 第４四半期

１株当たり
四半期純利益

(円) 11.06 9.32 6.63 17.53



― 94 ―

２ 【財務諸表等】

(1)【財務諸表】

①【貸借対照表】

(単位：百万円)

前事業年度
(2023年３月31日)

当事業年度
(2024年３月31日)

資産の部

流動資産

現金・預金 30,968 36,367

預託金 10,602 11,659

顧客分別金信託 10,582 11,639

その他の預託金 20 20

トレーディング商品 627 549

商品有価証券等 ※4 627 ※4 549

デリバティブ取引 0 0

約定見返勘定 - 0

信用取引資産 5,507 6,860

信用取引貸付金 5,265 6,781

信用取引借証券担保金 242 78

立替金 4 9

募集等払込金 2,316 3,023

未収収益 1,352 1,689

その他の流動資産 443 279

流動資産合計 51,823 60,439

固定資産

有形固定資産 ※1 1,577 ※1 1,433

建物 634 627

器具備品 488 348

土地 453 437

建設仮勘定 1 18

無形固定資産 304 279

ソフトウエア 297 278

その他 7 0

投資その他の資産 13,135 20,552

投資有価証券 ※1 10,867 ※1 18,223

関係会社株式 636 625

出資金 9 9

長期貸付金 1 0

長期差入保証金 820 808

長期前払費用 23 17

前払年金費用 677 761

その他 99 106

固定資産合計 15,017 22,264

資産合計 66,841 82,704
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(単位：百万円)

前事業年度
(2023年３月31日)

当事業年度
(2024年３月31日)

負債の部

流動負債

約定見返勘定 4 -

信用取引負債 596 593

信用取引借入金 ※1 209 ※1 426

信用取引貸証券受入金 387 167

有価証券担保借入金 49 10

有価証券貸借取引受入金 49 10

預り金 11,099 17,409

受入保証金 1,371 1,437

短期借入金 ※1 3,933 ※1 3,655

未払金 584 590

未払費用 260 363

未払法人税等 41 1,299

賞与引当金 824 1,004

役員賞与引当金 - 30

その他の流動負債 2 2

流動負債合計 18,767 26,397

固定負債

繰延税金負債 2,459 4,570

退職給付引当金 881 851

その他の固定負債 82 74

固定負債合計 3,423 5,497

特別法上の準備金

金融商品取引責任準備金 ※5 165 ※5 143

特別法上の準備金合計 165 143

負債合計 22,356 32,037

純資産の部

株主資本

資本金 10,000 10,000

資本剰余金

その他資本剰余金 331 415

資本剰余金合計 331 415

利益剰余金

利益準備金 2,500 2,500

その他利益剰余金

固定資産圧縮積立金 139 126

別途積立金 19,485 19,485

繰越利益剰余金 6,791 7,695

利益剰余金合計 28,916 29,807

自己株式 △970 △747

株主資本合計 38,276 39,476

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 5,995 11,033

評価・換算差額等合計 5,995 11,033

新株予約権 211 156

純資産合計 44,484 50,666

負債・純資産合計 66,841 82,704
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②【損益計算書】

(単位：百万円)
前事業年度

(自 2022年４月１日
至 2023年３月31日)

当事業年度
(自 2023年４月１日
至 2024年３月31日)

営業収益

受入手数料 14,660 18,411

委託手数料 4,349 6,886

引受け・売出し・特定投資家向け売付け勧誘
等の手数料

102 96

募集・売出し・特定投資家向け売付け勧誘等
の取扱手数料

4,271 4,738

その他の受入手数料 5,937 6,689

トレーディング損益 ※1 56 ※1 38

金融収益 ※2 214 ※2 158

営業収益合計 14,931 18,608

金融費用 ※3 66 ※3 58

純営業収益 14,865 18,549

販売費・一般管理費

取引関係費 ※4 1,254 ※4 1,249

人件費 ※5 8,657 ※5 9,212

不動産関係費 ※6 1,551 ※6 1,549

事務費 ※7 1,778 ※7 1,584

減価償却費 496 427

租税公課 ※8 193 ※8 233

その他 ※9 594 ※9 632

販売費・一般管理費合計 14,524 14,890

営業利益 340 3,658

営業外収益 ※10 510 ※10 540

営業外費用 ※11 7 ※11 5

経常利益 843 4,194

特別利益

抱合せ株式消滅差益 - 61

金融商品取引責任準備金戻入 - 21

自己新株予約権消却益 20 18

投資有価証券売却益 229 1

受取補償金 37 -

固定資産売却益 ※12 27 -

特別利益合計 314 102

特別損失

固定資産除売却損 ※13 4 ※13 39

減損損失 27 10

投資有価証券売却損 3 -

有価証券評価減 1 -

特別損失合計 36 50

税引前当期純利益 1,120 4,247

法人税、住民税及び事業税 297 1,361

法人税等調整額 50 △107

法人税等合計 347 1,254

当期純利益 772 2,992
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③【株主資本等変動計算書】

前事業年度(自 2022年４月１日 至 2023年３月31日)

(単位：百万円)

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

その他資本

剰余金

資本剰余金

合計
利益準備金

その他利益剰余金
利益剰余金

合計固定資産

圧縮積立金
別途積立金

繰越利益

剰余金

当期首残高 10,000 331 331 2,500 159 19,485 7,057 29,203

当期変動額

剰余金の配当 △1,059 △1,059

当期純利益 772 772

固定資産圧縮積立金の

取崩
△20 20 -

自己株式の取得

自己株式の処分 △0 △0

株主資本以外の項目の

当期変動額（純額）

当期変動額合計 - △0 △0 - △20 - △266 △286

当期末残高 10,000 331 331 2,500 139 19,485 6,791 28,916

株主資本 評価・換算差額等

新株予約権 純資産合計
自己株式

株主資本

合計

その他有価

証券評価

差額金

評価・換算

差額等合計

当期首残高 △469 39,065 6,215 6,215 220 45,501

当期変動額

剰余金の配当 △1,059 △1,059

当期純利益 772 772

固定資産圧縮積立金の

取崩
- -

自己株式の取得 △504 △504 △504

自己株式の処分 3 2 2

株主資本以外の項目の

当期変動額（純額）
△219 △219 △8 △228

当期変動額合計 △500 △788 △219 △219 △8 △1,016

当期末残高 △970 38,276 5,995 5,995 211 44,484
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当事業年度(自 2023年４月１日 至 2024年３月31日)

(単位：百万円)

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

その他資本

剰余金

資本剰余金

合計
利益準備金

その他利益剰余金
利益剰余金

合計固定資産

圧縮積立金
別途積立金

繰越利益

剰余金

当期首残高 10,000 331 331 2,500 139 19,485 6,791 28,916

当期変動額

剰余金の配当 △2,101 △2,101

当期純利益 2,992 2,992

固定資産圧縮積立金の

取崩
△13 13 -

自己株式の取得

自己株式の処分 84 84

株主資本以外の項目の

当期変動額（純額）

当期変動額合計 - 84 84 - △13 - 904 891

当期末残高 10,000 415 415 2,500 126 19,485 7,695 29,807

株主資本 評価・換算差額等

新株予約権 純資産合計
自己株式

株主資本

合計

その他有価

証券評価

差額金

評価・換算

差額等合計

当期首残高 △970 38,276 5,995 5,995 211 44,484

当期変動額

剰余金の配当 △2,101 △2,101

当期純利益 2,992 2,992

固定資産圧縮積立金の

取崩
- -

自己株式の取得 △0 △0 △0

自己株式の処分 224 308 308

株主資本以外の項目の

当期変動額（純額）
5,038 5,038 △55 4,982

当期変動額合計 223 1,199 5,038 5,038 △55 6,181

当期末残高 △747 39,476 11,033 11,033 156 50,666
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【注記事項】

(重要な会計方針)

１．有価証券の評価基準及び評価方法

(1) トレーディング商品に属する有価証券等の評価基準及び評価方法

トレーディング商品に属する有価証券(売買目的有価証券)及びデリバティブ取引等については、時価法を採用し

ております。

トレーディングは主に顧客との取引により顧客の資産運用等のニーズに対応することと、自己の計算に基づき時

価の変動により利益を確保することを目的としております。取り扱う商品は、有価証券の現物取引、株価指数及び

国債等に係る先物取引やオプション取引等の取引所取引の金融派生商品、先物外国為替取引等の取引所取引以外の

金融派生商品であります。

(2) トレーディング商品に属さない有価証券等の評価基準及び評価方法

① 子会社株式

移動平均法による原価法によっております。

② その他有価証券

イ 市場価格のない株式等以外のもの

時価法をもって貸借対照表価額とし、取得原価との評価差額を全部純資産直入する方法によっております(売

却原価は移動平均法により算定しております)。

ロ 市場価格のない株式等

移動平均法による原価法によっております。

２．固定資産の減価償却の方法

(1) 有形固定資産

定率法を採用しております。ただし、1998年４月１日以降に取得した建物(建物附属設備を除く)並びに2016年４

月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物については、定額法を採用しております。また、取得価額が10万円

以上20万円未満の有形固定資産については、事業年度ごとに一括して３年間で均等償却する方法を採用しておりま

す。

なお、主な耐用年数は、建物８年～39年、器具備品３年～15年であります。

(2) 無形固定資産及び長期前払費用

定額法を採用しております。なお、ソフトウエア(自社利用分)については、社内における利用可能期間(５年)に

基づいております。

３．外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準

外貨建金銭債権債務は、決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理しております。

４．引当金及び準備金の計上基準

(1) 賞与引当金

従業員に対する賞与の支払いに備えるため、当期の業績を勘案して算出した支払見込額を計上しております。

(2) 役員賞与引当金

役員に対する賞与の支払いに備えるため、当期の業績を勘案して算出した支払見込額を計上しております。
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(3) 退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき計上してお

ります。

① 退職給付見込額の期間帰属方法

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末までの期間に帰属させる方法については、給付

算定式基準によっております。

② 数理計算上の差異の費用処理方法

数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数(５年)による

定額法により按分した額を、それぞれ発生の翌事業年度から費用処理しております。

(4) 金融商品取引責任準備金

証券事故による損失に備えるため、「金融商品取引法」第46条の５第１項の規定により算出した額を計上してお

ります。

５．収益及び費用の計上基準

当社の顧客との契約から生じる主な収益は、株式委託手数料、投資信託の募集手数料及び投資信託の信託報酬で

あります。

株式委託手数料は、顧客の株式売買注文を証券取引所に取り次ぐサービスを提供する対価として受領する手数料

であり、サービスの提供が完了する約定日時点において履行義務が充足され、収益を認識しております。現物取引

に係る委託手数料は原則として履行義務充足後２営業日以内に、信用取引に係る委託手数料は建玉が決済される半

年以内に、それぞれ対価を受領しております。

投資信託の募集手数料は、顧客の投資信託の買付に係るサービスを提供する対価として受領する手数料であり、

サービスの提供が完了する約定日時点において履行義務が充足され、収益を認識しております。履行義務の対価は

約定日から数営業日以内に到来する受渡日に受領しております。

投資信託の信託報酬は、顧客が保有する投資信託の管理等のサービスを提供する対価として受領する手数料であ

り、サービスを提供する期間にわたって履行義務が充足し、投資信託の残高に契約に基づく料率を乗じて日々算出

した金額で収益を認識しております。履行義務の対価は概ね１年以内に到来する投資信託の決算日に受領しており

ます。

なお、これらの収益には重大な変動対価の見積り及び金融要素は含まれておりません。

６．その他財務諸表作成のための基本となる重要な事項

(1) 退職給付に係る会計処理の方法

退職給付に係る未認識数理計算上の差異の未処理額は、連結財務諸表においては即時認識し、純資産の部の退職

給付に係る調整累計額に計上しております。一方、財務諸表において当該未処理額は、上記「４(3)退職給付引当

金」に記載のとおり処理しており、連結財務諸表における方法と異なっております。

(2) 控除対象外消費税等の会計処理方法

控除対象外消費税等は、当事業年度の費用として処理しております。

(3) 約定見返勘定の会計処理方法

約定見返勘定については、借方の金額と貸方の金額を相殺して計上しております。
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(重要な会計上の見積り)

１．繰延税金資産の回収可能性

(1) 当事業年度の財務諸表に計上した金額

前事業年度 当事業年度

繰延税金資産 342百万円 469百万円

(2) 識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報

連結財務諸表「注記事項（重要な会計上の見積り）１.繰延税金資産の回収可能性」に記載した内容と同一であり

ます。

２．固定資産の減損

(1) 当事業年度の財務諸表に計上した金額

前事業年度 当事業年度

固定資産の減損に係る
会計基準の対象資産

1,905百万円 1,730百万円

(2) 識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報

連結財務諸表「注記事項（重要な会計上の見積り）２.固定資産の減損」に記載した内容と同一であります。

(表示方法の変更)

（貸借対照表関係）

前事業年度において、独立掲記しておりました「無形固定資産」の「電話加入権」は、金額的重要性が乏しくなっ

たため、当事業年度より「その他」に含めて表示しております。この表示方法の変更を反映させるため、前事業年度

の財務諸表の組替えを行っております。

この結果、前事業年度の貸借対照表において、「無形固定資産」に表示していた「電話加入権」７百万円は、「そ

の他」７百万円として組み替えております。

(貸借対照表関係)

※１ 担保に供している資産

前事業年度(2023年３月31日)

担保権によって担保されている債務 担保に供している資産

期末残高
(百万円)

有形固定資産
(百万円)

投資有価証券
(百万円)

合計
(百万円)

― 根抵当権 質権 ―

短期借入金 2,750 385 3,256 3,641

金融機関借入金 2,650 385 3,256 3,641

証券金融会社借入金 100 ― ― ―

信用取引借入金 209 ― ― ―

合計 2,959 385 3,256 3,641

(注) １．担保に供している資産は期末帳簿価額により記載しております。

２．上記のほか、信用取引借入金及び信用取引借証券の担保として、受入保証金の代用有価証券677百万

円を差し入れております。また、信用取引の自己融資見返り株券を証券金融会社借入金の担保とし

て153百万円、取引所の会員信認金の代用として10百万円、取引参加者保証金の代用として22百万

円、株式会社日本証券クリアリング機構への当初証拠金の代用として236百万円、清算基金の代用と

して117百万円を差し入れております。
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当事業年度(2024年３月31日)

担保権によって担保されている債務 担保に供している資産

期末残高
(百万円)

有形固定資産
(百万円)

投資有価証券
(百万円)

合計
(百万円)

― 根抵当権 質権 ―

短期借入金 2,700 373 3,366 3,740

金融機関借入金 2,650 373 3,366 3,740

証券金融会社借入金 50 ― ― ―

信用取引借入金 426 ― ― ―

合計 3,126 373 3,366 3,740

(注) １．担保に供している資産は期末帳簿価額により記載しております。

２．上記のほか、信用取引借入金及び信用取引借証券の担保として、受入保証金の代用有価証券1,199百

万円を差し入れております。また、信用取引の自己融資見返り株券を証券金融会社借入金の担保と

して187百万円、取引所の会員信認金の代用として11百万円、取引参加者保証金の代用として11百万

円、株式会社日本証券クリアリング機構への当初証拠金の代用として709百万円、清算基金の代用と

して182百万円を差し入れております。

２ 有価証券等を差し入れた場合等の時価額は次のとおりであります。

前事業年度
(2023年３月31日)

当事業年度
(2024年３月31日)

信用取引貸証券 434百万円 198百万円

信用取引借入金の本担保証券 210 466

消費貸借契約により貸し付けた有価証券 48 9

（注）担保に供している資産に属するものは除いております。

３ 有価証券等の差入れを受けた場合等の時価額は次のとおりであります。

前事業年度
(2023年３月31日)

当事業年度
(2024年３月31日)

信用取引貸付金の本担保証券 5,169百万円 7,050百万円

信用取引借証券 247 78

受入保証金代用有価証券 7,404 9,498

（注）受入保証金代用有価証券は再担保に供する旨の同意を得たものに限ります。

※４ 資産に属する商品有価証券等の内訳は、次のとおりであります。

前事業年度
(2023年３月31日)

当事業年度
(2024年３月31日)

(資産)

債券 627百万円 549百万円

合計 627 549

※５ 特別法上の準備金の計上を規定した法令の条項は次のとおりであります。

金融商品取引責任準備金

金融商品取引法第46条の５第１項
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(損益計算書関係)

※１ トレーディング損益の内訳は、次のとおりであります。

区分

前事業年度
(自 2022年４月１日
至 2023年３月31日)

当事業年度
(自 2023年４月１日
至 2024年３月31日)

実現損益
(百万円)

評価損益
(百万円)

合計
(百万円)

実現損益
(百万円)

評価損益
(百万円)

合計
(百万円)

株式等トレーディング損益 △0 ― △0 △0 ― △0

債券等・その他のトレーディング損益 60 △4 56 34 3 38

債券等トレーディング損益 13 △4 8 4 3 8

その他のトレーディング損益 47 △0 47 30 0 30

合計 60 △4 56 34 3 38

※２ 金融収益の内訳は、次のとおりであります。

前事業年度
(自 2022年４月１日
至 2023年３月31日)

当事業年度
(自 2023年４月１日
至 2024年３月31日)

信用取引収益 177百万円 90百万円

受取利息 31 64

受取債券利子 3 2

有価証券貸借取引収益 2 0

合計 214 158

※３ 金融費用の内訳は、次のとおりであります。

前事業年度
(自 2022年４月１日
至 2023年３月31日)

当事業年度
(自 2023年４月１日
至 2024年３月31日)

支払利息 47百万円 46百万円

信用取引費用 12 8

その他 6 3

合計 66 58

※４ 取引関係費の内訳は、次のとおりであります。

前事業年度
(自 2022年４月１日
至 2023年３月31日)

当事業年度
(自 2023年４月１日
至 2024年３月31日)

通信・運送費 693百万円 631百万円

交際費 136 157

支払手数料 120 130

旅費・交通費 108 124

広告宣伝費 92 104

取引所・協会費 102 100

合計 1,254 1,249



― 104 ―

※５ 人件費の内訳は、次のとおりであります。

前事業年度
(自 2022年４月１日
至 2023年３月31日)

当事業年度
(自 2023年４月１日
至 2024年３月31日)

役員報酬・従業員給料 5,630百万円 5,876百万円

福利厚生費 1,130 1,184

賞与引当金繰入額 824 1,004

その他の報酬給料 657 686

退職給付費用 327 324

歩合外務員報酬 87 105

役員賞与引当金繰入額 ― 30

合計 8,657 9,212

※６ 不動産関係費の内訳は、次のとおりであります。

前事業年度
(自 2022年４月１日
至 2023年３月31日)

当事業年度
(自 2023年４月１日
至 2024年３月31日)

不動産費 1,298百万円 1,306百万円

器具・備品費 252 243

合計 1,551 1,549

※７ 事務費の内訳は、次のとおりであります。

前事業年度
(自 2022年４月１日
至 2023年３月31日)

当事業年度
(自 2023年４月１日
至 2024年３月31日)

事務委託費 1,632百万円 1,420百万円

事務用品費 145 164

合計 1,778 1,584

※８ 租税公課の内訳は、次のとおりであります。

前事業年度
(自 2022年４月１日
至 2023年３月31日)

当事業年度
(自 2023年４月１日
至 2024年３月31日)

事業税 148百万円 191百万円

固定資産税 26 22

事業所税 12 13

その他 5 6

合計 193 233

※９ 「その他」の内訳は、次のとおりであります。

前事業年度
(自 2022年４月１日
至 2023年３月31日)

当事業年度
(自 2023年４月１日
至 2024年３月31日)

調査費 286百万円 279百万円

教育研修費 69 105

採用関係費 73 84

水道光熱費 72 66

図書新聞費 23 23

その他 69 74

合計 594 632
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※10 営業外収益のうち主なものは、次のとおりであります。

前事業年度
(自 2022年４月１日
至 2023年３月31日)

当事業年度
(自 2023年４月１日
至 2024年３月31日)

投資有価証券配当金 376百万円 372百万円

地代家賃（注） 78 86

団体保険配当金等 34 63

（注）地代家賃は、関係会社との取引により発生した収益です。

※11 営業外費用のうち主なものは、次のとおりであります。

前事業年度
(自 2022年４月１日
至 2023年３月31日)

当事業年度
(自 2023年４月１日
至 2024年３月31日)

会員権評価損 ―百万円 2百万円

ストック・オプション権利行使費用 0 1

過年度配当金支払い 2 0

リース解約金 ― 0

※12 固定資産売却益の内訳は、次のとおりであります。

前事業年度
(自 2022年４月１日
至 2023年３月31日)

当事業年度
(自 2023年４月１日
至 2024年３月31日)

土地 27百万円 ―百万円

合計 27 ―

※13 固定資産除売却損の内訳は、次のとおりであります。

前事業年度
(自 2022年４月１日
至 2023年３月31日)

当事業年度
(自 2023年４月１日
至 2024年３月31日)

器具備品 0百万円 15百万円

解体撤去費用 ― 10

電話加入権 ― 6

建物 0 3

土地 ― 3

ソフトウェア 4 ―

合計 4 39

(有価証券関係)

子会社株式は、市場価格のない株式等のため、子会社株式の時価を記載しておりません。

なお、市場価格のない株式等の子会社株式の貸借対照表計上額は次のとおりです。

(単位：百万円)

区分
前事業年度

（2023年３月31日）
当事業年度

（2024年３月31日）

子会社株式 636 625
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(税効果会計関係)

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

前事業年度
(2023年３月31日)

当事業年度
(2024年３月31日)

(繰延税金資産)

賞与引当金 252百万円 307百万円

未払費用 68 81

未払事業税 8 80

有価証券評価減 379 379

退職給付引当金 269 260

固定資産評価減 151 137

金融商品取引責任準備金 50 43

その他 118 109

繰延税金資産小計 1,299 1,400

評価性引当額 △957 △930

繰延税金資産合計 342 469

(繰延税金負債)

その他有価証券評価差額金 2,532百万円 4,751百万円

固定資産圧縮積立金 61 55

前払年金費用 207 233

繰延税金負債合計 2,801 5,039

繰延税金資産との相殺 △342 △469

繰延税金負債の純額 2,459 4,570

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因となった

主要な項目別の内訳

前事業年度
(2023年３月31日)

当事業年度
(2024年３月31日)

法定実効税率 30.62％ 30.62％

(調整)

交際費等永久に損金に算入されない項目 6.51％ 1.38％

住民税均等割 2.55％ 0.67％

賃上げ促進税制による税額控除 ―％ △1.34％

評価性引当額の増減 △6.80％ △0.62％

子会社合併による影響 ―％ △0.56％

受取配当金等永久に益金に算入されない項目 △1.74％ △0.48％

その他 △0.09％ △0.12％

税効果会計適用後の法人税等の負担率 31.05％ 29.54％
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(企業結合等関係)

共通支配下の取引等

連結財務諸表「注記事項(企業結合等関係)」に同一の内容を記載しているため、注記を省略しております。

(収益認識関係)

顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報は、連結財務諸表「注記事項（収益認識関係）」に

同一の内容を記載しているため、注記を省略しております。
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④ 【附属明細表】

【有価証券明細表】

【株式】

銘柄
株式数
(株)

貸借対照表計上額
(百万円)

(投資有価証券(その他有価証券))

株式会社日本取引所グループ 2,053,500 8,439

東京応化工業株式会社 614,400 2,813

株式会社フジミインコーポレーテッド 240,000 844

株式会社三菱ＵＦＪフィナンシャル・グループ 509,000 792

株式会社リクルートホールディングス 100,000 670

都築電気株式会社 177,000 413

サンワテクノス株式会社 153,960 367

株式会社東陽テクニカ 226,800 350

日本電波工業株式会社 230,000 319

日清食品ホールディングス株式会社 72,000 302

日本証券金融株式会社 178,360 298

エーザイ株式会社 31,000 192

立花証券株式会社 126,445 189

栗田工業株式会社 29,000 182

朝日印刷株式会社 173,000 156

株式会社ミツバ 88,000 143

ジーエルサイエンス株式会社 44,000 121

平和不動産株式会社 29,100 118

Microsoft Corporation 1,860 118

株式会社日本製鋼所 34,800 117

丸全昭和運輸株式会社 22,000 102

その他(60銘柄) 815,238 1,121

合計 5,949,463 18,178

【債券】

銘柄
券面総額
(百万円)

貸借対照表計上額
(百万円)

(商品有価証券(売買目的有価証券))

国債(40銘柄) 192 191

地方債(3銘柄) 9 9

特殊債(22銘柄) 33 32

社債(20銘柄) 319 316

合計 553 549
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【その他】

種類及び銘柄
投資口数等
(千口)

貸借対照表計上額
(百万円)

(投資有価証券(その他有価証券))

投資事業組合出資(2銘柄) ― 44

合計 ― 44

【有形固定資産等明細表】

（単位：百万円）

資産の種類 当期首残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

当期末減価
償却累計額

又は
償却累計額

当期償却額
差引

当期末残高

有
形
固
定
資
産

建物 1,575 60
16

1,619 991 63 627
(0)

器具備品 2,187 135
560

1,762 1,413 260 348
(0)

土地 453 ―
15

437 ― ― 437
(9)

建設仮勘定 1 18 1 18 ― ― 18

合計 4,217 215
594

3,838 2,404 323 1,433
(9)

無
形
固
定
資
産

ソフトウエア 442 72
21

493 214 90 278
(0)

その他 7 ― 6 0 0 0 0

合計 449 72
27

494 215 90 279
(0)

長 期 前 払 費 用 101 8 72 37 19 14 17

(注) 当期減少額の( )内は内書きで、減損損失の計上額であります。

【引当金明細表】

（単位：百万円）

区分 当期首残高 当期増加額
当期減少額
(目的使用)

当期減少額
(その他)

当期末残高

賞与引当金 824 1,004 824 ― 1,004

役員賞与引当金 ― 30 ― ― 30

金融商品取引責任準備金 165 ― 3 18 143

(注) 金融商品取引責任準備金の「当期減少額(その他)」は、必要計上額の洗替に伴うものであります。

(2) 【主な資産及び負債の内容】

連結財務諸表を作成しているため、記載を省略しております。

(3) 【その他】

該当事項はありません。



― 110 ―

第６ 【提出会社の株式事務の概要】

事業年度 ４月１日から３月31日まで

定時株主総会 ６月中

基準日 ３月31日

剰余金の配当の基準日 ９月30日、３月31日

１単元の株式数 100株

単元未満株式の買取り・売渡し

取扱場所

(特別口座)

東京都千代田区丸の内一丁目４番５号

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 証券代行部

株主名簿管理人

(特別口座)

東京都千代田区丸の内一丁目４番５号

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社

買取り・売渡し手数料 無料

公告掲載方法

当社の公告は、電子公告により行います。ただし、事故その他やむを得ない事

由により電子公告によることができない場合は、日本経済新聞に掲載します。

なお、電子公告は当社のホームページに掲載しております。そのＵＲＬは次の

とおりです。

https://www.marusan-sec.co.jp/

株主に対する特典

期末の株主名簿に記載された1,000株以上所有株主に対し、新潟県魚沼産コシヒ

カリ(新米)を３㎏贈呈(発送時期は10月中旬頃)。100株以上1,000株未満所有株

主に対し、海苔詰合せ(1,000円相当)贈呈(発送時期は10月中旬頃)。
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第７ 【提出会社の参考情報】

１ 【提出会社の親会社等の情報】

当社には、金融商品取引法第24条の７第１項に規定する親会社等はありません。

２ 【その他の参考情報】

当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。

(1) 有価証券報告書及びその添付書類並びに確認書

第103期(自 2022年４月１日 至 2023年３月31日) 2023年６月23日関東財務局長に提出

(2) 内部統制報告書及びその添付書類

第103期(自 2022年４月１日 至 2023年３月31日) 2023年６月23日関東財務局長に提出

(3) 四半期報告書及び確認書

第104期第１四半期(自 2023年４月１日 至 2023年６月30日) 2023年８月10日関東財務局長に提出

第104期第２四半期(自 2023年７月１日 至 2023年９月30日) 2023年11月13日関東財務局長に提出

第104期第３四半期(自 2023年10月１日 至 2023年12月31日) 2024年２月13日関東財務局長に提出

(4) 臨時報告書

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第９号の２(株主総会における議決権行使の結果)の規定に基づ

く臨時報告書

2023年６月27日関東財務局長に提出

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第２号の２(新株予約権発行に係る取締役会決議)の規定に基づ

く臨時報告書

2023年７月19日関東財務局長に提出

(5) 臨時報告書の訂正報告書

訂正報告書（上記(4)2023年７月19日提出 臨時報告書の訂正報告書）2023年８月４日関東財務局長に提出

(6) 四半期報告書の訂正報告書及び確認書

第104期第１四半期(自 2023年４月１日 至 2023年６月30日) 2023年10月18日関東財務局長に提出
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の監査報告書及び内部統制監査報告書

2024年６月21日

丸 三 証 券 株 式 会 社

取 締 役 会 御 中

有限責任監査法人トーマツ

東 京 事 務 所

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 白 田 英 生

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 畑 中 建 二

＜連結財務諸表監査＞

監査意見

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる丸三証券株式会社の2023年４月１日から2024年３月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借

対照表、連結損益計算書、連結包括利益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書、連結財

務諸表作成のための基本となる重要な事項、その他の注記及び連結附属明細表について監査を行った。

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、丸

三証券株式会社及び連結子会社の2024年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営成績

及びキャッシュ・フローの状況を、全ての重要な点において適正に表示しているものと認める。

監査意見の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準におけ

る当監査法人の責任は、「連結財務諸表監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国におけ

る職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責

任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。
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監査上の主要な検討事項

監査上の主要な検討事項とは、当連結会計年度の連結財務諸表の監査において、監査人が職業的専門家として特に重

要であると判断した事項である。監査上の主要な検討事項は、連結財務諸表全体に対する監査の実施過程及び監査意見

の形成において対応した事項であり、当監査法人は、当該事項に対して個別に意見を表明するものではない。

信託報酬の未収収益計上

監査上の主要な検討事項の内容及び決定理由 監査上の対応

会社は有価証券を中核商品とする投資・金融サービス業を営
んでおり、連結損益計算書に記載の通り、当連結会計年度の営
業収益は18,608百万円である。

営業収益のその他の受入手数料には、投資信託の信託報酬が
6,630百万円計上されており、当連結会計年度の営業収益の中
で金額的重要性の高い収益項目となっている。（注記事項 収
益認識関係）

この信託報酬計上額のうち、1,430百万円は、当連結会計年
度末の連結貸借対照表に未収収益として計上され、対価の回収
期日が未到来である。(注記事項 収益認識関係)

また、未収収益に関する仕訳計上について、信託報酬以外の
主な収益項目である委託手数料や投資信託の募集手数料は、そ
の処理が基幹システムにより自動化されているのに対して、信
託報酬は、手作業での処理が必要となる。

この点、会社は、信託報酬の未収収益が正しい金額で計上さ
れないリスクを低減するための内部統制として、投資信託の運
用委託会社が発行する「未払代行手数料計算書」と社内で計算
した未収収益額との一致確認を実施した上で、仕訳計上するこ
ととしているが、基幹システムによって自動処理される委託手
数料や募集手数料と比べ、計上金額を誤るリスクが、相対的に
高い領域である。

加えて、信託報酬は、「お客様本位の業務運営への取組方
針」及び「中期経営計画」における数値目標として会社が管
理、公表している「信託報酬の販売費・一般管理費カバー率」
に連動する数値であることも勘案し、信託報酬の未収収益額が
適切に計上されているかという点が、監査上の主要な検討事項
に該当すると判断した。

当監査法人は、識別した監査上の主要な検討事項
に対応するために以下の監査手続を実施した。

・会社が整備した内部統制である未収収益計上時に
おける「未払代行手数料計算書」との照合手続に
ついて、業務担当者への質問、内部統制実施記録
の閲覧及び内部監査実施結果の閲覧を行うことに
より、運用状況の有効性の評価を実施した。

・誤計上の可能性を示唆する異常な残高の変動がな
いかを確かめるために、投資信託銘柄ごとの未収
収益残高の推移が、各投資信託の預り資産残高の
推移と整合しているかという観点で分析を行っ
た。

・当連結会計年度末時点の信託報酬の未収収益計上
額について、投資信託の運用委託会社に対する残
高確認を実施した。確認先は残高推移分析の結果
及び統計的サンプリングにより選定した。

その他の記載内容

その他の記載内容は、有価証券報告書に含まれる情報のうち、連結財務諸表及び財務諸表並びにこれらの監査報告書

以外の情報である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成し開示することにある。また、監査役及び監査役会の責

任は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

当監査法人の連結財務諸表に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法人はその他の

記載内容に対して意見を表明するものではない。

連結財務諸表監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、その他の記載内

容と連結財務諸表又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか検討すること、また、そ

のような重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を払うことにある。

当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、その事実を報告

することが求められている。

その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

連結財務諸表に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結財務諸表を作成し適正

に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結財務諸表を作成し適正に表示するた

めに経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき連結財務諸表を作成することが適切であるか

どうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示

する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにあ

る。
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連結財務諸表監査における監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての連結財務諸表に不正又は誤謬による重要な虚偽表

示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明

することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、連結財務諸表の利

用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業的専門家と

しての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・ 不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応した監査手

続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ

適切な監査証拠を入手する。

・ 連結財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人は、リスク

評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を検討する。

・ 経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積りの合理性

及び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・ 経営者が継続企業を前提として連結財務諸表を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査証拠に

基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認められるかど

うか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において連結財務諸表

の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する連結財務諸表の注記事項が適切でない場合は、連

結財務諸表に対して除外事項付意見を表明することが求められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手

した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性があ

る。

・ 連結財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠してい

るかどうかとともに、関連する注記事項を含めた連結財務諸表の表示、構成及び内容、並びに連結財務諸表が基礎

となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。

・ 連結財務諸表に対する意見を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する十分かつ適切な監査証拠

を入手する。監査人は、連結財務諸表の監査に関する指示、監督及び実施に関して責任がある。監査人は、単独で

監査意見に対して責任を負う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内部統制

の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について報告を行う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、

並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている

場合又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を

行う。

監査人は、監査役及び監査役会と協議した事項のうち、当連結会計年度の連結財務諸表の監査で特に重要であると判

断した事項を監査上の主要な検討事項と決定し、監査報告書において記載する。ただし、法令等により当該事項の公表

が禁止されている場合や、極めて限定的ではあるが、監査報告書において報告することにより生じる不利益が公共の利

益を上回ると合理的に見込まれるため、監査人が報告すべきでないと判断した場合は、当該事項を記載しない。

＜内部統制監査＞

監査意見

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第２項の規定に基づく監査証明を行うため、丸三証券株式会社の2024年３

月31日現在の内部統制報告書について監査を行った。

当監査法人は、丸三証券株式会社が2024年３月31日現在の財務報告に係る内部統制は有効であると表示した上記の内

部統制報告書が、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の評価の基準に準拠して、財務

報告に係る内部統制の評価結果について、全ての重要な点において適正に表示しているものと認める。
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監査意見の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の監査の基準に準拠して内部統

制監査を行った。財務報告に係る内部統制の監査の基準における当監査法人の責任は、「内部統制監査における監査人

の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から

独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十

分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

内部統制報告書に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

経営者の責任は、財務報告に係る内部統制を整備及び運用し、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告

に係る内部統制の評価の基準に準拠して内部統制報告書を作成し適正に表示することにある。

監査役及び監査役会の責任は、財務報告に係る内部統制の整備及び運用状況を監視、検証することにある。

なお、財務報告に係る内部統制により財務報告の虚偽の記載を完全には防止又は発見することができない可能性があ

る。

内部統制監査における監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した内部統制監査に基づいて、内部統制報告書に重要な虚偽表示がないかどうかにつ

いて合理的な保証を得て、内部統制監査報告書において独立の立場から内部統制報告書に対する意見を表明することに

ある。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の監査の基準に従って、監査の過程

を通じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・ 内部統制報告書における財務報告に係る内部統制の評価結果について監査証拠を入手するための監査手続を実施

する。内部統制監査の監査手続は、監査人の判断により、財務報告の信頼性に及ぼす影響の重要性に基づいて選択

及び適用される。

・ 財務報告に係る内部統制の評価範囲、評価手続及び評価結果について経営者が行った記載を含め、全体としての

内部統制報告書の表示を検討する。

・ 内部統制報告書における財務報告に係る内部統制の評価結果に関する十分かつ適切な監査証拠を入手する。監査

人は、内部統制報告書の監査に関する指示、監督及び実施に関して責任がある。監査人は、単独で監査意見に対し

て責任を負う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した内部統制監査の範囲とその実施時期、内部統制監査の実施結果、

識別した内部統制の開示すべき重要な不備、その是正結果、及び内部統制の監査の基準で求められているその他の事項

について報告を行う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、

並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている

場合又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を

行う。

＜報酬関連情報＞

当監査法人及び当監査法人と同一のネットワークに属する者に対する、会社及び子会社の監査証明業務に基づく報酬

及び非監査業務に基づく報酬の額は、「提出会社の状況」に含まれるコーポレート・ガバナンスの状況等 (3)【監査の

状況】に記載されている。

利害関係

会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

以 上

※１．上記の監査報告書の原本は当社(有価証券報告書提出会社)が別途保管しております。

２．XBRLデータは監査の対象には含まれておりません。
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独立監査人の監査報告書

2024年６月21日

丸 三 証 券 株 式 会 社

取 締 役 会 御 中

有限責任監査法人トーマツ

東 京 事 務 所

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 白 田 英 生

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 畑 中 建 二

＜財務諸表監査＞

監査意見

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる丸三証券株式会社の2023年４月１日から2024年３月31日までの第104期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照

表、損益計算書、株主資本等変動計算書、重要な会計方針、その他の注記及び附属明細表について監査を行った。

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、丸三証

券株式会社の2024年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績を、全ての重要な点におい

て適正に表示しているものと認める。

監査意見の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準におけ

る当監査法人の責任は、「財務諸表監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職

業倫理に関する規定に従って、会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。

当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

監査上の主要な検討事項

監査上の主要な検討事項とは、当事業年度の財務諸表の監査において、監査人が職業的専門家として特に重要である

と判断した事項である。監査上の主要な検討事項は、財務諸表全体に対する監査の実施過程及び監査意見の形成におい

て対応した事項であり、当監査法人は、当該事項に対して個別に意見を表明するものではない。

信託報酬の未収収益計上

連結財務諸表の監査報告書に記載されている監査上の主要な検討事項（信託報酬の未収収益計上）と同一内容であ

るため、記載を省略している。
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その他の記載内容

その他の記載内容は、有価証券報告書に含まれる情報のうち、連結財務諸表及び財務諸表並びにこれらの監査報告書

以外の情報である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成し開示することにある。また、監査役及び監査役会の責

任は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

当監査法人の財務諸表に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法人はその他の記載

内容に対して意見を表明するものではない。

財務諸表監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、その他の記載内容と

財務諸表又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか検討すること、また、そのような

重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を払うことにある。

当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、その事実を報告

することが求められている。

その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

財務諸表に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して財務諸表を作成し適正に表

示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない財務諸表を作成し適正に表示するために経営

者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき財務諸表を作成することが適切であるかどうかを

評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要

がある場合には当該事項を開示する責任がある。

監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにあ

る。

財務諸表監査における監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての財務諸表に不正又は誤謬による重要な虚偽表示が

ないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から財務諸表に対する意見を表明すること

にある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、財務諸表の利用者の意思決

定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業的専門家と

しての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・ 不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応した監査手

続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ

適切な監査証拠を入手する。

・ 財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人は、リスク評価

の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を検討する。

・ 経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積りの合理性

及び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・ 経営者が継続企業を前提として財務諸表を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査証拠に基づ

き、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認められるかどうか

結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において財務諸表の注記事

項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する財務諸表の注記事項が適切でない場合は、財務諸表に対し

て除外事項付意見を表明することが求められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基

づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・ 財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠しているか

どうかとともに、関連する注記事項を含めた財務諸表の表示、構成及び内容、並びに財務諸表が基礎となる取引や

会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内部統制

の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について報告を行う。
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監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、

並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている

場合又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を

行う。

監査人は、監査役及び監査役会と協議した事項のうち、当事業年度の財務諸表の監査で特に重要であると判断した事

項を監査上の主要な検討事項と決定し、監査報告書において記載する。ただし、法令等により当該事項の公表が禁止さ

れている場合や、極めて限定的ではあるが、監査報告書において報告することにより生じる不利益が公共の利益を上回

ると合理的に見込まれるため、監査人が報告すべきでないと判断した場合は、当該事項を記載しない。

＜報酬関連情報＞

報酬関連情報は、連結財務諸表の監査報告書に記載されている。

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上

※１．上記の監査報告書の原本は当社(有価証券報告書提出会社)が別途保管しております。

２．XBRLデータは監査の対象には含まれておりません。
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